
平成29年２月宮崎県定例県議会

環境農林水産常任委員会会議録

平成29年３月13日～14日・16日

場 所 第４委員会室



- 1 -

平成29年３月13日（月曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成29年度宮崎県一般会計予算

○議案第５号 平成29年度宮崎県山林基本財産

特別会計予算

○議案第６号 平成29年度宮崎県拡大造林事業

特別会計予算

○議案第７号 平成29年度宮崎県林業改善資金

特別会計予算

○議案第11号 平成29年度宮崎県沿岸漁業改善

資金特別会計予算

○議案第22号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第26号 宮崎県森林整備加速化・林業再

生基金条例の一部を改正する条

例

○議案第41号 林道事業執行に伴う市町村負担

金徴収について

○議案第42号 農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・平成29年度環境森林部組織改正案について

・平成29年度農政水産部組織改正案について

出席委員（８人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 黒 木 正 一

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 大 坪 篤 史

環境森林部次長
川 野 美奈子

（ 総 括 ）

環境森林部次長
那 須 幸 義

（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
大 西 祐 二

環 境 森 林 課 長

みやざきの森林
長 友 善 和

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 川井田 哲 郎

循環社会推進課長 温 水 豊 生

自 然 環 境 課 長 廣 津 和 夫

森 林 経 営 課 長 渡 幸 一

山村･木材振興課長 下 沖 誠

み や ざ き ス ギ
三重野 裕 通

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 西 山 悟

木 材 利 用 技 術
小 田 久 人

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 甲 斐 良 一

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

ただいまから環境農林水産常任○右松委員長

委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおりでよろ

平成29年３月13日(月)



- 2 -

平成29年３月13日(月)

しいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○右松委員長

します。

次に、審査方法についてであります。お手元

に配付しております委員会審査の進め方案をご

らんください。

まず、１、審査方針についてであります。

当初予算の審査に当たっては、重点事業、新

規事業を中心に説明を求めることとし、あわせ

て決算における指摘要望事項に係る対応状況に

ついても説明を求めることとしております。

次に、２、当初予算関連議案の審査について

であります。

今回の委員会は、審査が長くなることが予想

されますことから、環境森林部については２グ

ループに、そして、農政水産部につきましては

５グループに分けて審査を行い、最後にそれぞ

れ総括質疑の場を設けたいと存じます。

また、各委員におかれましては、関連する質

問についてはまとめて行うなど、いつもどおり

でありますが、効率的な審査に御協力をよろし

くお願いいたします。

審査方法について御異議ありませんでしょう

か。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

ありがとうございます。それで○右松委員長

は、そのように決定いたします。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時１分休憩

午前10時２分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、審査に入ります。

当委員会に付託されました平成29年度当初予

、 。算関連議案等について 部長の説明を求めます

おはようございます。本○大坪環境森林部長

日もどうぞよろしくお願い申し上げます。

それでは、お手元に配付しております常任委

員会資料をごらんください。

本日の説明事項につきましては、提出議案が

６件、その他報告事項が１件でございます。

まず、Ⅰの予算議案としまして、議案第１号

「平成29年度宮崎県一般会計予算」など４件に

ついてでございますが、これについては後ほど

御説明をいたします。

次に Ⅱの特別議案といたしまして 議案第26、 、

号「宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例

」 。の一部を改正する条例 など２件でございます

次に、Ⅲのその他報告事項といたしまして、

平成29年度環境森林部組織改正案について御報

告をいたします。

それでは、表紙をめくっていただいて１ペー

ジをごらんください。

１の平成29年度歳出予算課別集計表について

であります。

この表は、議案第１号を初めとする４つの予

算議案に関する平成29年度の歳出予算を課別に

集計したものであります。

一般会計は、平成29年度当初予算額、Ａの列

の中ほどに、網かけをしてございます。小計の

欄にありますように、207億7,230万9,000円と

なっております。

また、特別会計は下から２段目の小計の欄に

ありますように、12億3,001万4,000円となって

おります。

下から３段目の林業改善資金特別会計につき

ましては 前年度と比べまして大幅な増額となっ、

、 、 、ておりますが これは 全庁的に統一しまして

会計処理の適正化を図ったことによるものであ
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ります。

詳細につきましては、山村・木材振興課長の

ほうから、後ほど御説明をいたします。

環境森林部の平成29年度当初予算は、一番下

の合計の欄にありますように、一般会計と特別

会計を合わせまして220億232万3,000円で、平

成28年度当初予算額Ｂと比較をしますと、95.5

％となったところであります。

次に、下の２の平成29年度債務負担行為（追

加）についてであります。

これは、平成29年度に、日本政策金融公庫が

、 、宮崎県林業公社に融資したことによって 万一

損害を受けた場合の損失補償をするものであり

ます。

具体的には、来年度、林業公社の経営改善を

図るため、現在の借入金残高の一部について、

日本政策金融公庫からの低利の融資に借りかえ

ることを予定しておりまして、その借り入れに

対して損失補償をするものであります。

借入額の限度額は右にございますように、６

億1,365万7,000円となっております。

次に２ページをごらんください。

平成29年度環境森林部の重点推進事業につい

てであります。

これは、宮崎県総合計画アクションプランに

掲げております８つのプログラムのうち、環境

森林部に関連します６つのプログラムにつきま

して、主な事業を掲載したものでございます。

、 （ ） 、まず 左上 １ の人財育成プログラムでは

子供たちへの森林環境教育や林業の担い手対策

等に取り組むこととしております。

また （２）の産業成長プログラムでは、森林、

整備や林業振興、所得向上対策等に取り組むこ

ととしております。

それから、右側３ページの上段にございます

（３）地域経済循環構築プログラムでは、地域

資源やエネルギーの循環促進対策等に取り組む

こととしております。

次の（４）観光再生おもてなしプログラムで

は、昨年12月に計画を策定しました霧島錦江湾

国立公園の満喫プロジェクト推進事業に取り組

むこととしております。

さらに（５）のいきいき共生社会づくりプロ

グラムでは、環境対策を中心としまして、低炭

素社会の実現に向けた自然と共生する暮らしづ

くりを進めますとともに、その次に、めくって

いただいて４ページになりますが、②としてお

りますように、中山間地域の維持・活性化とし

て、鳥獣害対策等に取り組むこととしておりま

す。

最後に （６）危機管理強化プログラムでは、、

ソフト・ハード両面からの防災・減災対策や、

家畜伝染病における防疫対策の強化に取り組む

こととしております。

次に、右側の５ページをごらんください。

山村地域の持続的な発展に向けた主な事業と

推進体制についてであります。

杉の素材生産量25年連続日本一の達成を踏ま

えまして、今後の25年、50年に向けて、この平

成29年を本格的な再造林元年と位置づけること

といたしました。そして、地域ごとに抱えます

さまざまな課題に見合う対策が進められるよう

に、このように推進体制を整備したところであ

りまして、具体的には、ここに掲げております

ような３つの対策に重点的に取り組むこととし

ております。

まずは （１）循環型林業の推進対策としまし、

て、再造林を進めるための仕組みづくりや、そ

れを担う事業体、就業者の育成等を進めてまい

ります。
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、（ ） 、次に ２ 山村地域の活性化対策としまして

フォレストピア宮崎構想の理念を全県的に展開

、 、 （ ）しまして 人づくりや交流の促進 森林 もり

業の振興等を進めてまいります。

さらに （３）山村地域の所得向上対策としま、

して、現在進めております年収100万円アッププ

ロジェクトをさらに進めまして、地域や個人の

。所得向上につながる対策を実施してまいります

推進体制につきましては、山村地域の持続的

発展推進会議、通称「山会議」と命名をしまし

て、西臼杵支庁や農林振興局単位に設置した左

側の地区協議会と、そして、本庁に設置した右

側の推進本部が連携をしまして、市町村や関係

団体等と一体となって対策を進めることにして

います。

本会議や先週の委員会でも御質問がございま

したけれども、それぞれの地域の実情を踏まえ

ながら、実効性のある対策に柔軟に対応してま

いりたいと考えているところであります。

私からの説明は以上でございます。詳細な内

容につきましては、それぞれ担当課長、室長が

御説明しますので、どうぞよろしくお願い申し

上げます。

ありがとうございました。部長○右松委員長

の概要説明が終了いたしました。

これより、３課ごとに班分けをして議案等の

審査を行い、最後に総括質疑の時間を設けるこ

とといたします。

歳出予算の説明につきましては、重点・新規

事業を中心に行い、あわせて決算における指摘

要望事項に係る対応状況についても説明をお願

いします。

なお、委員の質疑は、３課の説明が終了した

後にお願いいたします。

それでは、環境森林課、環境管理課、循環社

会推進課の議案の審査を行いますので、順次説

明を求めます。

それでは、環境森林課の○大西環境森林課長

当初予算につきまして御説明いたします。

お手元の冊子、平成29年度歳出予算説明資料

をごらんください。

185ページをお願いいたします。

一番上の段の左から２列目の欄にありますよ

うに、37億3,251万7,000円をお願いしておりま

す。その内訳は、その下にありますように、一

般会計が33億8,893万1,000円、特別会計が３

億4,358万6,000円であります。

それでは、以下、主な事項について御説明い

たします。

187ページをお開きください。

まず、一般会計についてでありますが、上か

ら５段目の（事項）エネルギー対策推進費6,424

万1,000円であります。

このうち、説明欄３の住宅用太陽光発電シス

テム融資制度6,090万円につきましては、県から

金融機関に対する貸付金でありまして、太陽光

発電設備の設置費用に係る協調融資の原資を預

託するものであります。

次に、一番下の（事項）環境保全推進費2,151

万3,000円であります。

めくっていただきまして、188ページをごらん

ください。

説明欄７の改善事業「環境情報発信強化事

業」448万7,000円につきましては、バイオマス

発電所などの見学会やホームページの運営に加

えまして、来年度、新たに小学生向けの「みや

ざき環境読本」を作成するための費用でありま

す。

このみやざき環境読本につきましては、県内

の小学５年生全員に配付いたしますとともに、
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アドバイザーを学校に派遣するなどして、環境

教育に活用していただくこととしております。

次に、189ページをごらんください。

中ほどの（事項）水と緑の森林づくり推進

費4,883万4,000円であります。

説明欄１の「水と緑の森林づくり県民総参加

推進事業」につきましては、森林ボランティア

団体等による森林づくり活動の支援や苗木の提

供、森林づくりに関するイベントの開催等に要

する費用であります。

次に、その下の新規（事項）みやざきの巨樹

・古木活用推進費464万1,000円でありますが、

これにつきましては、みやざきの森林づくり推

進室長が、後ほど常任委員会資料で説明いたし

ます。

めくっていただきまして、190ページをごらん

ください。

下から２段目の（事項）ひなもり台県民ふれ

あいの森等管理費4,763万円であります。

次のページ、191ページをごらんください。

上から２行目、説明欄５の新規事業「ひなも

り台県民ふれあいの森耐震診断事業 289万4,000」

円につきましては、ひなもり台県民ふれあいの

森にある森林体育館の耐震診断の実施に要する

費用であります。

次に、下から２段目の（事項）林業公社費８

億4,379万3,000円であります。

説明欄１の貸付金につきましては、みやざき

の森林づくり推進室長が、後ほど、常任委員会

資料で説明いたします。

193ページをごらんください。

山林基本財産特別会計についてであります。

一番上の段の左から２列目の欄にありますよ

うに、予算額は、１億3,982万9,000円でありま

す。

上から５段目の 事項 県有林造成事業費5,789（ ）

万5,000円でありますが、これは県有林の間伐な

どを実施するものであります。

次に、下から３段目の（事項）元金6,917

万5,000円と、194ページの（事項）利子1,275

万9,000円につきましては、県有林に係る日本政

策金融公庫からの借り入れに対する償還金であ

ります。

次のページ、195ページをごらんください。

拡大造林事業特別会計についてであります。

一番上の段の左から２列目の欄にありますよ

、 、 。うに 予算額は ２億375万7,000円であります

上から５段目の（事項）県行造林造成事業費

１億2,614万1,000円であります。

これは、県行造林の間伐などを実施するとと

もに、立木販売による収益を森林所有者等へ交

付するものであります。

次に、下から４段目の（事項）元金6,514

万8,000円と 一番下の 事項 利子1,246万8,000、 （ ）

円につきましては、県行造林に係る日本政策金

融公庫からの借り入れに対する償還金でありま

す。

私からの説明は以上であります。よろしくお

願いをいたします。

私から○長友みやざきの森林づくり推進室長

、 。は 新規・重点事業について御説明いたします

。常任委員会資料の６ページをお開きください

新規事業の「みやざきの巨樹・古木活用推進

事業」についてであります。

まず、右ページをごらんください。

一番上の枠ですが、平成３年度に、みやざき

の巨樹100選として、県内34市町村において48樹

種の巨樹100本を選定していますが、選定から25

年が経過し、現在18本の枯死が確認されており

ます。
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このため、２段目の枠にありますように、今

年度 「みやざき新巨樹100選」選定事業におい、

て、その枯死した18本にかわる新たな巨樹を選

定するため、学識経験者や樹木医等９名からな

る選定委員会を設置し 新たな巨樹の選定を行っ、

ているところであります。

そして、一番下の枠になりますが、来年度、

みやざきの巨樹・古木活用推進事業において、

今年度、新たに選定します、みやざき新巨樹100

選の情報発信を行うこととしております。

具体的には、その下のイメージにありますよ

うに、名称や樹種、幹周りなどの情報を記載し

た案内標柱を100カ所整備するとともに、県のホ

ームページに、樹木の情報に加え、その木の由

緒や地域による保全の取り組み事例などを掲載

しまして、新巨樹100選を地域の宝として、広く

県民の皆様に再認識していただくとともに、森

林を後世へと守り育む意識の醸成を図ることと

しております。

また、枠の一番下にありますように、平成30

年度以降、みやざき新巨樹100選の情報を掲載し

。たパンフレットを作成する予定としております

左ページに戻っていただき、２の事業の概要

ですが （１）の予算額は464万1,000円で、財源、

は森林環境税基金であります。

３の事業効果ですが、県民が木や森林に親し

む機会がふえ、森林環境税の使途の柱である森

林を守り育む次代の人づくりが促進されるとと

もに、巨樹・古木を森林観光資源として活用す

ることにより、交流人口の増加を期待するもの

であります。

次に、８ページをお開きください。

林業公社費貸付金についてでございます。

１の事業の目的・背景でありますが、林業公

社の円滑な運営を図るため、日本政策金融公庫

等からの長期借入金の償還に必要な資金を貸し

付けるものであります。

２の事業概要でありますが、予算額は８

億3,841万4,000円をお願いしております。

（４）の事業内容でありますが、長期借入金

の償還財源として、右のページにあります林業

公社の収支不足を解消するための改善計画に基

、 。づき 必要な資金を貸し付けるものであります

左ページに戻っていただき、３の事業効果で

ありますが、分収林の適正な管理運営等を通じ

て、公益的機能の維持・増進や、山村地域の経

済に寄与できるなど、森林整備法人としての役

割を果たすことができると考えております。

私からの説明は以上でございます。

環境管理課の当初予算○川井田環境管理課長

について御説明いたします。

歳出予算説明資料の環境管理課の197ページを

お開きください。

当課の当初予算の総額は、一般会計で３

億4,174万2,000円をお願いしております。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

199ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）大気保全費7,261

万9,000円であります。

このうち、説明欄の１、大気汚染常時監視事

業5,112万6,000円は、法律に基づき、ＰＭ2.5や

光化学オキシダント等の大気汚染物質を常時監

視するものです。

次の２、大気汚染常時監視テレメータシステ

ム運営費577万6,000円は、常時監視した測定結

果をリアルタイムで県民に提供するものであり

ます。

その下の立入検査、届出指導、苦情処理等の

（４）の新規事業「アスベスト飛散防止対策強
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化事業」161万5,000円については、後ほど常任

委員会資料で御説明いたします。

次の４、酸性雨モニタリングネットワーク推

進事業762万9,000円は、宮崎市とえびの市の２

カ所で、酸性雨の状況を監視するものでありま

す。

次に、一番下の水質保全費2,850万7,000円で

あります。

このうち、説明欄の１、水質環境基準等監視

事業2,145万8,000円の（１）公共用水域の常時

、 、監視と 次の200ページをお開きいただきまして

上ほどの（２）地下水の常時監視は、法律に基

づき、河川や海域、地下水について有機性の汚

濁物質やヒ素、カドミウム等の有害物質等を常

時監視するものであります。

次に、同じ説明欄の２、排水基準監視事業378

万5,000円は、排水基準が適用される事業場の排

水について、有機性の汚濁物質や有害物質を監

視するものであります。

次に 中ほどの 事項 放射能測定調査費1,999、 （ ）

万6,000円でありますが、これは、国の委託を受

け、空気中の放射線量や水道水、土壌等の放射

能を調査するものであります。

次に、その下の（事項）化学物質対策費622

、 、 、万1,000円でありますが このうち 説明欄の１

ダイオキシン類対策事業553万7,000円は、法律

に基づき、大気や河川等についてダイオキシン

類を監視するものであります。

次に、201ページをごらんください。

一番上の（事項）公害保健対策費１億430

万1,000円であります。

これは、旧土呂久鉱山による公害健康被害に

係るもので、このうち、説明欄の１、公害健康

被害補償対策費8,480万円は、認定患者の方々へ

の障害補償費等を給付するもので、また、２、

健康観察検診費1,216万1,000円は、認定患者を

含む土呂久地区住民等の健康状態を観察するも

のであります。

次に、３つ下の５、新規事業「土呂久公害の

教訓を次世代に引き継ぐための環境教育推進事

業」410万円は、後ほど常任委員会資料で御説明

いたします。

その下の（事項）河川浄化対策費332万1,000

円であります。

このうち、説明欄の２、未来につなぐ水資源

・水環境の保全推進啓発事業324万2,000円は、

本県の豊かな水環境を保全する取り組みを推進

するため、小学校を対象とした環境教育等を行

うものであります。

次に、一番下の（事項）合併処理浄化槽普及

促進費１億112万9,000円であります。

、 、 （ ）このうち 説明欄の４ 浄化槽整備事業の ２

浄化槽整備事業補助金8,636万9,000円は、生活

排水処理率の向上を図るため、単独処理浄化槽

、から合併処理浄化槽への転換に補助するもので

その下の（３）単独処理浄化槽転換促進補助事

業469万3,000円は、単独処理浄化槽の撤去に補

助するものであります。

最後に、202ページをお開きください。

５、浄化槽法定検査受検率向上推進事業311

万1,000円は、10月の浄化槽適正管理推進月間等

を活用して、受検率の向上を図るものでありま

す。

続きまして、新規・重点事業について御説明

いたします。

お手元の常任委員会資料の10ページをお開き

ください。

アスベスト飛散防止対策強化事業について御

説明いたします。

この事業は、１の事業の目的・背景にありま
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すように、アスベストが使用された建築物の解

体工事への指導を強化するため、デジタル粉じ

ん計等の測定機器を整備することで、作業者及

び周辺住民に対するアスベストの飛散・暴露の

未然防止を徹底するものであります。

２の事業の概要ですが、予算額は161万5,000

円 財源は一般財源であり 事業の期間は平成31、 、

年度までの３年間であります。

（５）の事業内容については、右のページで

御説明いたします。

まず、アスベストに関する現状ですが、アス

ベストが使用された建築物は、全国で280万棟と

推計され、その老朽化に伴い、今後、解体工事

が大幅に増加すると予想されておりますが、総

務省が行った平成27年度の全国調査では、抽出

した立入検査840件のうち、約３分の１でアスベ

ストの飛散・暴露防止措置が徹底されていな

かったということが確認されました。

これを受けまして、環境省からアスベストの

飛散・暴露防止のための措置状況の確認を徹底

するよう通知がなされたところです。

これまで県は、アスベストの飛散状況をその

場で調べる機器を保有していないため、立入検

査の際に、目視検査などの確認しかできており

ませんでした。

そこで、来年度、デジタル粉じん計及びスモ

ークテスターを県央、県南及び県北の３地区の

保健所に配備して、近隣の保健所と共同で使用

することによりまして、測定機器を用いた立入

検査等を実施していきます。

具体的には、解体等の作業現場への立入検査

の際に、デジタル粉じん計により、集じん装置

の排気口付近の濃度を測定したり、スモークテ

スターを使用して、空気の流れを見ることで、

隔離作業場からアスベスト等の漏えいがないか

確認を行うこととしています。

、 、また 地震等の災害時の使用も想定しており

デジタル粉じん計による測定値を根拠として、

事業者に対し、粉じん飛散防止に係る適切な指

導を実施することとしております。

右のページの下、３の事業効果ですが、デジ

タル粉じん計等の測定機器を整備することで、

アスベストの飛散・暴露防止措置について、即

時に現場での確認及び指導が可能となり、県民

の健康被害の未然防止に寄与できるものと考え

ております。

続きまして、12ページをお開きください。

土呂久公害の教訓を次世代に引き継ぐための

環境教育推進事業について御説明をします。

事業の目的・背景でございますが、高千穂町

の旧土呂久鉱山で起きたヒ素公害は、問題提起

からほぼ半世紀が経過し、被害者等関係者の高

齢化に伴い、歴史の風化が懸念されています。

そこで、土呂久公害の歴史や環境改善等への

取り組みなど、その教訓を次世代に引き継ぐた

め、２の（５）事業内容にありますように、土

呂久公害を題材としたＤＶＤを作成したり、図

書館等でのパネル展の開催、学生によるエコモ

ニターツアーを実施するなど、学校等における

環境教育を推進したいと考えております。

あわせて、従来より、ＪＩＣＡ事業として、

地下水のヒ素汚染対策に取り組むアジア諸国か

らの研修生などに対して、地元の方や高千穂町

の協力をいただきながら、現地案内等を行って

おりましたが、今回、これらの国際協力の一環

として、関係資料の英語版パンフレットを作成

することにより、現地案内等の支援を充実した

いと考えております。

右側のページをごらんください。

写真は、山の少し上から見おろした土呂久地
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区になります。鉱山でヒ素を生成していた時代

には、この谷間を亜ヒ酸を含んだ煙が漂ってい

たと聞いております。

事業のイメージとしましては、図にもありま

すとおり、土呂久公害の発生から現在までの歴

史と、環境改善等への取り組み、そして、土呂

久から広がる国際協力について、先ほど御説明

いたしましたとおり、学校等における環境教育

の推進とアジア諸国との交流を行うという２本

柱で考えているところでございます。

事業の効果としては、環境に配慮できる人材

の育成を図るとともに、国内外への情報発信に

より、土呂久から広がる国際協力等ができるも

のと考えております。

なお、予算額については、環境保全基金及び

自治総合センター助成金を財源としまして、410

万円を予定しております。

環境管理課の当初予算の説明は以上でありま

す。御審議のほどよろしくお願いいたします。

それでは、続きまし○温水循環社会推進課長

て、循環社会推進課の当初予算について御説明

をさせていただきます。

歳出予算説明資料の循環社会推進課、203ペー

ジをお開きください。

当課の当初予算の総額は、一般会計で19

億2,767万7,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

205ページをお開きください。

まず、上から５段目の（事項）一般廃棄物処

理対策推進費976万3,000円であります。

このうち、説明欄の２、海岸漂着物等地域対

策推進事業630万円でありますが、これは、海岸

漂着物の現状と海岸利用時のマナー向上等を呼

びかける普及広報を行うとともに、国の海岸漂

着物等地域対策推進事業補助金を活用して、市

町村が実施する海岸漂着物等の回収処理事業に

対して、間接補助を行うものであります。

次に、その下の（事項）産業廃棄物処理対策

推進費18億5,750万7,000円であります。

このうち、説明欄の２、産業廃棄物処理監視

指導事業の（２）廃棄物不適正処理防止対策強

化事業6,485万8,000円でありますが、これは、

保健所等に廃棄物監視員を配置して、不法投棄

等の不適正処理に対する監視体制を強化します

とともに、民間団体との情報提供ネットワーク

によりまして、不法投棄の早期発見、指導、原

状回復の徹底等を図るものであります。

次に 一番下の６ 公共関与推進事業15億1,158、 、

万3,000円につきましては、後ほど、常任委員会

資料で説明をさせていただきます。

次に、206ページをお開きください。

７ 産業廃棄物税基金積立金２億2,078万8,000、

円でありますが、これは、産業廃棄物税の税収

等から徴税経費を除いた金額を基金に積み立て

るものであります。

次に、その３つ下の10、産業廃棄物トラック

スケール設置支援事業1,000万円でありますが、

これは、重量計測による産業廃棄物税の適正な

課税体制の維持を図るために、産業廃棄物処理

業者が、トラックスケールを整備する際の費用

の補助を行うものであります。

次に （事項）廃棄物減量化・リサイクル推進、

費6,040万7,000円であります。

このうち、説明欄の１、新規事業「食品ロス

削減運動推進事業」338万3,000円につきまして

は、後ほど、常任委員会資料で説明をさせてい

ただきます。

次に、その下の２、循環型社会推進総合対策

事業5,611万2,000円でありますが、これは、循
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環型社会を形成するため、県民や事業者の意識

啓発やリサイクル製品の利用促進のための総合

的な施策を実施するものであります。

続きまして、新規・重点事業について御説明

をいたします。

お手元の常任委員会資料の14ページをお開き

ください。

、 。まず 公共関与推進事業についてであります

この事業は、１の事業の目的・背景にありま

すように、産業廃棄物の適正処理を確保するた

め、公共関与により、廃棄物総合処理センター

エコクリーンプラザみやざきの安全で安定した

運営を支援し、県内処理体制の確立を図るもの

であります。

予算額は、２の事業の概要にありますよう

、 。に 15億1,158万3,000円をお願いしております

事業主体は、公益財団法人宮崎県環境整備公

社で、事業内容につきましては、エコクリーン

プラザみやざきの運営・管理主体である同公社

に対して、補助及び貸し付けを行うものであり

ます。

、 、 、具体的には 内訳欄にありますように まず

①の運営費補助金8,000万円につきましては、産

業廃棄物処理事業を支援するため、運営費の補

助を行うものであります。

次に、②の運営資金貸付金５億8,000万円につ

きましては、同じく産業廃棄物処理事業を支援

するため、運営資金の貸し付けを行うものであ

りますが、詳しくは、右側の15ページ、環境整

備公社（産廃事業）の収支によりまして御説明

をさせていただきます。

まず、表の左端、項目の欄をごらんいただき

たいと思います。

ここにあります①の産廃事業収入、これから

②の産廃事業費用を、これを差し引きました③

の産廃事業収支は、操業を開始しました平成17

年度からずっと黒字で推移をしております。

しかしながら、エコクリーンプラザみやざき

整備時に、産業廃棄物枠分の事業費を日本政策

投資銀行等から借り入れました、④の償還金及

び⑤の償還利息を差し引きました⑥の借入金償

還後収支は、平成19年度から赤字となったため

に、県では、平成22年度から、⑨の県の運営費

貸付金にありますように、公社に対しまして運

。営費の貸し付けを行っているところであります

平成28年度の見込みとしましては、右端の28

年度の黒枠囲みの欄をごらんいただきますと、

⑥の借入金償還後収支は700万円余りの黒字とな

ります。

これは、今年度から最終処分場の一般廃棄物

埋立枠が不足します西都児湯環境整備事務組合

に対しまして、公社の産業廃棄物埋立枠の一部

、 、を使用させることになりまして これに伴って

毎年 新たに約１億円の負担金が収入として入っ、

てくることとなったためであります。

その結果、前年度の⑦の差し引きの欄にあり

ます赤字額５億4,100万円余りと合わせますと、

平成28年度の⑦の差し引き５億3,400万円余り

が、28年度末の赤字額となります。

これに、年度末の資金不足解消のために必要

な運転資金を加えました⑧の金融機関から一時

借入金は５億8,000万円を見込んでいるところで

あります。この額を⑨の運営費貸付金として公

社へ貸し付けることとするものであります。

なお、この当該貸付金につきましては、県の

公共関与が終了します平成32年度末までに、公

社が所有する資産等の処分を行いまして、全額

返済していただくことになります。

左の14ページに戻っていただきまして、③の

浸出水調整池補強工事費貸付金８億4,900万円に
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つきましては、工事に要した経費16億9,800万円

を関係市町村と折半して負担しており、その半

額となります８億4,900万円を貸し付けるもので

あります。

、 、現在 公社が工事の請負業者等に対しまして

損害賠償請求訴訟を行っており、その結果を踏

まえて、関係市町村と最終的な負担割合を決定

することとしております。

なお、損害賠償請求訴訟につきましては、こ

としの５月19日に、第１審判決が言い渡される

予定となっております。

続きまして、16ページをお開きください。

食品ロス削減運動推進事業についてでありま

す。

まず、右側の17ページごらんいただきたいと

思います。

１にありますように、食品ロスとは、食べら

れるのに廃棄されている食品のことでありまし

、 。て 国内で年間632万トンが発生をしております

その発生源の内訳は、家庭と事業者とがおおむ

ね半々となっております。

そのため、２にありますように、本県では、

今年度、みやざき食べきり宣言プロジェクトを

立ち上げまして、食品ロス削減に取り組んでい

るところでありますが、家庭向けの啓発事業が

中心となっております。

しかしながら、中ほどのイメージ図にありま

すとおり、食品ロスは、食料生産から加工、流

通、販売、消費に至るまで、さまざまな分野で

発生をしております。家庭のみならず、関係す

る事業者も含めた取り組みの強化を図っていく

必要があると考えております。

そこで、左側の16ページにお戻りいただきま

して、１の事業の目的・背景をごらんいただき

たいと思います。

廃棄物の発生抑制はもちろんのことでありま

すが、食料を輸入に頼りながら大量の食品が廃

棄されているという食料施策的な側面、あるい

は十分な食料が確保できない家庭がある中で、

大量の食品ロスが発生しているという福祉的な

側面など、大変多面的な問題を含む食品ロス対

策を、各分野が横断的に連携して検討する体制

を整備しますとともに、食品ロスの削減に向け

た多様な情報発信によりまして、県民意識の醸

成を図り、さらなる食品ロス削減の推進を行う

ものであります。

２の事業の概要をごらんください。

（１）予算額は338万3,000円であります。

２ 財源等については ごらんのとおりとなっ、 、

ております。

（５）の事業内容は、①にありますように、

仮称ではありますが、食品ロス削減対策協議会

といった組織を設置・運営することによりまし

て、総合的かつ効果的な食品ロス削減対策を検

討するもので、右側の17ページの３をごらんく

ださい。

下段のイメージ図のとおり、県庁関係各課を

初め、関係団体や企業等が連携して、それぞれ

の立場における食品ロスの発生抑制やフードバ

ンクの普及など、ロスになる前の食品を循環さ

せるシステムの検討を進めるものであります。

こうした体制整備と並行して、左側の16ペー

ジ （５）に戻っていただきまして、②のフォー、

ラムの開催やキャッチフレーズ等の公募、さら

に③のテレビＣＭ等による多様な情報発信を行

うものであります。

３の事業効果でありますが、本事業によりま

して、食品の生産から加工、流通、消費に至る

さまざまな状況で発生する食品ロスに対し、連

携・協働して取り組む体制が整備され、各分野
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における食品ロス削減対策が推進されますとと

もに、多面的な情報発信によりまして、県民の

食品ロス削減への意識の醸成が図られるものと

考えております。

循環社会推進課の当初予算の説明は以上であ

ります。御審議のほどよろしくお願いを申し上

げます。

議案に関する説明が終了いたし○右松委員長

ました。

委員の皆様からの質疑をお願いします。

まず、環境森林課のほうなんです○図師委員

が、189ページの「水と緑の森林づくり」県民総

参加推進事業の説明はいただきました。

次のページ、190ページの県民緑化運動推進事

業とか、似たような事業名なんですが、違いを

教えてください。

水と緑○長友みやざきの森林づくり推進室長

の森林づくり推進事業につきましては、県民参

加の森林づくりを推進するために行う事業でご

ざいまして、主なものといたしまして、森林づ

くりの普及啓発のためのイベント等を毎年実施

しておりますけれど、県民ボランティア等と行

う事業と、あと、森林ボランティア団体が、実

際に森林づくりの活動をするときに、いろいろ

経費が要りますので、その経費を支援する事業

でございます。

また、苗木等をボランティア団体等に提供す

るための苗木提供の事業、それからあと、森林

づくり企業を 企業が森づくりをするのを今やっ、

ております。それの調整等をする事業をこの事

業でやっております。

それと別に、環境緑化推進事業につきまして

は、県民によります緑化運動を推進するための

運動でございまして、一応、緑化推進機構のほ

うが、緑の募金とかいろんな活動をやっており

ます。緑の相談所とか、そういう設置をやって

おりまして、それに対する補助を実施するもの

でございます。内容的には、そういうことにな

ります。

わかりました。類似するような広○図師委員

報活動になるのかなと思いましたが、内容は別

ということで。

ただ、県民緑化運動推進事業というのは、丸

々の委託事業で、特に県としては、独自で何か

活動するということはないんですか。

これに○長友みやざきの森林づくり推進室長

ついては、もう完全委託ということで。あと、

うちのほうで特に使うのは、そこに書いていま

すように、日本さくらの会の負担金、それを支

払う程度でございます。

今の点はよろしいですか。関連○右松委員長

であればお願いします。もしくは環境森林課で

あれば。

最初に説明がありましたけれど○黒木委員

も、187ページの住宅用太陽光発電システム融資

制度、この制度の概要について、もう少しわか

りやすく説明をお願いします。

住宅用太陽光発電システ○大西環境森林課長

ムの融資制度でありますが、これにつきまして

は、融資限度額が300万円、融資利率が1.9％、

これに保証料を含めますと2.9％になります。そ

れと、返済期間が15年もしくは10年、こういっ

た内容になっております。

この予算額から300万を割った数の○黒木委員

戸数を、29年度は予定していると考えてよろし

いですか。

6,000万余の予算額であり○大西環境森林課長

ますから、協調融資でございまして、３倍協調

でございます。したがって、6,000万円余が県の

原資になりますから、これの３倍、つまり１
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億8,270万円、これが融資枠ということになりま

す。

もう一つ、件数につきましては、設置する方

の設置費用がそれぞれでございますので、何件

ということではございません。融資枠として１

億8,270万円を予定しているということでござい

ます。

林業公社の関係のことですが、林○井上委員

業公社の収支見込みについて丁寧な御説明をい

ただいているので、大体それがこれで、今年度

が単年度収支実績は黒字となったと聞かせてい

ただいたところですが、いわゆる分収林の適正

な管理というのが、もう本当に求められること

だと思うんです。これは、市町村のことも含め

ての今回の林業公社全体の考え方だというふう

に理解していいんですか。

林業公○長友みやざきの森林づくり推進室長

社につきましては、あくまでも県北の12市町村

が社員として加わっています。そこの中で、実

際に公社の運営等に参画していただいていると

いうことで、現在も公社の財源の不足分につい

て、12市町村からも貸付金の支援をいただいて

いるところでございます。

いや、分収林の適正な管理という○井上委員

ところが、すごくひっかかるわけです。私は宮

崎市に住んでいるので、宮崎市の分収林のこと

は、自分が歩いているので、写真を撮ったりし

ているのでわかるんですが、分収林の適正な管

理という考え方。それは、どういうことを指し

て適正な管理というふうに考えておられるのか

を聞きたい。

先ほど○長友みやざきの森林づくり推進室長

言いましたように 林業公社は 一応 県北の12、 、 、

市町村にございます林業公社の山について適正

な管理、間伐等を進めていくということでの管

理をしているということになります。

県内のほかの市町村のことについ○井上委員

てはもう余り、林業公社内だけの分収林につい

てしか、適正な管理という、分収林についての

考え方というのは、そういうことだというふう

に理解していいということですよね。

林業公○長友みやざきの森林づくり推進室長

社については、そういうことになります。

それとあと、分収林については県営林がござ

います。これについては、また別に県のほうで

管理をしております。

それと、また別に森林整備センターというの

がございまして、そちらのほうは国の外郭団体

になりますけれども、そちらのほうがまた管理

するということで、それぞれがいろいろ協議を

したりして、そういう管理の方法等は相談をし

ているところでございます。

林業公社の影響を受けるところと○井上委員

いうのは、限定されているところでしか、影響

は受けないというふうに理解していいというこ

とですか。

一応、○長友みやざきの森林づくり推進室長

社有林としては県北だけなんですけれども、そ

れ以外、林業公社も森林整備法人でございます

、 。ので 県内全体で施業受託等を受けております

それは、そういう分収林というわけではないん

ですけれども、公社が伐採されて、その後、ま

た再造林を所有者がされるときに公社のほうで

引き受けるとか、そういうことはやっておりま

す。

恩恵と言ったら言い方が変なんで○井上委員

すけれど、林業公社からの恩恵を受けるという

のは限定的であるというふうに理解してもいい

ですか。極端な言い方するとあれだけれど、そ

ういうふうに理解して。
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今、委員○那須環境森林部次長（技術担当）

のおっしゃることは、市町村にも分収林がござ

いますので、その件だというふうにお伺いして

おります。

市町村が一般の所有者の方と交わす分収林契

約については、市町村が定める市町村森林整備

計画の中で位置づけられておりまして、その管

理につきましては、通常の国庫補助事業、森林

整備事業の予算等で間伐等を実施しております

ので、そういう面で管理をしていくというよう

な状況でございます。

言われることは物すごくよくわか○井上委員

るんだけれど、市町村全体の、市町村が管理し

ている分収林ってあるじゃないですか。その分

収林がどういう状況になっていて、その分収林

に対する的確な管理がされているかどうかとい

う、チェックするところはどこがあるのかとい

うのが、実際に知りたいところなんです。

市町村そ○那須環境森林部次長（技術担当）

れぞれの分収林については、まとめて管理をし

ているというところではございませんので、市

。町村それぞれで管理をしていただいております

だから、正直なことを言うと、分○井上委員

収林に林業公社内で管理ができるところと、管

。理ができないところがあるということですよね

おっしゃ○那須環境森林部次長（技術担当）

るとおりです。

そういうことですよね。だから、○井上委員

宮崎県の山全体を考えたときに、民間がお持ち

の山もあるし、市町村が持っているそういう山

もあるし、県有があるしというふうにして考え

ると、山全体を、例えば、今の山の現状とかを

どこかがきちんと管理ができるといいなとつく

づく思うんですが、なかなかそこまでいかない

のかなというふうに思うので。それじゃあ、林

業公社が及ぶというのは、やっぱり限界がある

というふうに理解していいというふうに言って

いいですね。

おっしゃ○那須環境森林部次長（技術担当）

るとおりで、今、林業公社は約１万ヘクタール

からちょっと減りまして、9,000ヘクタール台で

すけれども、県内に、主に県北の12市町村に分

布しております。ですから、全ての分収林とい

うものを把握しているという状況には、公社自

体はございません。それぞれの市町村が交わす

分収林契約については、市町村の森林整備計画

という中で管理をしていくというような状況で

ございます。

林業公社としてはもう、現状とい○井上委員

うか、最近、補正で見る限りだと、少し黒字に

、なってきたというふうな状況になっていますが

これ以上幅を広げるということは不可能だとい

うふうに理解していいということですか。もう

今の現状が一番いいんだと、林業公社としては

いっぱいいっぱいだというふうに思っていいで

すか。

林業公社○那須環境森林部次長（技術担当）

は、平成23年度に改訂計画をつくらせていただ

きまして、今持っている森林、分収林契約の中

で契約を立て直していこうというような計画で

立てております。

ですから、現在の時点では、新たに分収契約

をしようということではなくて、今あるものを

有効に経営していこうというような考えで計画

を立てて、今、こういうふうに５カ年計画で実

施をしているところでございます。

ありがとうございました。○井上委員

林業公社もしくは環境森林課の○右松委員長

ほうであれば、お願いします。

６ページの巨樹・古木、23市町村○山下委員
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で48樹種、100選を決めて、今日まで来られたん

でしょうけれども、これの指定木というのは、

やっぱり県北が多いものですか。

巨樹100○長友みやざきの森林づくり推進室長

選につきましては、県内全域に広がっておりま

。 、 、 、す 特に多いのは 都城市とか宮崎市 延岡市

。特にこの辺が本数的には多い市町村になります

これは、神社とか寺、そこ辺の敷○山下委員

地内にあるものもカウントをされているんです

か。

一応100○長友みやざきの森林づくり推進室長

本のうち47本が神社、お寺の部分になります。

それと、個人所有は22本ということで、あとは

公園とか墓地、共有林等に存在しているもので

ございます。

今、47本が神社、22本がお寺とい○山下委員

うことだったですよね。間違えておりますか…

…。

22本が○長友みやざきの森林づくり推進室長

個人所有のものです。

わかりました。神社に47本が指定○山下委員

されているということですが これは 神社だっ、 、

たら、お互いに県との契約とか条件とか、そん

なものが何か入ってくるんですか。

契約等○長友みやざきの森林づくり推進室長

は結びませんけれども、一応、所有者の方から

同意をいただいて、選定させていただいていま

す。

ちょっと教えてください。この事○山下委員

業の中で、例えば、車の進入路がない場所とか

、 、いろんなところ 道路の整備されたところとか

そういう指定があるんですか。

巨樹100○長友みやざきの森林づくり推進室長

選につきましては、県民に見てもらうという趣

旨がありますので できるだけ歩道なり道があっ、

て、見に行けるところを選んでいる状況でござ

います。

西都の西米良に「有楽椿」ってあ○山下委員

りますよね。あれは、指定を受けているんです

よね。

受けて○長友みやざきの森林づくり推進室長

おります。

受けているね。３年ぐらい前に、○山下委員

私は家族で見に行ったんです。ずっと、もう本

当に山あいを縫いながら行ったんですけれど、

いわゆる山が石の崖でしょう。もうちっちゃい

石が、崩れてきていたんです。目的地に着いた

ら、パンクして。僕は、当時西都の県議をして

いた押川氏に、あの道路が管理されていないよ

ねと、その話をして、西都市のほうにもお願い

したんですけれど、結局、猟がある時期は、あ

の道路でかなり車がパンクするということで、

岩肌が崩れて、瓦れきが落ちてくるんです。そ

れでパンクが出るもんだから、やっぱり猟の時

期には整備をされるみたいなんです。

だから、一般の観光客が来るときに、せっか

く指定をしていて、道路の管理を、猟のある時

期は整備をするみたいですけれど それが終わっ、

たら もうほとんど管理されないということだっ、

たんです。もし、そういう指定をされるんだっ

たら、皆さんに迷惑をかけない、こういうやり

方というのもあるのかなと思うんですが、そう

いう問題の指摘というのはないですか。

巨樹を○長友みやざきの森林づくり推進室長

県民に紹介ということだけで、その辺の道の整

備とかについては、それぞれの市町村に一応お

願いしているということで、特別にこの事業で

そういうのをやるというようなことは考えてお

りません。

そういうこともありましたので、○山下委員
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よろしくお願いします。

アスベスト、10ページもいいんだよね。

ちょっと待ってくださいね。環○右松委員長

境森林課でないでしょうか。環境森林課は、終

わっても大丈夫ですか よろしいですか。─

そうしたら、何かその他はないですか。

ちょっと教えてください。アスベ○山下委員

ストの建築物が、全国であと280万棟ということ

が書いてあるんですが、本県のデータが出てい

ますか。

本県では、これも推計○川井田環境管理課長

値でございますけれども、1,000平米以上の建築

物で1,200棟と推計をされております。

わかりました。この1,200棟という○山下委員

のは、昭和何年ごろまでにつくられた構築物、

それが倉庫なのか住宅なのか、わかったら教え

てください。

アスベストが使用され○川井田環境管理課長

ていた建物というものが、昭和38年から平成18

年度までは使われていたであろうと言われてお

ります。したがいまして、平成18年度までに建

てられた建物のうち1,200棟程度と、古くは昭

和30年代からあるだろうと推定しております。

、 。○山下委員 構築物は 倉庫とか住宅が多いの

1,200棟につきまして○川井田環境管理課長

は、1,000平米以上ということで、一般住宅は除

外をしております。

施設ということの理解でよろしい○山下委員

んですね。

そういうことで結構で○川井田環境管理課長

す。

デジタル粉じん計というのは、こ○黒木委員

れは、すぐに濃度がはかれるものですか。

11ページの写真の左側○川井田環境管理課長

でありますように、三脚に乗ったところがデジ

タル粉じん計の測定装置になっておりまして、

その場で数字が表示されます。いわゆる粉じん

の濃度がどのくらいという数字が出るように

なっておりますので、その場でわかります。

これは、ここは出そうだなという○黒木委員

ところに持っていって、据えて、場所によって

かなり違いもあると思いますけれども、その場

合は、濃度というのは指導基準があるわけ。

まずはこの装置の現場○川井田環境管理課長

での使い方ですけれども、アスベストが使われ

ていたところを除外するときには、そこの作業

場をビニール等で建屋みたいにして覆って、中

で作業した粉じんが外へ出ないようにする、ま

ずそういう囲いをします。そして、中で作業を

するときには、中を陰圧にしてダクトのほうか

ら引くようにしておりまして、そこのダクトか

らの出口のところにフィルターがかませてあり

ますが、そのフィルターで中の粉じんを除去し

て、きれいな空気を外に出すというふうになっ

ております。そこの出口のところに測定器の吸

入口を持ってきまして、そこではかるというこ

とで測定を行うということでございます。

基準を超えていた場合は、またそ○黒木委員

れをさらに強化するように、法的な指導ができ

るわけなんでしょうか。

おっしゃるとおりで、○川井田環境管理課長

まず、ほぼゼロに近い数字になるということで

なっておりまして、環境中には、アスベストの

濃度としましては、１リッター当たり10本未満

、 、ということで 環境の基準になっておりますが

作業のところでは、粉じんの濃度として測定を

しております。したがいまして、そこで、出口

のところで何らかの数字が上がってきますと、

フィルターが完全に作動していないということ

、 、がわかりますので そのときは作業を中止して
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フィルターの交換なり漏えいのところの原因を

追究して、それがまた直ったら作業を開始する

というような指導ができるということでござい

ます。

大気関係で、ＰＭ2.5の県内の測定○河野委員

場所って何カ所。

県内では 13カ所になっ○川井田環境管理課長 、

ております。

一番新しいところは、いつの、ど○河野委員

こか。

先日、 高鍋保健所に設○川井田環境管理課長 ※

置をいたしました。

29年度は、箇所をふやす予定なん○河野委員

でしょうか。

29年度は、都城の自排○川井田環境管理課長

局に設置しようと計画をしております。都城の

自動車排出ガス測定局舎です。都城市役所の駐

車場の前あたりに場所がございます。

、 、○河野委員 この箇所数の変化というか 結構

、箇所数がふえているという印象があるんですが

ＰＭ2.5というのは、県内で影響が大きくなって

いるという予測のもとでその箇所数をふやして

いるのか、国の指導なのか。

ＰＭ2.5の設置につきま○川井田環境管理課長

しては、国の指針がございまして、県の面積あ

るいは人口、そういったところを勘案しまして

設置するようになっております。

宮崎県では、当初、測定局舎は基準を満たし

ておりませんでしたけれども、その基準に合致

させるために、測定局舎を年度ごとに増加させ

ております。

最終的な設置目標ってあるんです○河野委員

か。先ほど、面積、人口とありましたけれど、

宮崎県は何カ所までいかなきゃいけないのか。

、○川井田環境管理課長 最終的なといいますか

国からの指針で決められた設置基準につきまし

ては、調べますので、しばらくお時間をいただ

きたいと思います。

先ほど河野委員が聞かれていた○右松委員長

ＰＭ2.5の状況を教えてください。

ＰＭ2.5につきまして○川井田環境管理課長

は、これは、全国的にいろいろ注意喚起等が発

令された地域がございますけれども、九州では

福岡とか長崎、熊本では注意喚起等を発令して

おります。幸いに宮崎県では、今まで注意喚起

等を促すまでの濃度に達した日はまだございま

せん。ぎりぎりになったときは、心配した日は

ありますけれども、その発令の基準に達した日

は、今のところございません。

先ほどの国からの指針によります設置基数の

数でございますが 必要数は15というふうになっ、

ております。でも、今は13ということで、まだ

あと２台は不足ということになっております。

環境管理課内であればお願いし○右松委員長

ます。関連でも構いません なければ、次の─

その他で。

循環社会推進課のところで、食品○井上委員

ロス関係のことなんですけれど、これは大変重

要なことなので、３年間ということなので、ぜ

ひ、丁寧にやっていただければいいなと思って

います。

ただ、食品ロス削減対策協議会というのは、

大体、このスケジュール感みたいなのというの

は、どういうふうになっていますか。

現在、下準備をして○温水循環社会推進課長

おります。メンバーの候補の選定とか、事前に

準備をしているところで、来年度、年度が変わ

りましたら、できるだけ早い段階で組織を立ち

上げて、できるだけ早く事業を本格的にスター

※24ページに訂正発言あり
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トさせたいというふうに考えております。

非常にざっくりで、今から進んで○井上委員

いくわけだからあれなんだけれども。これは、

農政のほうなんですけれど、農政の「食品ロス

削減もったいないプロジェクト推進事業 、これ」

も全体はこれですよね。スポーツ振興課も入っ

ているんですけれども、大体総予算額というの

はどのくらいになっているのか、それと、予定

されているのかということと。それから、市町

村というのも入っているわけですけれど、市町

村はどういうかかわりをというふうに考えてお

られるのか。事業は、これは承認されていない

から、まだ具体的ではないんだと言われればそ

こまでなんですけれども、大体どういうイメー

ジになっているのかを教えてください。

まず、関連する食品○温水循環社会推進課長

ロス削減に係る事業の総額ですけれど、この事

業が338万になっています。これ以外で、今年度

から、先ほど説明しました、みやざき食べきり

宣言プロジェクト、この事業費が食品ロス削減

対策事業ということで、584万円あります。それ

に、先ほど委員がおっしゃいました農政水産部

が行いますもったいないプロジェクトが550万円

程度ということで、大体事業化されている予算

の額でいきますと、今のを足しますと1,500万弱

でしょうか。そんな状況です。

市町村につきましては、17ページの下のほう

に４Ｒ推進協議会というのを推進団体というこ

とで書いておりますが、４Ｒ推進協議会の中で

も、今年度からこの取り組みをスタートをして

いるところです。

したがいまして、そのメンバーの中に各市町

村も全部入っておりますので、その中で一体的

に対応していくと、取り組んでいくということ

で整理をしております。

市町村は、こういうような場合、○井上委員

大体どういう係の方たちがされるんですか。

基本的には、廃棄物○温水循環社会推進課長

の所管課が対応しております。

そして、方向的には県民運動化と○井上委員

いうか、多分、そういう方向性まで持っていか

れるんだと思うんですが、そういうふうに定着

をさせていく、大方、そういう大体のスケジュ

ールができてくると、29年から31年度のこの３

年間というところで、大体どのあたりまで積み

上げていくというか。スーパーとかいろんなコ

ンビニとか、いろんなところの参加というのは

なかなかちょっと難しいところもあるのかなと

思いつつ、でも、そことの連携というのもない

となかなか難しいのかなというようにも思うん

ですが、そのあたりはどのようになっています

か。

委員がおっしゃいま○温水循環社会推進課長

すように、とりあえず３年間の事業でお願いを

しているところであります。

来年度に協議会を立ち上げまして、その中で

具体的な方策について議論をしていくこととし

ておりまして、３年間のトータルのスケジュー

ルというのは、申しわけないんですが、まだ全

て細かいところまで立てているわけではありま

せん。

それで、今お話がありましたスーパーとか、

あるいは飲食店、ここからもやはり相当の食品

ロスが出ているわけです。食べ残しを中心に、

あるいはスーパーにおいては、賞味期限切れの

ものを返品とかされたりしています。安く売ら

れているところもあるんですけれども、いずれ

、 、にしましても そこらは事業者の協力がないと

この事業はなかなか推進できないというふうに

思っております。
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今年度の取り組みとしまして、まだ件数は80

件ぐらいなんですが 「食べきり協力店」という、

ことで、スーパーとか、あるいは飲食店の方々

に周知を図って、今、80件程度が登録をしてい

ただいているところです。

そのような感じで、来年度、この協議会の中

にそういった各組織、各団体も入っていただき

ますので、そこを通して今度はそれぞれの組織

の中で、やはり実際に具体的に進めていくため

の、組織として進めていくための取り組みをし

ていただくように、お願いをしていきたいと考

えております。

事業効果をはかるのが難しい内容○図師委員

だろうなとは思っておるんですが、今言われた

加盟店をふやすとか、参加されるような団体と

か、個人もふえていくことである程度の効果も

はかれるのかもしれませんが。これは、３カ年

計画の中で、例えば、どこかの段階で数値目標

を設けられるとか、何％削減ということをしっ

かりどこかで成果を見ていくとかいうような取

り組みは、される予定はないんですか。

今 委員がおっしゃっ○温水循環社会推進課長 、

たことは非常に大事なところでして、ただ、実

際の数値がどれだけなのかというのが、なかな

かわからないところがあります。

そこを踏まえて、今年度、実は家庭から出る

一般廃棄物のごみの組成調査の実施をいたしま

した。その結果、推計値なんですけれども、要

するに半分は家庭からですから、家庭から出る

食品ロスの数値が約３万1,000トンということで

推計値が出たところであります。まだ正式には

確定じゃないんですけれども、おおむね３

万1,000トン出ると。全国を見ますと、17ページ

の上のほうに、家庭からが302万トンということ

で出ていますので、これと比べますと約100分の

１かなと、よく言われる数値に近いのかなとい

うふうに認識しております。

したがいまして、そこを具体的に、家庭系の

ものについては、そこをベースにどれぐらいま

で減らしていくのかという具体的な目標をやは

り立てて取り組んでいくように。その具体的な

ところについては、来年度に検討したいと思っ

ております。

あと、事業系のものは、実は国も多分推計値

を出しておられるんですけれども、その出し方

が、実は、明確に我々もまだ認識といいましょ

うか、把握ができておりません。国も、実は、

国民運動としてやっていきたいというような御

意向をお持ちですので、国に出しておられる方

策とかを具体的にお尋ねしながら、可能な範囲

で事業系の食品ロスの数値についても、まずは

把握することが必要かなと思っています。

ただ、すぐにできないかもしれませんので、

そこについては先ほど言いました食べきり協力

店、これの数を来年度は、やはりしっかり目標

を立ててふやしていきたいなというふうに思っ

ております。

、全国的な取り組みとして非常に重要であって

かつわかりやすい取り組みなもんですから、全

国的にも、実は全国おいしい食べきり運動ネッ

トワーク協議会というのが、今年度立ち上がり

ました。44都道府県が参加をしております。そ

ういう中で、先進的な取り組みをやっておられ

るところもありますので、そこの情報等もいた

だきながら、やはり非常に大事な取り組みなの

で、本腰を入れて、できる限り目標数値もしっ

かりと立てながらやっていきたいというふうに

考えているところであります。

特に家庭用なり、あと、関連団体○図師委員

でスポーツ振興課なりも加わられるということ
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なんですが、もともとは食品ロスを減らすこと

が目的ではあるんですが、循環社会の推進とし

ては、家庭で出たものを再度肥料化するとか、

再利用するというような流れの推進も必要かと

思います。実は先日、コンポストの推進といい

ますか、普及状況をちょっと調べましたら、県

内でコンポストを推進している自治体は、市町

村は半分ぐらいしかないということ。もちろん

個人で取り組まれている方もたくさんいらっ

しゃるんですが、県としても、あと、市町村と

してもこのあたりを推進する。もしくは、学校

教育の中にもそれらを取り入れて、学校内での

花とか植樹、木の肥料化にも回していくとか。

単なるロスを減らすことももちろん大切なんで

すが、出たものを再度循環させていくというと

ころの視点も、今回のこういう事業には必要か

なと思うんですが、いかがなものでしょうか。

委員がおっしゃった○温水循環社会推進課長

とおり、さまざまな視点があろうかと思ってお

ります。17ページの下のほうに、組織としては

県庁内連携で、３つの課しか書いておりません

が、実は１回、今年度の12月に連絡会議を開催

いたしました。会議のメンバーは、９課がメン

バーになっています。全部は書けていませんの

で、言いますと、生活・協働・男女参画課、こ

こは消費の関係です。そして、福祉保健課、こ

こはフードバンクとか子ども食堂とかといった

関連があります。あと、産業振興課は、食品ロ

スが出る、要するに事業者の方々の窓口という

ことになりますけれども、食品生産業者さんで

すか、食料品生産業者。あと、衛生管理課は、

ドギーバッグといいまして、要するに持ち帰り

ができるようにするシステムができないかと。

なかなか衛生上、やはり抵抗があるんですけれ

ど、やっておられるところもありますので、そ

ういった観点から参加をしていただこうと。あ

と、総合政策課は、総合的な取り組みとして。

あと、フードビジネス推進課といったことも、

食を基本の一つに据えた県政、県づくりをやっ

ていますので、そういう観点で総合的にいろん

な関係課を巻き込んで、どこかがやらないとな

かなか動かないものですから、特に部局横断的

な事業に関しては、やはりやれるところがリー

、ダーシップをとってやっていこうということで

うちが音頭取りをさせていただいて、やらせて

もらっているんですけれども、そのように非常

に幅広い視点が必要になります。

今、委員がおっしゃいましたコンポストの推

進とか、家庭から出るそういう食品ロスの堆肥

化等の取り組みも、当然重要でありますし、そ

ういったことも踏まえて、どういう幅広い取り

組みに広げていけるかと、やっていけるかとい

うところを、来年度、その組織をしっかり運営

しながら検討して、そして、方策を練っていき

たいというふうに考えております。

食品残渣、これは最も大事なこと○山下委員

で、長年の懸案事項なんですが、より強力に食

。品のロスをなくそうという一つの展開ですよね

、 。これは この展開に入ったのは初めてですよね

今までは、今出たようにコンポストとか、エコ

フィードですよね。家畜に食品残渣を有効利用

していこうという取り組みはあったんですが、

基本的にはやっぱり出さない、これの啓蒙を進

めていこうということなんですよね。

私たちも、コンビニに寄らない日はないぐら

、 、い 車で行き来しているときにも寄るんですが

今本当に、この前、私の近くのコンビニの店長

とちょっと会う機会があって、いろいろ話をし

てみましたら、12時間に１回ずつ食品の入れか

えに来るみたいです 業界としても 我々が寄っ。 、
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ても、いつ行っても、ほとんど売れ切れ商品が

多いんです。だから、タイミングが悪いのかど

うかわかりませんが、いわゆるその業界も、い

かにやっぱり売れ残りを少なくするか、かなり

の知恵を出しておられて。結局、店長と話をし

てみたら、やっぱり余るほど入れたらだめなん

だと。１回コンビニに入った人は、例えば、お

にぎりがなければかわりにパンを買うとか、何

かを必ず買って帰るというんです。

だから、業界あたりとも、本当にそういう生

ごみ、廃棄物が出るということは、また余計な

産廃の利用料が要るわけですから、皆さんで総

力を挙げて、家庭を初めホテル業界から、そう

いう残渣をなくすような、これは、もう強力に

進めていこうと。こういう無駄をなくす一つの

対策になるでしょうから、この事業年度は３年

間ですよね、ぜひこれは、徹底してやっていた

だくとありがたいと思いますけれどね。

食品ロス削減のため○温水循環社会推進課長

の取り組みで、考え方でいいますと、２つある

というふうに思っていまして、１つは、やっぱ

り県民一人一人の意識啓発 ここをしっかりやっ、

ていくということ。あとは、食品ロスが出ない

ように、あるいは食品ロスをどう活用するかと

いうシステムづくりを並行してやっていくと、

その２つの柱をどっちも走らせながら進めてい

くということが、非常に重要かなと認識してお

りますので、今、委員がおっしゃいましたこと

も踏まえまして、やはりしっかりと取り組んで

いきたいと思っております。

削減ということ、家庭内ごみを含○井上委員

めてそうですけれど、ごみの削減ということは

大変重要なことですし、だからこそ有効に使っ

て、なるべくごみを減らすということなんです

、 、 、が 私は 非常に関係のある公共関与推進事業

エコクリーンプラザみやざきは、現在、今の稼

働状況を含めて それは 非常に順調なんでしょ、 、

うか。それは、どんなふうに理解しておられる

んでしょうか。

エコクリーンプラザ○温水循環社会推進課長

みやざきは、まず、改めて御説明しますと、１

つは産業廃棄物の処理施設ということで、もと

もと始まったんです。そして、それに県央地区

の市町村の一般廃棄物もあわせて一緒に処理を

しましょうということで、施設が建設をされま

した。

現状を言いますと、約96％は市町村の一般廃

棄物を処理している状況です。産業廃棄物が、

当初予定した量よりも、民間の施設が建設され

たこともありまして 要するになかなか量が入っ、

てこなかったと。そういう中で、償還金を、施

設をつくるときに、産廃分の枠ということで建

設費用が要ったわけです。それを、公社が借り

て出していたものですから、それの償還を定期

的にやっていく中で、どうしても償還が本格的

に始まったら赤字が累積してきたと。それの分

に対して県が貸していると。

したがいまして、産廃に関しては、最終的に

県が貸している貸付金も、32年度末で公共関与

が終了します。県が手を引くということになる

んですが、そのときには全て資産等を処分しま

、 。して 返してもらうことができるということで

従来、イメージの中でありましたのは、やは

り産廃のほうの事業はなかなかうまくいってい

なかったといったようなのが一つあります。市

町村に関しては、公社に対して出しているごみ

の応分の委託料を支払っております。当然、そ

れは税金から出ていますので、そこは極力少な

いほうがいいんですが、そこの部分に関しまし

ては、もう委託料に基づいて順調にいっており
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ます。そういう状況です。

、○井上委員 県の関与が平成32年度までなので

貸している部分についても返ってくるんだとい

う言い方ですので、もうあとちょっとなんです

けれど、それをそのまま信じていいのかどうか

というのが、ちょっとよくわからないところも

あるんです。

これは、公益財団法人の宮崎県環境整備公社

そのものが そのこともしっかり受けとめて 32、 、

年に県が手を引くということについての計画性

というか、そういうものは本当にしっかりやっ

ていけるものなんですか。ここで聞いていい話

ですか、聞いたらいけない話ですか。

公共関与で県が最初○温水循環社会推進課長

に音頭を取って進めてきた施設ですので、やは

り県がその公共関与を終了すると。先ほど言い

ましたように、産廃のほうが全体で４％程度し

かありませんので、そういう実情も踏まえた上

で、県の公共関与の終了については、数年かか

りましたけれど、いろいろと関係市町村との議

論を重ねる中で、一昨年度末、平成26年度末に

了解が得られて、公社の理事会でも報告があっ

、 。て 了解をとったという状況になっております

それ以降、今度は、一つは県央地区の一般廃

棄物の処理施設として やはり運営主体がかわっ、

た後も、順調に、スムーズに移行ができて、か

つスムーズな運営ができるようにしていかない

といけないわけです。それに向けて、今年度か

ら具体的な議論を関係市町村と、特に宮崎市さ

、 。んが中心になるんですが もうやっております

まだ具体的な数値を言い切るわけにはいきま

せんが、いろんな計算もしながら、大体どれぐ

らいの最終的な償還金が出てくるとか、そこも

全部踏まえながら、それについてはこういった

財産の処分で返せるよねといった計算もしなが

ら、ある程度準備をしているところです。

その内容に関しましては、ずっとやっていく

中で、細かなことはまた今後いろいろ詰めてい

くことになるんですけれども、大枠でいくと、

大体スムーズに、県が公共関与を終了して、そ

れに伴う新たな問題等は起きないというような

認識でおります。

まず、産廃事業の収支から償還金○図師委員

を引いた残りで、今年度は一応プラスになる見

込みですけれども、御説明の中では、基金を取

り崩して１億円をここに充てるというように聞

、 、こえたんですが それでないというのであれば

ちょっと説明をお願いします。

ちょっと説明が悪○温水循環社会推進課長

かったかもしれませんが、西都児湯地域が予定

よりも、一般廃棄物の量が非常に多かったんで

す。焼却した後に埋め立てをしますので、その

枠がもういっぱいになっていて、足りなくなっ

てしまいました。先ほど言いましたように、産

、廃は全体で４％ぐらいしか入っていませんので

非常に余裕があるんです。

産廃枠と一廃枠というのが分かれていたんで

すけれど、産廃枠は非常に余裕があるものです

から、産廃枠を西都児湯の市町村に使ってもら

うということにしました。向こうも足りなかっ

たものですから、それによって、トータルで５

億4,000万ぐらいが入ってくることになって、そ

れを一遍に払うと大変なので、５年間で割って

年間１億800万ですか、それが、新たな収入とし

て 産廃事業の収入として入ってくるようになっ、

たと。それによって今年度、28年度は、単年度

トータルでいくと716万の黒字になりましたとい

う説明であります。

５億4,000万の利益といいますか、○図師委員

増額が見込めるのを５年間分割して、ここに充
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て込むことによって、償還後も一応プラスには

なるというような説明だったと思うんですが、

その後はいかがなんですか。要は、関係自治体

が、完全にここの事業で大きな赤字を生まない

と。県は、もう32年に撤退して、そのときには

財産の処分もさせた上で、県には不利益にはな

らないけれども、結果、関連自治体に大きな負

担を背負わせることになって、ここがいろんな

行政サービスに影響が出てくるようなことが

あったら何もならないわけで。そのあたりの見

通しというのは、井上委員の説明にもあったと

おり マイナスにはならないというような話だっ、

たと思うんですが、そのあたりのバランスとい

うのはとれていくものなんでしょうか。

平成33年度以降は、○温水循環社会推進課長

宮崎市さんが運営主体になられます。そして、

そこに対して委託を行って、経費を算出して出

していくという形になりますので、当然、一般

廃棄物の処理施設としての応分の経費というの

はどうしてもかかりますから、そこをどう抑え

ていくかというのは、もう関係市町村のほうで

協議しながらやっていかれることになるかと思

います。

我々としては、県があそこから公共関与を終

了して引いていくまでに 結局 そのことによっ、 、

て迷惑がかかるようにはできませんから、そこ

は先ほど言いましたように、これまでもずっと

協議を重ねていますし、細かなことは今から詰

めていくにしましても、大枠での方向性としま

しては、迷惑をかけないような形で整理ができ

るというふうに認識をしております。

移った後は、市町村が中心になって運営して

いきますので、当然、スムーズな運営主体の移

行ができるように、水面下でのそういう準備と

か、いろんな体制に対する検討とかは、一緒に

なってやっているところであります。

32年で、この事業と県との縁が切○図師委員

れるというわけではなく、その後もここの事業

の推移を見ながら、また、県のほうからの何ら

かの連携とか、もっと言うと採算割れが大きい

というようなときには、また再度県からの融資

とかということは考えられんものなんでしょう

か。

ちょっと私の説明が○温水循環社会推進課長

まずかったかもしれないんですけれども、産廃

事業は、もう平成32年度で終わりますから、要

するに、一廃は市町村の事業になるんです。だ

から、それが今まで一緒にセットでやってきて

いたわけです。産廃については、先ほど言いま

したように、全体で４％ぐらいしか処分してい

ませんので、96％は市町村の一般廃棄物の処理

施設なんです。

したがいまして、32年で県があそこの公共関

与を終了して撤退しますと、県がというよりも

環境整備公社が撤退しますと、あとはもう市町

村の一般廃棄物の処理施設ということになりま

すので その運営に関しては市町村が主体になっ、

て、要するに、参画市町村との間でいろいろ協

議をしながら決めていかれるということになろ

うかと思います。

了解しました。○図師委員

単純な質問なんですけれども、15○外山委員

ページの⑧、⑨、これは、意味合いとしては、

例えば21年度を見ると、8,000万の一時借り入れ

があった場合に、翌年それを県が１回貸し付け

て、肩がわりするということなんですかね。

今年度、ちょっと報○温水循環社会推進課長

道等でもなされましたけれど、いわゆるオーバ

ーナイトということで、一夜貸し的な形になり

ます。要するに、28年度でいきますと、金融機
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関から５億8,000万円を公社が借りることになり

。 、 、 、ます それを 借りた分を 県が来年度の当初

平成29年度の当初に無利子で貸し付けます。そ

して、１年たったら、要するに年度末の３月31

日、ちょっと前かもしれませんけれど、そこで

１回公社が県に返します。年度をまたがって、

、 、次に 今度はまた改めて県が貸すということで

いわゆるオーバーナイトというので、あんまり

一概に不適切だと言えないけれども、計画的に

解消をしてくださいというのが国の考え方であ

りまして、公社の場合は、オーバーナイトにつ

きましても 一つは産廃事業の貸付金 ５億8,000、 、

万円でありますが これについては もう平成32、 、

年度までですよということが、終わりが決まっ

ていますので、その終わりに向けて計画的な解

消に努めていきたいと。

あとは、浸出水調整池の工事費の負担金で、

これは、市町村と折半しております。８億4,900

万円、これについても、今の整理は、要するに

裁判が終結しまして、それでどれだけが業者か

らとれると、どれだけを県と市町村で、要する

に公社が負担しなければならないというのがわ

かれば、その段階で、もう決定した段階で終わ

りますので、終結が、一応裁判が終わるまでと

いうことで出ていますから、それに向けて計画

的な解消に努めていくということになります。

わかりました。ちょっと勘違いし○外山委員

ていました。僕は、これを毎年積み上げていっ

て、最終的にトータルの貸し付けが残ると思っ

たら、年度ごとにやるわけですね。わかりまし

た。

先ほど、ＰＭ2.5の本年○川井田環境管理課長

度に最後に設置した場所を高鍋保健所と申し上

げましたが、訂正させていただきます。高鍋健

。 。康づくりセンターでございます 失礼しました

循環社会推進課の中で、関連は○右松委員長

どうでしょうか よろしいですか。─

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

常任委員会資料の34ペー○大西環境森林課長

ジをごらんください。一番最後のページになり

ます。

平成29年度環境森林部の組織改正案について

御説明をいたします。

環境森林部では、自然公園関連業務を一体的

に所管いたしまして、国立公園満喫プロジェク

トにおける整備事業などを円滑に進めるため、

自然環境課に自然公園室を新設することといた

しております。

、 、これは そこに記載はございませんけれども

昨年７月に霧島錦江湾国立公園が環境省の国立

公園満喫プロジェクトの先行モデル地域の８カ

所のうちの１つに選定をされまして、来年度か

ら2020年までの４カ年をかけまして、施設整備

等を集中的に行うなど、本格的な取り組みが始

まりますことから、室を設置して体制強化を図

るというものであります。

自然公園室の設置に伴いまして、担当につい

ての見直しをいたしております。自然環境保全

担当と鳥獣保護管理担当の担当業務を再編いた

しまして、一つには野生動植物の保護管理や鳥

獣害対策、狩猟関係を所管します野生生物担当

と、自然公園や自然環境保全に係る業務を所管

いたします、自然公園担当にそれぞれ改めるこ

とといたしております。

説明は以上であります。

その他の報告事項に関する執行○右松委員長

部の説明が終了しました。委員の皆様からの質

疑をお願いします。

配置人数というのを教えてもらっ○井上委員
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ていいですか。

人事異動の関係がござい○大西環境森林課長

ますので、はっきりとした確定の人数というこ

とは、現時点では不明確になるわけですけれど

も、室長につきましては、これは純増でござい

まして、１名増ということになります。

それで、現状は、ここの自然環境課の、今、

御説明しました自然環境保全担当と鳥獣保護管

理担当、今ある担当ですが、これは、それぞれ

４名、３名の７名体制になります。ですから、

この７名の人数の中で割り振りをされるという

ことになろうと思いますから、野生生物担当、

自然公園担当が、それぞれ、恐らく４人、３人

という体制になろうかと考えております。

以上です。

自然公園担当者が何人。○井上委員

自然公園担当につきまし○大西環境森林課長

ては、恐らく３名体制になろうかというふうに

思います。

以上です。

ほかにありますでしょうか。○右松委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で環境森林課、○右松委員長

環境管理課、循環社会推進課の議案等の審査を

終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時45分休憩

午後１時１分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

これより、自然環境課、森林経営課、山村・

木材振興課の議案の審査を行いますので、順次

説明を求めます。

それでは、自然環境課の○廣津自然環境課長

当初予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の207ページをお開

きください。

自然環境課の当初予算は、左から２列目の欄

にありますように 一般会計で35億7,949万7,000、

円をお願いしております。

それでは、以下、主なものについて御説明い

たします。

209ページをお開きください。

中段の（事項）自然保護対策費のうち、説明

欄の５、改善事業であります、生物多様性地域

保全活動推進強化事業の560万7,000円でありま

す。

これは、森林生態系を初めとする豊かな自然

環境を保護し、生物多様性の保全を図るため、

「宮崎県野生動植物の保護に関する条例」に基

づきまして、希少動植物やその重要生息地の指

定、生物多様性保全に係る普及啓発を行います

ほか、市町村等が行います森林生態系の保護・

保全活動等を支援するものであります。

１枚めくっていただきまして、210ページをご

らんください。

ページの一番下 （事項）森林病害虫等防除事、

業費の6,942万1,000円であります。

、 、これは 松くい虫被害の拡大を防止するため

ヘリコプターなどによる薬剤散布や被害木の伐

倒駆除などに要する経費であります。

次に、211ページをお開きください。

（事項）山地治山事業費の23億3,255万7,000

円であります。

これは、台風や集中豪雨等による荒廃山地の

復旧整備や災害の未然防止を図るため、説明欄

にあります復旧治山事業や予防治山事業などを

実施するものであります。

１枚めくっていただきまして、212ページをご

らんください。
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上段の（事項）保安林整備事業費の３億1,548

万円であります。

説明欄の１、保安林改良事業と、２の保安林

保育事業でありますが、これは、水源涵養等の

保安林機能が低下した森林におきまして、保安

林機能を強化するため、植栽や下刈り、間伐等

を実施するものであります。

次に その下の 事項 県単治山事業費の6,156、 （ ）

万円でありますが、これは、国庫補助の対象と

ならない小規模な災害復旧や治山施設の維持管

理等を行うものであります。

次に その下の 事項 県単補助治山事業5,087、 （ ）

万5,000円でありますが、これは、市町村が実施

する小規模な災害復旧等に対して助成するもの

であります。

説明欄の３、改善事業であります山村集落定

住環境緊急整備事業につきましては、後ほど委

員会資料で説明させていただきます。

次に、213ページの上段の（事項）鳥獣保護費

の3,106万8,000円であります。

説明欄の２、野生鳥獣保護推進事業は、傷つ

いた野生鳥獣の保護やキジの放鳥、コシジロヤ

マドリの人工増殖等を行うものであります。

また、１つ下の３、改善事業であります野鳥

に親しみ共生する環境整備事業は、愛鳥作品コ

ンクール等を通じて愛鳥思想の普及を図ります

とともに、野鳥との触れ合いの場であります御

。池野鳥の森の維持管理等を行うものであります

次に、その下の（事項）鳥獣管理費の6,717

万6,000円でありますが、事業の内容につきまし

ては、後ほど委員会資料で説明させていただき

ます。

１枚めくっていただきまして、214ページをご

らんください。

上段の 事項 自然公園事業費の8,568万9,000（ ）

円であります。

これは、自然公園の保護・利用及び維持管理

に要する費用であります。このうち、説明欄６

の国立公園満喫プロジェクト推進事業につきま

しては、後ほど委員会資料で説明させていただ

きます。

次に、ページの一番下 （事項）治山施設災害、

復旧費の３億円であります。

これは、台風等による治山施設の被害に備え

まして、復旧に必要な予算をお願いするもので

あります。

続きまして、新規・重点事業について御説明

させていただきます。

。常任委員会資料の18ページをお開きください

山村集落定住環境緊急整備事業についてでご

ざいます。

最近、時間雨量100ミリを超えるような局地的

な豪雨によりまして、生活道等のライフライン

が寸断されるケースが、全国的にも、また県内

におきましても増加してきておりまして、集落

を守る事前防災が重要になってきております。

このようなことから、１の事業の目的・背景

にありますように、過疎地域等におきまして、

土砂流出防止施設の整備や水源の確保対策等を

実施しまして、災害に強い集落を緊急に整備す

ることにより、集落機能の保全と定住の促進を

図るものであります。

２の事業概要でありますが、予算額は1,600万

円で、事業内容につきましては、右のページを

ごらんください。

事前防災対策等の事業のイメージを載せてお

ります。左上の写真は、大雨によって谷から押

し出された土砂によりまして、生活道や集会施

設が被災している状況でありますが、このよう

な事態を未然に防止するため、右の写真のよう
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に土砂流出防止施設を谷の出口等に整備するも

のであります。

その下の写真は、地域のコミュニティーや災

害発生時の拠点となるべき集会施設に土どめ工

等を整備しまして、防災力の向上を図るもので

あります。

一番下の水源の確保対策は、左側の簡易な水

道施設にかえまして、治山ダムを利用した取水

施設を整備するもので、大雨時等においても水

源が確保できるようにするものであります。

左のページに戻っていただきまして、一番下

の３の事業の効果でございますが、山村集落に

おける安全・安心な環境づくりが進められ、集

落機能の保全等が図られるものと考えておりま

す。

次に、20ページをお開きください。

。有害鳥獣捕獲等対策事業についてであります

初めに、右のページをごらんください。

現状と課題でございます。農林作物被害額の

棒グラフと狩猟登録者数と捕獲数の推移を示し

、 、ておりますが 右側のグラフにありますように

近年の捕獲対策の強化により、鹿、イノシシの

捕獲数は増加しておりますが、折れ線グラフの

とおり、捕獲を担う狩猟者は減少している状況

にあります。

また、特に鹿については、２段目の表にあり

ます鹿の個体群管理計画に基づきまして、基準

年であります。平成25年度の12万5,000頭を平

成35年度末までに半減させることにしており、

このためには適正な捕獲を継続していく必要が

あります。

そこで、対策としまして、次の５つの事業に

取り組むこととしております。

左のページをごらんください。

２の事業概要でありますが、予算額は５つの

事業を合わせて6,278万5,000円であります。

（４）の事業内容でありますが、右のページ

もあわせてごらんください。

、 、①の事業は 有害鳥獣の捕獲を促進するため

捕獲班の活動助成や班員の安全等講習会の開催

のほか、鹿１頭当たり8,000円を助成するもので

あります。

②の事業は、市町村が配置する有害鳥獣捕獲

対策指導員が、地域を巡回しながら行います追

い払いや捕獲等の活動を支援して、迅速な捕獲

等を促進するものであります。

③の事業は、県が委託しまして、鹿、イノシ

シの捕獲を行いますとともに、効果的な捕獲手

法の導入・普及を図るものであります。

④の事業は、経験の浅い狩猟免許所持者を対

象とした技術講習会を実施して、捕獲の担い手

を育成しますとともに、鳥獣保護区等の周辺に

おける電気柵等の設置助成に加えて、電気柵を

安全に設置するための講習会の開催を支援する

ことにしております。

⑤の事業は、県南地域での鹿被害を未然に防

ぐため、監視カメラの設置等により、監視体制

を強化することにしております。

平成29年度は、これらの取り組みに加えまし

て、鹿、イノシシの有害鳥獣捕獲許可日数の延

長などの規制緩和も行うことにしているところ

であります。

最後に、３の事業効果でありますが、有害鳥

獣の捕獲が一層促進され、農林作物被害の軽減

等が図られるものと考えております。

次に、22ページをお開きください。

国立公園満喫プロジェクト推進事業でござい

ます。

この事業は 国が進める国立公園満喫プロジェ、

クトの先導的モデル地域の一つであります霧島
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錦江湾国立公園におきまして、１の事業の目的

・背景にありますとおり、プロジェクトの取り

組み方針等をまとめたステップアッププログラ

ムに基づきまして、利用施設の整備など、外国

人旅行者等を惹きつける取り組みを実施し、外

国人を含めた利用者の増加や地域の活性化を図

るものであります。

２の事業の概要でありますが、予算額は4,732

万3,000円で、その下の括弧でお示ししておりま

すように、国の経済対策に伴う２月補正予算の

１億8,740万円と一体となった整備を行うことと

しているところであります。

右のページをごらんください。

霧島錦江湾国立公園満喫プロジェクトの概要

でございますが、上段には霧島地域での取り組

みを、下段には重点的な取り組みを行います県

、 、内３つのビューポイントと その主な取り組み

整備内容をお示ししております。

左のページに戻っていただきまして （５）の、

事業概要ですが、①の国立公園整備事業は、県

が実施する施設整備で、えびの高原の池巡り自

然探勝路の展望台改修等を予定しております。

②の国立公園整備支援事業は、市町村が行う

施設整備を支援するもので、えびの高原キャン

プ村のケビン改修等を予定しております。

③の国立公園インバウンド対策推進事業はソ

フト事業でありまして、イの国立公園魅力発信

事業では、地域の魅力を発掘し、情報発信を行

うためのフォトコンテストやおもてなし店舗等

の認定を行いますほか、ウのインバウンド受入

体制整備事業では、簡単な案内ができるＱ＆Ａ

方式の対応マニュアルの作成を行うことにして

おります。また、エの国立公園満喫ツアー開発

事業では、国際交流員など外国人の意見等も取

り入れながら行いますツアー開発等を支援する

ものであります。

最後に、３の事業効果でありますが、霧島錦

江湾国立公園の魅力の向上や、利用者増による

。地域の活性化が図られるものと考えております

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

森林経営課の当初予算に○渡 森林経営課長

つきまして御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の217ページをお開

きください。

森林経営課の当初予算は、一般会計で79

億7,482万7,000円をお願いしております。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

１枚めくっていただき、219ページをごらんく

ださい。

上から５段目の（事項）森林計画樹立費7,859

万円であります。

これは、説明欄にありますように、地域森林

計画の樹立及び適正な森林管理の推進に要する

経費であります。

この中で、説明欄１の（１）改善事業「森林

資源情報整備推進事業」は、森林の整備・保全

の方針等を示す地域森林計画を樹立するため、

デジタル正射画像の整備や民有林の森林資源状

況等の調査を委託するものであります。

２の新規事業「森林簿地番情報等緊急整備事

業」につきましては、後ほど常任委員会資料で

説明させていただきます。

３の改善事業「環境に配慮した森林伐採適正

化推進事業」は、森林所有者に再造林を普及啓

発するとともに、伐採事業者等に対して、環境

保全や再造林に配慮した伐採方法等について現

地指導を実施し、無秩序な伐採や植栽未済地の

発生を抑制するものであります。
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次の（事項）森林整備地域活動支援交付金事

業費8,351万6,000円であります。

これは、森林経営計画の策定や施業集約化の

ための森林調査、境界確認や測量、作業道の改

良など、森林所有者等が行う地域活動に対して

支援するものであります。

次の（事項）林業普及指導費4,768万円であり

ます。

これは、林業技術の改善・向上及び林業経営

の合理化推進のための普及指導に要する経費で

あります。

220ページをお開きください。

説明欄９の改善事業「みやざき林業入門塾等

研修事業」につきましては、後ほど常任委員会

資料で説明させていただきます。

次の（事項）林業担い手総合対策基金事業

費1,478万6,000円であります。

これは、基金を活用して、林業担い手の確保

・育成に要する経費でありまして、説明欄３の

改善事業「林業研究グループ等サポート事業」

は、林業後継者等で組織する林業研究グループ

の林業経営等に関する研修や、特産品開発など

の実践活動のほか、森林・林業女性の会「ひな

たもりこ」の交流研修会などを支援するもので

あります。

次の 事項 森林整備事業費21億8,283万2,000（ ）

円であります。

これは、造林や下刈りなどの保育、作業道開

設などの森林整備に対して助成を行うものであ

ります。

次の（事項）再造林推進事業費130万円であり

ます。

これは、伐採後、速やかに再造林を行う一貫

作業システムを構築し、その定着を図ろうとす

るものであります。

一番下の（事項）未来へつなぐ「みやざきの

森林」若返り対策事業費1,069万8,000円であり

ます。

これは、次の221ページの説明欄にありますよ

うに、新たな森林づくりのための早生樹の検討

や苗木増産のための母樹林を整備するほか、苗

木生産施設の整備に対して助成等を行うもので

あります。

次の（事項）森林機能保全対策総合整備事業

費5,000万3,000円であります。

これは、森林整備加速化・林業再生基金を活

用して、森林組合等が行う森林境界の明確化を

支援するものであります。

次の（事項）水を貯え、災害に強い森林づく

り事業費１億7,263万9,000円であります。

これは、災害に強い森林づくりのため、森林

環境税を活用して、再造林に対するかさ上げ補

助や広葉樹の植栽、間伐等の森林整備に対して

支援を行うものであります。

次の（事項）苗木安定供給支援事業費847

万5,000円であります。

これは、苗木生産に必要な穂木を確保すると

ともに、花粉の少ない杉苗木の生産拡大を図る

ものであります。

次の（事項）地方創生道整備推進交付金事業

費16億1,745万4,000円であります。

これは、山村地域の交通ネットワーク化及び

適切な森林整備に必要な林道の開設や舗装など

を行うものであります。

222ページをお開きください。

一番上の（事項）林業専用道整備事業費３

億9,877万5,000円であります。

これは、間伐等を効率的に実施するため、林

業専用道を整備するものであります。

次の（事項）山のみち地域づくり交付金事業
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費３億7,580万円であります。

これは、林業を中心とする総合的な地域開発

に必要な基幹林道を整備するものであります。

次の（事項）緑資源幹線林道事業負担金１

億1,001万1,000円であります。

これは、緑資源機構が実施した幹線林道宇目

・須木線開設事業に対する県の負担金でありま

す。

下の223ページをごらんください。

一番上の（事項）県単林道事業費１億6,598万

円であります。

これは、林業や生活の利便性を高めるため、

国庫補助の対象とならない作業道の開設に対す

る支援などを行うものであります。

次の 事項 林業技術センター管理運営費8,897（ ）

万6,000円であります。

これは、説明欄１の施設管理費や、２の育林

やシイタケ生産技術などに関する試験研究に要

する経費などであります。

次の 事項 林道災害復旧費25億2,465万2,000（ ）

円であります。

これは、林道災害復旧に要する経費でありま

して、平成27年度、28年度に発生しました災害

の復旧額と、平成29年度に発生する災害に係る

復旧見込み額を計上しております。

224ページをお開きください。

（事項）県単林道災害復旧費4,266万円であり

ます。

これは、ただいま説明しました国庫補助事業

の対象とならない小規模の災害復旧に要する経

費であります。

続きまして、新規・重点事業について御説明

いたします。

。常任委員会資料の24ページをお開きください

新規事業「森林簿地番情報等緊急整備事業」

についてであります。

１の事業の目的・背景ですが、森林所有者や

境界の不明確な森林が課題となっており 平成28、

年５月に森林法の改正により、市町村が林地台

帳を整備する制度が創設されましたことから、

県では、台帳の作成を支援するとともに、県が

保有する森林資源情報の精度向上を行うもので

あります。

２の事業概要をごらんください。

予算額は1,395万円で、財源は一般財源であり

ます。

（５）の事業内容ですが、①の林地台帳原案

の作成は、法務局の登記情報等と県が保有する

森林簿や森林計画図を活用し、林地台帳及び地

図の原案を作成するものです。

次に、②の森林資源情報の精度向上は、市町

村が整備した林地台帳の情報を活用して、森林

簿の所有者名や地番等の情報の精度向上を行う

ものであります。

右側の中ほどをごらんください。

林地台帳の作成は、県と市町村で役割を分担

して行うこととしておりまして、左側の太い枠

内にありますように、県では、森林簿や森林計

画図と法務局等から提供された登記情報から必

要な情報を抽出して、林地台帳及び地図の原案

を作成し、市町村へ提供を行います。

一方、市町村では、県から提供を受けた原案

に市町村で所有している情報を追加して、林地

台帳と地図を作成いたします。

さらに、市町村が整備しました林地台帳等の

情報については、県へフィードバックしてもら

い、森林資源情報の精度向上を行うものであり

ます。

なお、林地台帳は、平成30年度末までに整備

を行いますが、その後も、地籍調査や境界明確
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化事業の成果を取り込むなどして、精度向上を

行うこととしております。

再度、24ページをごらんください。

３の事業効果としましては、所有者や境界が

明らかになり、市町村による伐採や造林の指導

、 、 、など 適正な管理が推進されるとともに 最近

問題となっております誤伐などの抑止にも資す

るものと考えております。

また、林業事業体による施業の集約化が促進

され、効率的な施業や林業生産が可能となるこ

とにより、間伐等の推進や地域材の活用が図ら

れると考えております。

続きまして、26ページをお開きください。

改善事業「みやざき林業入門塾等研修事業」

についてであります。

１の事業の目的・背景ですが、林業就業に興

味を持つＵＩＪターン希望者等に対する県内で

のおためし林業体験ツアーや、林業未経験の後

継者等を対象にしたみやざき林業入門塾の実施

等により、多様な林業担い手の育成と地域林業

の振興を図るものであります。

右の27ページをごらんください。

課題としまして、山村の過疎化や森林所有者

、 、の高齢化などにより 林業担い手の不足があり

将来的に林業経営を担う人材の確保・育成等が

必要であることから、林業担い手の裾野を広げ

る取り組みを推進することにしたものでありま

す。

事業内容ですが、①のおためし林業体験ツア

ーは、林業就業に興味を持つＵＩＪターン希望

者等を対象に、県内で下刈りや伐採、シイタケ

の駒打ちなどの作業や山村の暮らしを体験して

いただき、林業就業への可能性を高めるための

取り組みであります。

②のみやざき林業入門塾は、林業未経験の後

継者等を対象にして、伐採や作業道開設、山林

調査などの森林経営コースと、乾シイタケや木

炭生産などの特用林産等コースを設け、これら

に関する知識や技術を学んでもらう研修であり

ます。

③のフォレスター養成等研修は、森林・林業

に関して、専門的な知識や技術を有するフォレ

スターの養成や市町村職員への研修を実施する

ものであります。

左の26ページ、２の事業概要をごらんくださ

い。

（１）の予算額は340万3,000円で、財源は林

業担い手対策基金と一般財源であります。

３の事業効果としまして、ＵＩＪターン希望

者等の移住促進による山村地域の活性化や、林

業後継者等の林業への就業促進が図られるもの

と期待をしております。

当初予算につきましては、以上であります。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に対する対応状況について御説明いたします。

別冊の資料の10ページをお開きください。

⑨の水を貯え、災害に強い森林づくり事業に

ついて 「森林を県民共有の財産として引き続き、

守り、育てていくためにも、この取り組みが全

国のモデルとなるよう今後ともしっかりと取り

組むこと」との御指摘を受けたところでありま

す。

本事業は、森林環境税の約６割を活用しまし

て、水源地上流域などに位置する公益上、重要

な森林を対象に、広葉樹植栽の定額補助や伐採

跡地の速やかな再造林に対して、７％かさ上げ

補助などを行っております。

事業を開始しました平成18年度から27年度ま

での10年間に、6,700ヘクタール余の災害に強い

森林を造成してきたところでありまして、今後
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ともこのような取り組みを継続しまして、本県

の豊かな森林を県民共有の財産としてしっかり

守り、育ててまいりたいと考えております。

続きまして、再度、常任委員会資料の33ペー

ジをお開きください。

２の特別議案でございます。

33ページ、議案第41号「林道事業執行に伴う

市町村負担金徴収について」であります。

これは、林道事業の県営施工分について、関

係市町村に負担をお願いするもので、負担割合

は一番上の地方創生道整備推進交付金事業につ

いては、事業費の100分の10であります。

過疎法及び山村振興法の規定に基づいて県が

行う林道の新設及び改築を除くため、対象とな

、 。るのは開設で３路線 舗装で２路線であります

その下の山のみち地域づくり交付金事業の負

担割合は、事業費の100分の５であります。開設

２路線が対象となります。

その下の県単林道災害復旧事業については、

、 、事業費の100分の10であり 上記の路線において

。県営で当該事業を実施する場合に適用されます

対象となります市町村からは、既に同意を得

ておりますが、地方財政法第27条第２項の規定

により、議会の議決に付すものであります。

森林経営課からは以上であります。御審議の

ほどよろしくお願いします。

山村・木材振興課○下沖山村・木材振興課長

でございます。

それでは、歳出予算説明資料の225ページをお

開きください。

当課の平成29年度当初予算額は、左から２列

目 当初予算額の欄にありますように 44億4,606、 、

万3,000円をお願いしております。その内訳は、

一般会計で35億5,963万5,000円、特別会計で８

億8,642万8,000円であります。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

227ページをお開きください。

中ほどの（事項）林業・木材産業構造改革事

業費６億8,215万7,000円であります。

説明欄をごらんください。

４の林業経営構造対策事業費補助金１億1,983

、 、万7,000円では 高性能林業機械の導入への支援

５の木材産業構造改革事業費補助金４億454

万1,000円では、木材加工流通施設やバイオマス

利用施設整備への支援を国に要望しておりまし

て、その見込み額を計上しているところであり

ます。

次の（事項）木材産業振興対策費21億7,767

万4,000円であります。

228ページの説明の欄をごらんください。

１の木材産業振興対策資金と、２の木材産業

等高度化推進資金は、素材生産や乾燥材生産な

ど、それに必要な資金を融資するものでありま

す。

５の新規事業「みやざきスギ次世代流通モデ

ル構築事業」5,704万7,000円につきましては、

。後ほど委員会資料で御説明させていただきます

その下の（事項）木製材品普及促進費562

万5,000円であります。

説明欄の１の改善事業「みやざきスギの家づ

くり応援事業」562万5,000円では、住宅建築希

望者に、木材の持つ多様な魅力を理解してもら

うセミナーを開催するとともに、工務店と産地

が連携し、みやざきスギを使った安全で良質な

木造住宅を供給するための講習会等の開催や、

産直住宅のＰＲ等への支援を行うものでありま

す。

次の（事項）木材需要拡大推進対策費5,713

万1,000円であります。
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説明欄の１の新規事業「都市と産地を結ぶ木

づかいストーリーＰＲ事業」315万円では、都市

との連携を契機に、本県の強みである木材を切

り口として、本県の有する豊かな森林資源を初

、 、め その背景にある人と自然とのかかわりなど

産業そのものの魅力を展示会や現地視察などで

ＰＲすることにより、都市部の企業と県内企業

との交流を深め、選ばれる産地として、木材の

新たな需要機会を創出するものであります。

５の県産材海外輸出トライアル推進事業1,086

万6,000円では、材料と建築技術をパッケージに

した「材工一体」で海外へ県産材を売り込むた

め、韓国や台湾において、工務店や設計者など

を対象に、木造軸組構法入門セミナーを実施す

るとともに、実務者向けの研修を本県で開催す

るものであります。

また、この取り組みを順次、他の国にも展開

していくため、必要な調査等を行うものであり

ます。

次に （事項）木材利用技術センター運営事業、

費8,393万8,000円であります。

これは、同センターの維持管理や試験研究な

どに要する経費であります。

229ページをごらんください。

一番上の（事項）森林組合育成指導費３億681

万円であります。

説明欄の３の広域森林組合経営合理化促進事

業３億円では、森林組合が行う植栽等の森林整

備や原木出荷に必要な資金を、市中銀行を通じ

て貸し付けるものであります。

次に （事項）林業担い手総合対策基金事業費、

１億8,042万6,000円であります。

説明欄の４の就労環境対策事業１億22 4

万4,000円では、事業主が負担する社会保険等の

掛金助成や福利厚生施設の導入等の支援を行う

ものであります。

８の森林境界明確化推進事業2,000万円では、

誤伐の発生防止や森林施業の集約化等を行うこ

とにより、適切な森林の整備や保全を進めるた

。めの境界明確化活動を支援するものであります

次に （事項）しいたけ等特用林産物振興対策、

事業費6,076万8,000円であります。

説明欄の３の新規事業「特用林産物資源活用

推進事業」95万5,000円では、山村の地域資源で

ある竹を活用した商品づくりや、県産備長炭の

ブランド力を向上させるためのＰＲ・販促活動

等を支援するものであります。

４の改善事業「山の宝を活用した所得向上支

援事業」350万円につきましては、後ほど委員会

資料で説明させていただきます。

５のしいたけ等特用林産物振興対策事業4,455

万2,000円では、シイタケ等特用林産物の生産振

興を図るため、経営安定強化や増産体制の構築

。に必要な施設整備等を支援するものであります

次に、231ページをお開きください。

林業改善資金特別会計であります。

これは、議案第７号で提出しております特別

会計予算でありますが、説明はこの資料でさせ

ていただきます。

（事項）林業・木材産業改善資金対策費８

億8,642万8,000円であります。

これは、経営の改善や新たな生産方式を導入

するための施設整備等に対し、無利子の中・長

期の資金貸し付けに要する経費であります。

なお、右から２列目の平成28年度当初予算額

２億5,558万7,000円と比べますと、大幅な増額

となっております。これは、前年度決算剰余金

を見込んで計上しております繰越金の増による

ものであります。

林業改善資金特別会計の決算剰余金につきま
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しては、これまでも決算委員会において、決算

の状況として御説明してきたところであります

が、予算におきましても、それを明らかにする

必要があるため、平成29年度から歳入予算化す

ることとしたところであります。

説明欄の５の林業・木材産業改善資金準備金

６億3,171万6,000円が、今回の繰越金の見込み

額となります。

また、平成29年度に必要な貸付予算は、説明

欄１の林業・木材産業改善資金貸付金２億5,000

万円で、前年度予算と同額をお願いしておりま

す。

。歳出予算説明資料の説明は以上でございます

続きまして、先ほど説明を割愛しました事業

につきまして、常任委員会資料にて御説明いた

します。

委員会資料の28ページをお開きください。

新規事業「みやざきスギ次世代流通モデル構

築事業」であります。

１の事業の目的・背景にありますように 2020、

年の東京オリンピック・パラリンピックや本年

５月の合法木材流通促進法の施行を契機に、森

林認証材など、産地や合法性の確かな木材の需

要拡大が期待されております。

このため、川上から都市部まで、森林認証材

等が円滑に流通するシステムを構築し、需要者

のニーズに的確に対応できる生産・流通体制の

確立を図るとともに、川上において、これらの

生産・供給や再造林の促進を担う素材生産事業

者の経営基盤強化を図ることとしております。

２の事業の概要でありますが、予算額は5,704

万7,000円をお願いしております。

（５）の事業内容でありますが、右のページ

をごらんください。

１つ目に、森林認証材等の流通拡大対策とし

て、森林認証林から製材工場、商社を経由して

都市部の工事施工者まで、一貫して流通するモ

デル的な取り組みを支援しまして、森林所有者

と製材工場、製材工場と木材商社・住宅建設会

、 、社等の間で 木材の需要と供給の情報を共有し

森林認証材等の流通システムを構築していくこ

ととしております。

２つ目に、素材生産事業者の経営強化対策と

して、素材生産事業者による伐採と一体化した

植栽や高性能林業機械のアタッチメント更新に

よる機能強化等の支援を行います。

これらの取り組みによりまして、３の事業効

果にありますように、住宅分野や非住宅分野、

海外輸出等における木材需要拡大を通じ、山村

地域の活性化が図られるほか、再造林による森

林資源の循環により、循環型林業の確立に資す

るとともに、森林経営能力のすぐれた認定林業

事業体の増加が期待されると考えております。

次に、30ページをお開きください。

改善事業「山の宝を活用した所得向上支援事

業」であります。

事業の背景につきまして、右のページをごら

んください。

中山間地域とそれ以外の地域では、約50万円

の所得格差があります。地域によっては、約100

万円の差があるというのが現状であります。

、 、そこで 環境森林部のほうから提案しまして

現在、全庁的に「農山漁村で年収100万円アップ

プロジェクト」に取り組んでいるところでござ

います。

この事業は、その一環として取り組むもので

あり、既存の収入源をふやしていくものではな

く、新たな収入源を確保し、山村地域に埋もれ

ている特用林産物等の山の宝を発掘し、効果的

に活用することで山村地域の所得向上と地域の
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活性化を目指すものであります。

左のページの２の事業の概要でありますが、

予算額は350万円をお願いしております。

（５）の事業内容でありますが、①の山の宝

発掘事業では、地域内だけのものとなっている

、 、山の宝を発掘し 新たなメニューや商品の開発

その効果的なＰＲ方法を検討していくこととし

ております。

また、②の山の宝体感事業では、山村地域に

人を呼び込むために、旅行業、飲食業等の関係

者を対象に、観光や健康など、他の分野と組み

合わせて発掘した山の宝を体感できるモニター

ツアーを検討していくこととしております。

これらの取り組みによりまして、３の事業効

果にありますように、発掘した山の宝はモニタ

ーツアーで活用し、その結果を商品開発等に反

映させて商品化を行い、販売力の向上や消費の

拡大、山村への来訪者の増加によりまして、山

村地域の所得向上及び活性化を図ってまいりた

いと考えております。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望に係

る対応状況について御説明いたします。

別冊の資料、10ページをお開きください。

⑩の「みやざきスギなど県産材の輸出促進に

ついて、今後も海外市場のニーズ等を的確に把

握し、取組をさらに推進すること」との御指摘

に対する対応状況について御説明いたします。

４行目からでありますが、輸出に当たりまし

ては、丸太だけではなく、より付加価値を高め

た製材品の輸出が拡大するよう、材料と建築構

法を一体にした、いわゆる「材工一体」により

売り込むこととしておりまして、本年度からの

「 」新規事業 県産材海外輸出トライアル推進事業

におきまして、韓国での木造軸組構法入門セミ

ナーの開催や、その受講生を対象にした本県で

の同構法の実務的な研修を実施しているところ

であります。

また、韓国以外の国につきましても、木材利

用の現状を調査し、その実態を踏まえまして、

県産材の輸出促進に取り組んでまいりたいと考

えております。

私からの説明は以上であります。

、○三重野みやざきスギ活用推進室長 それでは

特別議案の第26号の御説明をさせていただきま

す。

委員会資料の32ページでございます。

議案第26号「宮崎県森林整備加速化・林業再

生基金条例の一部を改正する条例」でございま

す。

こちらの条例につきまして、基金の終期を１

年間延長させていただきたいという内容でござ

います。

まず、改正理由でございます。

宮崎県森林整備加速化・林業再生基金による

基金事業の中に、木質バイオマス発電施設整備

への資金融通というものがございます。

これにつきまして、事業主体が、発電によっ

て再生可能エネルギーの供給を開始し、収入を

得るようになりましてから、その翌年度から補

助金に相当する額を分割して県に納付し、基金

に繰り入れるということとなってございます。

これまでは、改正前でございますが、下の図

のとおり、この基金の設置期間が、事業主体か

ら県への納付というのが平成42年度まで行われ

るということから、清算事務を行う翌年度、平

成43年度というところまで基金の設置期間を置

いてございました。

これにつきまして、今回改正をお願いしてお

りますのは、本年度、国から、事業主体から納

付のあった資金を活用し、その翌年度に事業を
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実施することができるということが示されまし

た。

このため、基金事業を事業主体から納付があ

る最終年度の翌年度である平成43年度まで実施

することといたしまして、清算の事務をさらに

その翌年度である平成44年度に行うと こういっ、

たことが可能になるように、基金の設置期間を

１年延長させていただきたいということで、所

要の改正を行いたいと考えてございます。

改正内容でございますが、今現在 「平成44年、

３月31日に限り」としておりますのを 「平成45、

年３月31日に限り」ということで、改正させて

いただきたいということで考えてございます。

施行期日は、公布の日ということにしてござ

います。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

以上で、３課の議案に関する説○右松委員長

明が終了いたしました。委員の皆様からの御質

疑をお願いいたします。どこからでも構いませ

ん。

、○図師委員 委員会資料20ページですけれども

有害鳥獣の捕獲等対策事業、年々農作物の被害

額が少なくなっておって、成果が出てきておる

ところだとは思いますが、さらにこの事業を打

つことによって、この効果も大きくなってくる

と思われますが、21ページの一番上のグラフを

見ますと やはり狩猟者の登録数もどんどん減っ、

てきておるということで、この確保も喫緊の課

題だとは思われます。特にこの事業内容には出

てきていないんですが、今後検討して、他県が

取り組んでおるような民間の企業等に捕獲のほ

うを依頼するとか、千葉かどこかはＡＬＳＯＫ

と組んでやっているとかいうのもありますが、

そういうような事業形態が、今後、考えられな

いのかということと、この予算の中にはそうい

。 、うものが含まれていないのかということ あと

今年度に取り組まれておられました移動の解体

車、試験的に導入されておられたと聞いたんで

すが、それらの導入というのは、この中には含

まれていないのかをお伺いします。

民間に捕獲を委託すると○廣津自然環境課長

いうお話があったと思いますけれど、これは、

鳥獣保護の改正で認定鳥獣捕獲等事業者制度と

いうのができまして、そういった認定を受けた

事業者に対して、国なり県なりが委託して捕獲

をするという事業になります。

それについては、21ページの下から３つ目、

「増えすぎたシカ・イノシシ特別捕獲事業」と

、 、 、いうことで これで 認定事業者等を活用して

、 。鹿 イノシシの捕獲をするようにしております

それから、解体車等のお話ですけれど、ジビ

エ料理については、中山間のほうで担当してお

りまして、この事業の中では予算計上はしてお

りません。

増えすぎたシカ・イノシシ特別捕○図師委員

、 。 、獲事業ですが 認定団体でしたか というのが

もう複数選定されておられて、来年度から動き

出すというような理解でよろしいでしょうか。

認定事業者は、県内に１○廣津自然環境課長

者ございます。今、お願いしています29年度の

事業があるわけですけれど、28年度においても

事業委託して実施しております。

これは、認定事業者をふやしてい○図師委員

くとかいうようなお考えはないですか。

新たな捕獲の担い手とい○廣津自然環境課長

、 。うことで その活動を期待しているところです

先ほど申しましたように、県内では１事業者

という現段階ですけれど、他県の状況を見ます

と、複数あるところもありますし、猟友会あた
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りでここの資格を取得されているところもござ

いますので、捕獲の担い手としては、こういっ

た団体がふえていってほしいとは思います。

ただ、現実問題としては、有害鳥獣捕獲の大

きく担っている部分というのが、市町村ごとに

あります猟友会あたりを主体とします有害鳥獣

捕獲班というところが、大きな役割を担ってき

ておりますので、そことお互いに効率よくでき

るようにやっていければいいなというふうに

思っています。

有害鳥獣捕獲対策関係で関連が○右松委員長

あればお願いします。もしくは、自然環境課内

でお願いします。

鳥獣害関係で、このグラフから見○黒木委員

、ますと被害額もだんだんと減少しておりますし

、鹿の個体管理も順調に進んでいるということで

非常にありがたく思っております。毎年多額の

予算を費やして、こういう取り組みをしている

、 、わけで だんだんと成果が出てくるというのは

、大変ありがたいことだというふうに思いますが

一方で、将来的に見たら、どうやって野生鳥獣

と共生していくかというのも一つの大きな課題

ではないかというような気がします。

宮崎市内で行われました世界農業遺産シンポ

ジウムのときに、焼畑をやっている椎葉村が話

、 、をしておりますけれど 上流に住んでいる人は

やっぱり「上流社会」にふさわしい生き方をし

なきゃいけないということで、山の奥に栗の木

を植えているという話をされておりましたけれ

ども、やはり実のなる木を植栽していくとか、

そういう取り組みをして、長期的にこの問題を

解決するには、現在は、ふえ過ぎた野生鳥獣を

捕獲していくのが必要ですけれども、そういっ

た取り組みというものをしっかりと取り組んで

いく必要があるなというような気がしておりま

す。

その関連としては、山村・木材振興課にあり

ますけれども、シイタケの振興関係の予算もあ

りますけれども、シイタケの価格が低迷して、

今、生産原価を上回るようにようやくなりまし

たけれども、生産者がかなり減ってしまったと

いうことがあるものですから、クヌギを切って

針葉樹を植えるというようなことが出てきてお

ります。

そういったのを考えると、シイタケの振興を

、 、するということは クヌギを植えてドングリが

イノシシの餌ができるというようなことではあ

りますから、そういったものと一体化した振興

策をすることによって、野生鳥獣と共生できる

社会、そういったものを将来、ずっと取り組ん

でいっていただきたいというふうに思います。

それで１点、この前の補正予算のときだった

でしょうか、規制緩和で箱わなの、これのわな

免許を持っていなくても、自衛的に据えられる

ということがありましたけれども、これは、イ

ノシシが入るような大きなわなは対象になって

いないんでしょうか。

今回の規制緩和で、狩猟○廣津自然環境課長

免許を持っていらっしゃらない方が、小型の箱

わなで、例えばアナグマとかを捕獲される場合

には、捕獲許可の対象になりますよということ

でなっているものでありまして、あくまでも小

型の箱わなで、イノシシが入るようなものでは

ございません。

私は、すっかり喜んで、いろんな○黒木委員

人に、これからイノシシは、自衛のために置い

ていいよと大分言って歩いたもんですから、訂

正せんといかんかなと思いますけれども。ウリ

ボウとか、今、かなり箱わなでとって、ことし

は木の実もなっていて、去年の暮れからイノシ
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シが少ないということで、将来的にはイノシシ

は貴重品になるんじゃないかというような話も

あるぐらい、そういうふうに本当になってもら

えればいいなと思います。そのために、もう縄

文時代から栗を昔の人は植えていたという話も

聞きますし、そういった共生社会をつくってい

く必要があるのではないかと思いましたから、

質問したところでした。

212ページで、県単の治山事業等を○山下委員

、 。この事項のところに ２本の説明がありました

、 、 、それで今 私は都城なんですけれども 結局

国の災害にかかるためには、雨量計が何ミリ以

上でないと、国の災害基準になりませんよとい

うことがあって、集中的にだーっと来て、土砂

崩壊とか、山林の崩壊がかなりあるんですけれ

ども、管内の市町村で、国の災害にならない、

市町村でやらないといけない軽微な箇所がかな

りあると思うんです。

事業を6,100万ほど、ここでもつくっていただ

いているんですが、結局、市町村から上がって

、 、くる希望 その辺の対応というのはどれぐらい

、何割ぐらいが希望に応じて事業ができているか

教えていただくとありがたいんですが。

市町村要望に対してどれ○廣津自然環境課長

ぐらい対処ができているかという割合は ちょっ、

と今、手元にございませんが、要望量がはるか

に多い状況でございます。

それで、２次災害にかかる可能性○山下委員

とか、何年待っておってもなかなか県単に乗ら

ないというのがありまして、３年後、４年後と

か、もう５年たってもまだできないんだと。か

、 、なり希望が多いのかなと思うんですが これは

。 、増額はされていないんですか 予算的なあれは

ずっとこんな維持で来ているんですか。

212ページの下から２番目○廣津自然環境課長

の（事項）の県単補助治山事業ですが、一番右

側を見ていただきますと、平成28年度で3,200万

ほど、今回は5,000万ということで、先ほど言い

ましたように、市町村からの要望が多いという

ことで、この部分に知事特別枠を充てまして増

額しているところです。

去年の台風16号は、県南地域をか○山下委員

なり襲いました。本来は、南東の風が強いんで

すけれども、去年のは北風の戻しの風というん

でしょうか、北側からの風が強くて、かなり風

倒木が出たり、災害が出ているんです。なかな

か森林組合も人手不足で、倒木の処理もまだ思

うようにいっていない状況なんですが、そうい

う状況で、道路関係も崩壊、のり面とか、かな

りその状況を見るものですから 特に災害があっ、

たところは、本当に早く県単の中でも対応でき

る部分は、していただければありがたいなとす

る思いです。よろしいですか。なかなか審査が

難しいでしょうけれどね。

この県単事業につきまし○廣津自然環境課長

ては、もう年度当初から市町村に配分するんで

はなくて、梅雨とか台風の時期が過ぎて、災害

の発生状況を見て、その後に配分をしている状

況です。

そういった中で、市町村の要望があったとこ

ろに配分するわけですけれど、市町村は市町村

で 地域からの要望をたくさん抱えていらっしゃ、

るみたいで、その中で優先順位をつけられて、

予算の範囲で実施されているという状況で、な

かなか追いつかない状況はございます。

頑張ってください。○山下委員

213ページですが、保安林の指定・○外山委員

解除等事務費の欄ですけれども、これは、保安

林を指定するというのは、どういうところが対

象になるんですか。
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保安林の指定・解除の事○廣津自然環境課長

、 、務は 県のほうで事務をとっておりますけれど

国のとるべき部分もございまして、その部分に

ついては、説明欄の中の１の事業で、国が10分

の10で負担して実施しています。

それも、保安林は幾つかの種類がございます

けれど、重要なものから水源涵養保安林、土砂

、 、 、流出防備保安林 土砂崩壊防備保安林 これは

１号から３号保安林といっていますけれど、こ

の部分については国の権限ということです。そ

の分についてこれをいただいて、県のほうで事

務をしているということです。

つまり、保安林に指定するという○外山委員

、 。ことは 民間の所有権も移転するんでしたっけ

所有権は、移転しない。

所有者の方の同意をいた○廣津自然環境課長

、 。だきますが 所有権の移転とかはございません

保安林に指定されている間は、管○外山委員

理は国がするけれども、解除されたら、この管

理はまた戻るわけ。

保安林に指定された場合○廣津自然環境課長

は、もう基本的に保安林から外れるということ

はございませんで、管理については土地所有者

。のほうでやっていただくということになります

続けてもう一点いいですか。先ほ○外山委員

どの有害鳥獣の件ですけれども、21ページの鹿

個体群管理計画の表がありますでしょう。これ

は、27年度を見ると11万3,000が目標、実績とい

うのは９万8,000頭を確認したということですよ

ね。確認された個体数が。

これが、捕獲数とか鹿の○廣津自然環境課長

ふんの調査とか、そういったもの、幾つかの因

子から計算して推定した数値でございます。一

番下の枠のところに捕獲頭数がございますけれ

ど、上の裸数字が計画の数字ですけれど、それ

以上の捕獲をしているということで、計画に対

しても生息頭数が少なくなっているという状況

です。

これは宮崎県内、全国ですか。○外山委員

。○廣津自然環境課長 県内の数字でございます

。 、○外山委員 県内ですよね 27年は２万8,000頭

、 。捕獲頭数２万8,451 こんなに捕獲したんですか

鹿、イノシシの捕獲につ○廣津自然環境課長

いて、国の交付金制度ができておりまして、そ

ういった効果もありまして、有害鳥獣捕獲と狩

猟による捕獲で２万8,000頭をとっているという

状況です。

もう一点、この全てに１頭当たり○外山委員

で8,000円が払われたわけじゃないんですよね。

該当しないものもあるのかな。

まず、狩猟で捕獲された○廣津自然環境課長

ものについては、交付金は交付されません。有

害鳥獣駆除で捕獲されたものについて、全部で

はございませんけれど、交付金が交付されると

いうことです。

わかりました。最後にもう一つだ○外山委員

け。半年ぐらい前に、日南のほうで鹿が見られ

たんですけれども、最近はどうですか。実態と

して、随分ふえているんでしょうか。

、○廣津自然環境課長 21ページの一番下の事業

これで、現在、三股町と南那珂の管内には鹿は

いないということだったんですけれど、目撃情

、報や声を聞いたということがあるものですから

これで、28年度から、これは９月補正でお願い

したところなんですけれど、監視カメラを設置

しております。

まだ正式な報告ではないんですが、今の聞い

ている範囲では、三股町と日南市の宮崎市寄り

のところで 旧北郷町のところで カメラに映っ、 、

ていて確認されているところでございます。
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山下委員のほうから、県単治山事○黒木委員

、 、業の話がありましたけれども 同じく212ページ

委員会資料の18ページ目の山村集落定住環境緊

急整備事業があります。緊急事業になっており

ますけれども、これは改善事業ですけれど、こ

れまでもこのような事業があって、実績がある

んでしょうか。

防災対策、減災対策とい○廣津自然環境課長

うことで、避難路の整備とか、そういった事業

を含んだ事業で、以前にやっておりました。

その部分については、危機管理のほうでも対

応できるというようなことになりましたもので

すから、現状を踏まえて、こういった土砂の押

し出しとか、そういったのを防ぐ事業に衣がえ

をしたところです。

集落の拠点施設の防災力の向上と○黒木委員

いうのがありますけれども、先ほど説明があり

ましたように、時間雨量が想定外のことがあっ

たり、スーパー台風が来るかもしれないという

ような状況にある中で、過疎地域、山村におい

て、避難場所というのは大体公民館とか、拠点

施設がほとんどなんですけれども、そこが危険

箇所というようなところもあって、本当に安全

な場所というのは、なかなか難しいんですけれ

ども、こういう拠点の防災力を高めるというこ

とは、これから非常に重要なことではないかな

というような気がするものですから。大げさに

言うと、私は、台風シェルターみたいな施設も

つくるべきではないかなというような気がしま

す。

、 、といいますのも 急傾斜崩壊の危険地域とか

地すべり危険地域箇所とか、それから、河川氾

濫の危険箇所とか、そういったものの整備率が

まだ３割ぐらいで、これが100％というのは、も

う極めて困難なことと思いますから、そういっ

たものは全てはできないから、そういう本当に

避難場所への集中的な投資といいますか、そう

いったものが必要ではないかなという気がする

ものですから こういうことを通して そういっ。 、

た必要性があれば、これは、全体の予算が1,600

万ですから、なかなか容易ではないでしょうけ

れども、そういったものを高めていただきたい

というふうに思います。

それから、水源の確保対策ですけれども、19

ページの写真に載っておりますけれども、この

一番下の左の写真ですけれども、まだこういう

ふうな取水をしているところは、簡易水道の施

設もないというようなところはどれぐらいある

のかを把握しておられれば、お聞きしたいんで

すけれども。

箇所数ということであり○廣津自然環境課長

ますと、ちょっと把握できていない部分もある

んですけれど、水道の普及率ということで、大

きな規模のものから小さな規模のものもあるん

ですけれど、50人以上の給水ができる施設とい

うことで、それで水道の普及率をとっているよ

うです。

それで見ますと、山沿いの市町村で、県平均

でいきますと、もう97％ぐらいあるんですけれ

ど やっぱり３割とか４割とかいう普及率になっ、

ているところがございますので、そういったと

ころでこういった事業をやっていければいいの

かなというふうに考えています。

台風とか大雨の後 災害がどうだっ○黒木委員 、

たかと調査とかに行くと、山村の本当に小さい

集落とかは、地域総出で水の引き直しとか、パ

イプをあちこちやったりしながら、高齢者がそ

ういうことをやっていて、自分の飲料水を含め

た生活用水を。そういう作業の場所に出くわす

ものですから、そういうときは、水源地に住ん
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でいる人、これまで山を守ってきた人たちに、

そういうことをさせていいのかなという思いが

するものですから。これは、すばらしい事業で

はないかなというような気がするもので、こう

いった治山ダム等を利用した取水施設、少々の

雨では詰まったりストップするようにならんよ

うな、そういったものを本当に、少しずつでも

。していっていただきたいというふうに思います

まだそういうところも、間違いなくあちこちに

ありますから、ぜひ、進めていただきたいと思

います。

この事業で 言われるとおり 1,600○山下委員 、 、

。万というのはわずかな金額だろうと思うんです

だから、かなり事前に防げる場所とかがあるん

ですが、いわゆる危険箇所の、本当に何カ所し

かこれはできないだろうなという思いなんです

が。1,600万といえば、３分の２の事業でも１カ

所ぐらいしかできんとかなと思うんですが。

水源の確保対策で、私の都城でも中山間に住

んでおられる方が、沢の水とか、いわゆる湧水

、を引っ張って飲料水に使っておられたんですが

もう今は 大規模化で山の木を切っていくでしょ、

う。そうすると、水が枯渇しちゃうんです。慌

てて、もう生活用水がなくなってくるというこ

とで、緊急的にボーリングをして水の供給をし

たり、下から水を持っていってあげたり、その

状況が非常に多いんです。

だから、ただ、これはもう簡易型で、自分で

つくっているものをちょっとコンクリートをし

て、泥だめと、適正に水が。災害に強い飲料水

の取水でしょうけれども、結局、この事業化の

中で、やっぱり環境が、山の形態がどんどん変

わってくるわけですから、今まで本当に自然的

に湧水が出たり 沢の水があったものがなくなっ、

てきている状況もありますから、深く調査をし

ていただいて、県内でどういう状況が起きてい

るのか、その状況も見ていただきながら、新た

な水対策を、水源の確保というのは考えていか

ないといけないのかなと思っていますが。

現地の状況をしっかり把○廣津自然環境課長

握して、対応できるようにしていきたいと思い

ます。

また、広葉樹あたりを植樹する活動をされて

、 、いるグループがあって そこで10年とかたって

今まで沢に水がなかったところに水が出てきた

というような事例もあるようですので そういっ、

たハード面の整備と森づくりとをあわせてやっ

ていければいいというふうに考えております。

今、山下委員が話したように、予○外山委員

算が非常に少ないと思うんですが、これは、３

カ年で1,600万でしょう 違う……。事業期間─

というのは、29年から31年じゃないんですか。

1,600万は、29年度に予定○廣津自然環境課長

している……。

いわゆる市町村がやる事業に対し○外山委員

、 、て３分の２を助成するわけですけれど これは

ほかのいろんな事業の中の一つでしょうから、

いいと思うんだけれども、この事業効果にある

ように 「安全・安心に暮らせる環境づくりが進、

められ、集落機能の保全ひいては国土の保全が

図られる」と、随分最後は話が大きいよね。だ

から、その割には予算が少ないなと思って、３

番を読んだらどきっとしましたけれど、この事

業は、これがとっかかりで、これからいろんな

ことを取り組んでいくわけですね という認─

識でいいですか。

これは、一般財源が財源○大坪環境森林部長

ですので、最初から大きな事業としてスタート

するわけにはまいりませんけれど、私も、今年

度に災害現場をずっと回ってまいりました 五ヶ。
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瀬、椎葉、諸塚、そして都城も行ってまいりま

して、切実な状況というのは、本当に肌で感じ

たところでございます。

ですから、こういう事業をきっかけとしまし

て、いろんな災害に強い県土づくりというもの

を市町村と一緒に進めていきたい。その中で、

本当に需要が多ければ、また次年度の予算の中

で、十分に議論していくということにしていき

たいと考えています。

この事業は○なので、あれなんで○井上委員 改

すけれど、市町村のほうからの要望箇所みたい

なのって、大体どのくらいあるものですか。

19ページの一番下の水源○廣津自然環境課長

の確保対策事業ですけれど、これは、改善事業

の中で以前からやっている事業ですが、ここら

あたりについては、今年度の時点で要望をとっ

たところ、３カ所ぐらいが手を挙げているとい

う状況です。

上は。○井上委員

上については、集会施設○廣津自然環境課長

については、先ほど言いましたように、要望を

とっている段階ではなくて、過疎地域等にある

集落数というのが1,200ぐらいあるという数字が

ございますので、その中から要望されるところ

について手を打っていきたいと思います。

関連もしくは自然環境課内であ○右松委員長

ればお願いします。先ほどの部長答弁に期待を

、 。いたします なければ ほかの課に移ります─

１点だけ、221ページの森林機能保○河野委員

全対策総合整備事業費、これが、28年度に比べ

て大きく減額されていますが、これの減額理由

と、あと、例えば他の事業にクリアされている

んだということの、補足の説明があればお願い

します。

森林機能保全対策総合整○渡 森林経営課長

備事業費ですけれども、大きく減額された理由

は、昨年度、６月補正等でいただきました合板

・製材生産性強化対策、要するに非公共の間伐

事業、こちらが大きく減額をしております。今

年度は、未利用間伐材利用促進対策ということ

で、森林整備加速化基金を活用しました境界の

明確化だけを行うこととしております。昨年度

は、間伐とか、それから作業路網の開設もあり

ましたけれども、こちらは国の事業がなくなり

ましたので、その分を減額ということでありま

す。

減額された内容を、他の事業でク○河野委員

リアしているということはないということです

ね。

間伐事業、それから作業○渡 森林経営課長

道の開設事業につきましては、公共事業の森林

整備事業費、こちらのほうで対応するというこ

とにいたしております。

森林経営課ですけれど、森林簿地○井上委員

番情報等緊急整備事業、市町村における円滑な

林地台帳の作成を支援するというようになって

いるんですけれど、市町村における林地台帳の

作成状況というのは、大体どんな状況なんです

か。

この事業自体は、平成28○渡 森林経営課長

年の森林法改正で、市町村が新たに林地台帳を

つくることとなりました。現在は、まだどの市

町村も作成はしていないという状況でありまし

て、来年度から作成に取りかかるわけでありま

すけれども、市町村単独ではなかなか難しいと

いうことで、県としましては、法務局から登記

情報をいただいて、さらに県で保有しておりま

す森林簿の情報、こちらを活用しまして林地台

帳の原案を作成いたしまして、市町村にそれを

提供していくと。市町村は、それをもとに来年
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度、あるいは再来年度で林地台帳を作成すると

いうことでございます。

林地台帳らしきものもないという○井上委員

こと。全然、ゼロなんですか。

この林地台帳は、森林法○渡 森林経営課長

に定められたものでございまして、これにかわ

るものとしましては、今までは県のほうで地域

森林計画を作成したときの基礎データでありま

す森林簿情報、こちらを市町村に提供しており

ました。

それは、活用できないものなんで○井上委員

すか。

森林簿の情報ですので、○渡 森林経営課長

地籍調査等が終わっているところまで全て反映

しているかどうかというのは、ちょっと怪しい

ところもございますので、この林地台帳を作成

する上では、法務局からの地籍、登記簿情報等

をいただいて、それにプラス県で持っている森

林簿情報を付加しまして、台帳を作成するとい

うこととしております。

今の言い方だと、３年間で全市町○井上委員

村 山に関係あるようなところと ないところっ、 、

てそうないと思うんだけれども、それは、大体

予定として、これだけでどのくらい進む予定な

んですか。

この台帳自体につきまし○渡 森林経営課長

ては、平成30年度末までに、全市町村で作成す

るということにしております。

ただし、その後も、内容につきましては、精

度向上を図っていきながら、台帳の運用をして

いくということでございます。

台帳の必要性というのを、市町村○井上委員

にしっかりわかっていただかないといけないけ

れども、そこがないと、なかなかこれをつくり

上げることは不可能に近いんじゃないかなと

思って。いや、大変なんじゃないかなというの

は、実はそう思うんです。線引きは、確かにき

ちんとしたほうがいいに決まっているし、いろ

んなことが今は問題視されているので、それは

確かにそうなんだけれども、実際にゼロからの

出発みたいなふうに言われると そうなのかなっ、

て、ちょっと厳し過ぎる出発だなというふうに

は思うんですけれどね。

ですから、この台帳の作○渡 森林経営課長

成は、市町村だけではちょっと難しいというこ

とで、県がその作成を今回の事業で支援してい

くとしております。

そりゃそうよ。だから、これをす○井上委員

るんだけれど。だから、市町村がそういうふう

な、もう全く何もなしのところで、足でという

ふうにできるかと言われたら、なかなかちょっ

とあれなんだけれど。これは、確かにそうなん

けれど、やれるのかな。

これにつきましては、再○大坪環境森林部長

三御説明していますとおり、森林法という国の

法律が改正されまして、全国、全市町村で林地

台帳なるものをつくるということになったわけ

ですが、当然ながら、委員がおっしゃいました

ように、いきなり市町村に全部やりなさい、し

かも、それを２年間でやりなさいというのは、

大変無理な話でございます。

それで、林野庁のほうで、国と地方での協議

の場というのが、本年度、設置をされまして、

全国知事会の代表、全国市長会の代表、全国町

村会の代表が集められまして、そこで３回ほど

議論がなされて、こういうやり方だったら市町

、 、村でもできるんじゃないかという方法が 先般

示されたところでございます。全国知事会の代

表は、本県の河野知事が就任をして、いろいろ

意見を述べました。
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ですから、そういう国と地方の協議を経ての

スタートということになりますので、いきなり

市町村が寝耳に水でわっという感じにはなりま

せん。ですから、十分に準備期間はあったはず

ですし、県としてもそこは十分に認識をしなが

ら、最大限の策を講じていくということで、と

りあえず２年間で一応の形になるものをつくり

たいと思います。

ただ それは もう十分な精度の高いものじゃ、 、

ございませんので、３年目以降ずっと、順次そ

の精度を高める努力をしていくということにな

ります。

関連があればお願いします。も○右松委員長

、 、 。しくは 森林経営課内であれば お願いします

、○図師委員 26ページのみやざき林業入門塾で

この事業も、ぜひ事業成果を上げてほしいと思

うんですが、ただ、ＵＩＪターンの促進にとい

うこともうたわれておるんですけれども、もう

既にこれは改善事業ですから、取り組まれてい

るかもしれないんですが、ＵＩＪターンを希望

する方が林業につかれるのはいいんですけれど

も、御家族のフォローをどうするのか、住む場

所をどうするのか、教育をどうするのか、そう

いうのをワンストップでパッケージ化したサー

ビス提供ができているのかどうか、教えてくだ

さい。

みやざき林業入門塾等研○渡 森林経営課長

修事業でありますけれども、①のおためし林業

体験ツアー、こちらは、環境森林部としまして

は初めての取り組みでございます。

委員がおっしゃったように、林業だけではな

くて、要するに山村の暮らし、山村の実情等も

見ていただくということで考えております。

そのために、県内外から30名ほど、これは、

期待を持った見込みですけれども、そういう方

々を集めまして、山村の実際の暮らし、それか

ら、林業とはどういうものかというのを見てい

ただきまして、林業への就業の可能性を体験し

てもらうと、高めてもらうというようなことで

考えております。初めての取り組みでございま

す。

であれば、なおのことただの体験○図師委員

にとどまらず、その地域のよさ、例えば、郷土

芸能がこんなのがあるとか、農家民泊も兼ねて

とか、空き家はこういうところがあるとか、何

分走れば学校、病院があるとか、地域の方の交

流も含めた市町村との連携というのも必然だと

思いますが、そのあたりの計画はいかがでしょ

うか。

具体的にどこまでと言わ○渡 森林経営課長

れると、まだ難しいんですけれども、そういう

ことも含めまして、十分に検討してまいりたい

と考えております。

関連もしくは森林経営課内でお○右松委員長

願いします。

今言われたことの中でですと、こ○黒木委員

の事業の中で、事業内容の③にフォレスター養

成等研修というのがありまして、27ページの下

の写真の中では、フォレスターがたくさん養成

されているような感じがするんですけれども、

現在のフォレスターの状況というのは、どうい

う状況でしょうか。

フォレスター自体は、ほ○渡 森林経営課長

ぼ県職員、それから国有林職員が取っておりま

して、県内では約20名ほどの資格取得者がござ

います。

これは、九州ブロックの研修事業の風景でご

ざいまして、各県から集まってきた人たちの研

。修ということで御理解いただきたいと思います

わかりました。ことし、29年度が○黒木委員
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再造林元年というふうな位置づけをして、今後

取り組むということですけれども、今の山の状

況を見ておりますと、再造林率というのが、恐

らく低下していると思います。これからどうい

、 、う森林をつくっていくのかというのは 我々の

今の世代の課題だと思うんですけれど そういっ、

たものをフォレスターになるような人たちが

しっかりと指導していくと。そして、次世代に

どういう森林を残していくというのが、大きな

課題ではないかなというふうな気がするもので

すから、再造林に向けての、多くを言えば、今

後の森林をどうするかというようなこと。難し

いのは、森林の中では私有林があり、公有林が

、 、 、あり 国有林があり それぞれ所有形態も違う

面積も違うから、林業の政策というのは非常に

難しいと思うんですけれども、その中で、公益

的機能を私有林に求めなさいといっても、個人

の持っているものに何を言うかと言われる可能

性もあったりして、どちらかというと、公有林

とか国有林に公益的に機能を持ってほしいなと

いうような気もするんですけれど、そういう中

で、しっかり将来にうまくデザインするような

山づくりができればいいなと。こういうフォレ

スターの役割というのは、今後、非常に大きく

なってくるなと思うのです。これをしっかり取

り組んでいっていただきたい。

誰かにしっかり指導してもらわなければ、本

。 、当にそれぞれやりたい放題になったら 後世に

昔の人は何をしていたんだと言われないような

取り組みをしっかりしていただきたい、人材育

成をしていただきたいというふうに思います。

要望ということで、お願いしま○右松委員長

す。

219ページの森林整備地域活動支援○外山委員

交付金事業費、8,300万ですか。これは、１点教

えてほしいのは、どういったことに支援するの

と、支援対象というのはどういうところがある

んですか。

これは、説明をしました○渡 森林経営課長

、 、 、けれども 森林経営計画の作成促進 要するに

森林組合等が経営計画を作成する場合に、その

経費、同意の取りまとめであるとかという費用

の支援をする。

それから、施業の集約化ということで、間伐

を実施する場合に、間伐を一緒にしませんかと

いうことで、市町村で箇所をまとめる、そうい

う施業の集約化。

それから、森林境界の確認、こちらの境界を

確認しまして、簡易な測量をするという部分に

も支援をいたします。

それから、一番大きいのが、作業路網の改良

でございます。これは、間伐を実施する箇所に

ついて作業道の改良、要するに、敷き砂利をし

たりとか、舗装したりとか、そういう改良をす

るようなことに対して、これで支援をいたして

おります。

先ほど、食料改善の中で、食○島田副委員長

材が余るということもあるんですけれど、使っ

た材料は全部売れるんですよね。ニシタチの問

題が、きょうの宮日の中に入っていて、ニシタ

チが潤っているんですけれども、ニシタチが潤

わなければ、第１次産業でつくった農産物は売

れないわけですよね。その分、使ってもらうと

いうのはいいんですけれど、捨てる部分が問題

になっているだけであって でも やっぱりどっ。 、

ちが正しいかとなると、経営が一番大事になっ

てくると思うんです。この中で、やっぱり食料

も捨てるほど使ったらいけませんよというのは

わかるんですけれど 使っていただくことによっ、

。 、 、て農業は成り立つわけですよね そこは 今後
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考えていかなければならない問題でしょうが。

林業に例えてやるとき、いわゆるクリーンエ

ネルギーの対策をされて、小径木をあっせんさ

れますよね。ところが、小径木をあっせんして

クリーンエネルギーをするもんだから、未利用

材というのはだんだんふえていく。その未利用

材の中に、本当の製品も入ってくるわけですよ

ね そこが 未植栽地とか 違法伐採につながっ。 、 、

ていくわけです。

林業団体と話をしたときに、合法材、認証材

というのを市場でどのように確認できるのかと

いうことになって、やっぱりあそこでは確認で

きないじゃないですか でも 伐採許可をもらっ。 、

たときに、しっかりすればいいんでしょうけれ

ど、自分の山がどこにあるのかわからない、境

界もわからないというのがあるから、ここで森

林台帳というのを市町村がしっかりつくるわけ

ですから、森林組合としっかりと手を結んで、

対策を講じていかなければ、将来の20年後、30

年後というのは見えないと思うんです。

その中で、境界測量の中にＧＩＳ、ＧＰＳと

いうのを導入していただいたときに、本当に助

かったなと思うんです。その効果が、徐々に出

てきているんですが、さらにグレードアップす

るためにドローン、この計画は、この中に入れ

てもらいたかったと思っているんです。

環境森林部の予算を100％使っていただけれ

ば、林家というのは全部潤ってくるわけですか

ら、補正予算で残らないように、この予算の100

％を執行されたときには、早目に使っていただ

くということと、今後の問題として、ドローン

施業というのがこれから取り沙汰されてくるん

じゃないかなと思うんです。そういうところを

、将来的なことで部長に要望したいんですけれど

部長の考え方を、見解を教えていただければと

思いますので。

予算の執行につきまして○大坪環境森林部長

は、せんだっての補正予算の御審議の中でも御

指摘されましたように、しっかりと有効に使っ

ていく、計画的に執行していくということが何

よりも大事です。

ですから、きょう御提案しました来年度の予

算につきましても、承認がなされれば、そこを

十分に留意しながら、より計画的な執行に努め

ていきたいと思っております。

それから、合法材、認証材の話が出ましたけ

れども、例えば、きょうの資料の28ページ、29

ページの中で、スギの次世代モデル、流通モデ

ルの構築事業なんていうのも新規事業で出しま

した。したがって、今後、そういう合法材、認

証材を重視する流れというのは間違いなく進み

ますので、そこに乗りおくれないように、しっ

かりと県としてもこういう供給体制というのを

つくっていきたいと思っているところです。

それから、ドローンとかいう御指摘もありま

したけれど、これは、それぞれに地域ごとの山

会議をつくっていろいろ議論しますんで、そう

いう中でいろんな提案が多分出てくるんだろう

と思っています。ですから、そこは提案をお聞

きして、できるだけ柔軟に対応できるようにし

ていきたいと思いますし、制度がないものにつ

いては、国に提案したり要望したりしますし、

県の事業でないものは、次年度の事業予算を検

討する中で検討するということで、新しい御提

案についても積極的に挑戦していきたいと、そ

んなことで、総合的に進めていきたいと思って

おります。

ありがとうございます。○島田副委員長

もう一点だけ、静岡の龍山森林組合で独身寮

と社宅をつくったんです。林業構造改善事業で
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できたんですけれど、今はその事業がなくなっ

たんです。木材利用をするために、モデル事業

として、森林組合は独身寮社宅をつくってもい

い時代になったんじゃないかなと思うんです。

これも、法を守る側として法は曲げられないけ

れども、でも、石橋をたたき過ぎると全てが壊

れますので、だから、ある程度はそういうとこ

ろも今度検討してもらえませんかねと思ってい

るんですけれど、いかがでしょうか。

かつては、林業構造改善○大坪環境森林部長

事業でいろんなことができたということは承知

しておりますが、やはり時代の流れの中で、現

在ではそういう制度がないということです。

ただ、一方では、木造化・木質化の流れとい

うのは間違いなく強まるだろうと思っておりま

す。いろんなところに、従来使われていなかっ

たところに木を使っていくという時代になって

いくでしょうから、新しい木材の用途を拡大す

る、広げていくという視点でそういう御議論に

ついても、積極的に参画していきたいと思って

おります。

ありがとうございます。○島田副委員長

島田副委員長で、森林認証材が○右松委員長

入りましたので、山村・木材振興課に移っても

大丈夫ですか 山村・木材振興課のほうで質─

疑をお願いします。

今、島田副委員長が入ったもので○黒木委員

すから、お聞きしたいんですけれど、今部長が

言われたみやざきスギ次世代流通モデル構築事

業ですけれども、29年５月に合法木材流通促進

法が施行されるわけですけれど、これの概要に

ついてお伺いしたいと思います。

こちらの○三重野みやざきスギ活用推進室長

法律の概要ということでございます。現在、政

府調達につきましては、グリーン調達法という

、 、ものがございまして 使用する木材については

合法性が証明されたものを利用しなさいと、そ

ういった取り組みがなされております。

これを、今回の合法木材流通促進法につきま

しては、民間の取引にまで拡大しようというも

のでございまして、具体的には、例えばハウス

メーカーなどが、私達の扱っている材は合法材

に限りますといった宣言をするとしますれば、

山側のほうもそれに応じてきちんと、取り扱っ

ている材料は合法性が証明されているというも

のを段階的に証明していきなさいと、そういっ

たサプライチェーンを見せていくと、そんな制

度になるやに聞いております。

ということは、合法木材と合法で○黒木委員

ない、いわゆる違法木材、これはどこで証明す

るのか、その証明方法。今、認証材という話も

ありましたけれども、それとか今、いろんなそ

ういったものの枠というものが決められようと

して、木ははっきり決まっているかどうかわか

りませんけれど、そこはどういう証明方法をさ

れるのでしょうか。

こちらの○三重野みやざきスギ活用推進室長

合法性の証明方法 これが まさに今 パブリッ、 、 、

クコメントをかけている最中でございまして、

基本的には国内の材料につきましては、国内の

法令に遵守されている、具体的には、伐採届を

きちんと多段階で川下まで確認できるという仕

組みをもって認め、それを第三者機関が確認を

すると、その仕組みができたものについて合法

性証明を与えると、そのような流れになるやに

聞いてございます。

県内の木材、きちんと生産された○黒木委員

木材が、その法律に乗りおくれないというか、

きちんと流通できるように、今後、しっかりと

指導していただきたいと思います。
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委員が御○三重野みやざきスギ活用推進室長

指摘のとおりでございまして、県内の違法伐採

の問題であるとか、盗伐の問題であるとか、さ

まざまな問題が出ているやには考えてございま

す。

そうした中にありましても、こうした環境に

きちんと配慮されている、合法性が証明されて

いるといったルールは、いち早く乗り込むこと

で県産材の需要拡大というところにもつながり

ますし、何よりもそれを通じて山にきちんと木

が植えられるというサイクルをつくり出すとい

うことにつながるものでございますので、こう

した予算を活用させていただきながら、その体

制づくりをしっかり取り組んでまいりたいと考

えてございます。

227ページの（事項）の林業・木材○山下委員

産業構造改革事業費６億8,000万なんですが、

さっき、４番、５番について説明をされたんで

すが、４番が、いわゆる現場ですよね。木材を

搬出するための機械導入やら、そのことだろう

と思うんですが、５番が、製材所が加工する、

そういう認識だろうという思いで説明を聞いた

んですが。もう今は、高性能機械等がかなり普

及して、少ない人材の中で、多面積の山の伐採

。 、がもう本当に拡大的に進んでいるんです 私は

さっき冒頭、部長が説明されましたように、再

造林元年にしたいと、そのことで大きな柱を、

今年度事業で言われました。

私は、今のところ、木の植林、これは、まだ

全て手作業ですよね。だから、私は、一番難儀

な世界が、もう今は、木の伐採は、これだけ機

。 、械化が進んで楽をするようになった であれば

本当に再造林の元年にするんだったら、これに

対する植林の機械化、後の下払い、５年ぐらい

、 、は毎年しないと もうだめになるわけですから

そこ辺の機械化、そういうことは何も研究され

ていないんですか。

造林のほ○三重野みやざきスギ活用推進室長

うの機械化というお話でございました。国のほ

うでも、新しい高性能林業機械の次の機械の開

発という予算はついておりまして、いろいろ実

証というのが取り組まれていると聞いておりま

すが、ちょっと残念ながら、現場のほうに実際

に投入できるといったものまでは、まだ実用化

には至っていないという状況でございます。

委員が御指摘のとおり、山の造林の作業をど

う効率化していくかということは、また非常に

重要なことでございますので、もちろん機械の

ところだけではなくて、よい苗木を使うである

とか、下刈り方法のところを見直すだとか、さ

まざまな取り組みを、今回のみやざきスギ次世

代流通モデル事業の中でも、素材生産事業者に

造林にも取り組んでもらおうと、そういった取

り組みなども入れたりしながら、その部分の効

率化というのがしっかりできるように取り組ん

でまいりたいというふうに考えてございます。

これだけ伐採面積がふえてきて、○山下委員

さらにまた30年 40年後に 日本一をずっと 25、 、 、

年、50年後を目指してやるんだという部長から

のお話も 冒頭にありました それをやるんだっ、 。

たら、今のような人材不足の中では、私は、そ

んな夢物語だろうと思うんです。

だから、早く機械化導入をやって。だって、

人間で植林しても、僕らも植えていたんです

が、20本ぐらいしか自分では持ち運びができな

い。それを、絶えず上り下りしながらやらない

といけない。もうそういう作業をする人はいな

いと思うんです。

ぜひ機械化をお願いしたいと思うんですが、

それから、以前、下払いの負担を軽減するため
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に除草剤を試験的に使っていたような状況が

あったと思うんですが、その検証結果と、今は

可能性というのはないのかどうか、見解をお伺

いしたい。

まず、前○三重野みやざきスギ活用推進室長

段のほうのお話でございます。作業者もなかな

かいないということもございますので、今回、

モデル的でございますが、素材生産事業者によ

る植栽というところに取り組ませていただこう

と考えておりますのは、まさに素材生産事業者

は、必ず山に行って伐採をするという行為をし

ます。でありますれば、ここの造林をするまで

のつながりが厳しいということであれば、そこ

を 「いや、私は木こりなんで木は植えません」、

ということではなくて、やはりそこは植えて、

それが、自分たちが20年、30年たったときにま

た仕事になるというつながりで見ていただきな

がら、造林作業というところに少しでも入って

いただこうということかなと思っております。

造林のほうの機械ということは、本当に御指

摘のとおりでございまして、私どももアンテナ

を高くして 使えるものというのをしっかり使っ、

て取り組んでいきたいというふうに考えてござ

います。

まだ実用化には至ってい○大坪環境森林部長

ないようですけれど、いろんな研究がされてい

るようでして、先般、林野庁に参りましたとき

も、作業をすごく省力化できる作業用のスーツ

なんていうのも、試験研究が進んでいるやに聞

きましたので、そういった情報をちゃんと収集

しながら、おっしゃいましたように、何とか再

造林率が高まるような、労働ができるだけ軽い

負担でできるような林業の姿というのも、十分

に検討してまいりたいと思います。

先ほど委員がおっしゃっ○渡 森林経営課長

た除草剤の件でありますけれども 特に県で使っ、

たということはございませんけれども、過去、

除草剤が残留されて、問題になったという話は

聞いておりますけれども、その後の状況につい

ては確認しておりません。

前段のほうから行きますけれど、○山下委員

今、山の斜面に高性能機械をでーっと道路をつ

くりながら行きますよね。伐採が終われば、山

。 、 、肌をもとに戻している 僕も あの状況を見て

また地すべりが出ないのかなという思いもある

んですけれども、せっかく山の中腹までずっと

作業道を入れていくんだったら、私は、伐採が

済んだ後は、その作業道を即修理するんじゃな

くて、さっき言われたように、植林まで伐採業

者にそこまでさせるんだということですので。

であれば、もう本当に効率よく、伐採が済んだ

後にすぐに植えつけができるような作業道の機

械の搬入を あの道路をうまく使って一挙にやっ、

ていくと。その体制をとらないと、僕はもう、

。そんな造林というのは簡単にはいかないと思う

ぜひ、よろしくお願いしたいと。

それと、除草剤の件。除草剤も、私の地元で

も、森林組合が、国有林やったかな、使った経

緯があったんです。やっぱり効果があったみた

いで、それが、残留が残るのか、それとも、水

源ですから水源的な問題が環境的に出るのか、

。そこ辺の見解がどうなのかをお聞きしたいです

下払いがまたかなり労力をとるわけですから、

そこ辺がわかったらまた教えてください。

先ほど委員がおっしゃっ○渡 森林経営課長

た伐採後すぐ造林をするという件でございます

けれども、森林経営課の事業で、再造林推進事

業費ということで、県内でもそれを、伐採後す

ぐに造林するということができないかというこ

とで、今、試験施工をしているところでありま
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す。県森連等に委託しまして、県内で５カ所ほ

ど選びまして、実際に効率はどうなのか、どれ

だけ低コスト化できるかというのを、今、実証

している段階でございますので、ぜひ、伐採後

すぐに造林するという取り組みは、今後の必要

な取り組みの一つだと思っていますので、それ

は取り組んでいきたいと思っています。

残留農薬については、私どもは、ちょっとわ

かりかねます。

、 、 、○山下委員 だから 機械化の問題は 以前は

手で木挽きしては、それを切って、いわゆる商

品にならないところは、現場でやっていたんで

すよね。もう今は全部、ユンボで寄せて、高性

能で寄せて、いわゆる端材はそこで処分します

よね。１カ所に、大体それをバイオ発電に持っ

ていったり 昔みたいに 我々は ごそ と言っ、 、 「 」

ていたんですが、そういうものが集約できるん

ですよね。だから、僕は、機械化で植林という

のは不可能じゃないと思うんです。だから、そ

こをやっぱり早く開発していただきたい。それ

をお願いしておきたいと思います。

山村・木材振興課内でお願いし○右松委員長

ます。また、関連があればお願いします。

228ページの木材需要拡大推進対策○山下委員

費の新規事業「都市と産地を結ぶ木づかいスト

ーリーＰＲ事業」が説明されましたけれども、

川崎市が、僕らはいろんな調査に行ったり、も

う今は県と連携をとっているということなんで

すが、これ以外にも新たなところがあるんです

か、こことの連携ですか、教えてください。

都市と産○三重野みやざきスギ活用推進室長

地を結ぶ木づかいストーリーＰＲ事業というこ

とでございます。こちらは、委員がおっしゃら

れたとおり、まさに川崎との連携を一つの契機

としてございます。川崎市との連携をやった結

果、私ども宮崎県と都市部、首都圏の木を使う

いろんな企業さん、そういったつながりが大変

。強化されたというふうに評価されてございます

その中で、今年度につきましては、25周年の

記念事業の中で 「木本」という、宮崎の産地の、

杉だけではなくて、それが生まれてくる背景、

それにかかわる人々 山村の暮らしと そういっ、 、

たものを包括的に御紹介させていただく資料を

作成しました。

そういったものをＰＲ資料で使っております

と、今までおつき合いのなかったところがさら

に関心を持つ、そういう好循環が生まれてきて

おりますので、そういったものを扱いながら、

新しい方々を探していこうということで考えて

おります。

ですので、どこか特定の市というよりも、新

、しく宮崎とおつき合いをしていただく企業なり

その人々のネットワークでいろんな取り組みが

広がることをこの事業でやっていきたいと考え

てございます。

これは、僕らも川崎市に行ったと○山下委員

きに、応接のテーブルとか椅子とか、宮崎県産

材が使ってあったんです。家具の生産も、都城

を中心に、有名なんですけれども、家具とかそ

ういうものは、もう全くこの中には入っていな

いんですか。

この木づ○三重野みやざきスギ活用推進室長

かいストーリーＰＲ事業そのものは、ＰＲのた

めの事業でございますので、この中で家具をど

うこうしてという話は、実は、直接はございま

せん。

ただし、川崎市を中心とした企業、あるいは

川崎市との間で、杉の利活用についての検討会

というのを設けてございます。その中に、さま

ざまな検討部会を設けておりますが、家具につ
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きましても、家具を杉として使った場合にどの

ようにすればいいのか。やはり家具は、これま

で広葉樹が中心で出てきてございます。

例えば、委員が見ていただいた川崎市の市役

所の応接室も、シオジという木を使っておりま

す。広葉樹中心でございまして、杉につきまし

ては、どちらかというと後発組、やわらかいと

いう特性もありますので、なかなか家具には不

向きだと言われてきた、こういった経過がござ

います。

、 、しかしながら 独特のやわらかさであるとか

家具として見直したときに、こういうよさがあ

るじゃないかといった方向性もありますので、

そういった材料を検討部会の中で、どうすれば

杉などについても、広葉樹で使っていくのかと

いうのを、特性を研究しながら、いろんな用途

につなげていきたいと考えてございます。

御指摘のとおり、家具であるとか内装材とい

うのは 次に宮崎の杉が向かう商品のラインアッ、

プをふやしていく方向としては、間違いなく開

拓していく必要があるというふうに考えてござ

いますので、そちらについても、来年度の事業

でもしっかり取り組んでまいりたいと考えてご

ざいます。

ぜひ、県産の木に関することは、○山下委員

協調して一緒にやれるようにお願いしておきた

いと。

山の宝を活用した所得向上支援事○黒木委員

業ですけれども、この中に、農山漁村で年収100

万円アッププロジェクトというのが書かれてあ

るんですけれども、今、林業関係でいえば林業

作業員、この人たちの所得の調査をしますと、

平均すると200万ぐらいかなというような気がし

ております。それは、天候に左右されたり、い

ろんなことがあるんですけれども、そういうこ

とを考えると、やはり言われている100万円アッ

プする。そして、学校、高校に通学できないと

ころは、何らかの行政的な支援をすれば、何と

か生活ができるなというような気がするもので

すから。私はずっと、これまでの所得の状況と

かを調べてみると、やはりここ20年ぐらいの間

で、公共事業がどんどん減少しておりまして、

もうピーク時の半分以下になっておりますけれ

ども、そういうこと。それから、入札制度改革

もあったりして、結局、現金収入源が中山間地

域、それと、特に山村部においてなくなってき

た。統計を見ると、農外所得というのがどんど

ん減ってきたという状況がよくわかるものです

から、そのためにどうしたらいいかというと、

私は、今ある林業技術センターを中山間地域振

興センターにまで拡大して、これは、宮崎県の

センターではなくて九州のセンターにすべきだ

ろうなと。そうすると、人の往来もできるし、

、 、そして 所得の向上につながるという思いから

ずっとこれまで議場で言ってきたりしたんです

けれども。今回、こういうプロジェクトができ

たというのは非常にありがたいことだなと思っ

ております。

部長は、この100万円アッププロジェクトのう

ちに、どのようなものをどういうふうに今後対

応していくのか。これは、いろんなメニューと

かそういったものがあって、その中から選択し

ていく。市町村それぞれに合ったものを選びな

がら、一気に100万とか行かないから、いろんな

ものを組み合わせたもので所得アップしていく

必要があると思うんですけれども このプロジェ、

クトに関して、部長の考えをお伺いしたいと思

います。

このプロジェクトは、本○大坪環境森林部長

当に所得を向上させたいという目的ですので、
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行政側の押しつけだったり、行政が何か事業を

つくったから、こんなことができたというだけ

では育たないわけでして、やはりそれぞれに住

んでいらっしゃる方が、自分はこういうことを

して、このぐらいの現金収入を増額させたいと

いう、そこがないと本当のものにはならないん

だろうと思っております。

そういう観点で、今、環境森林部で作業して

いますのは、例えばこういうことをしたら、年

間10万円ぐらいアップになりますよとか、そう

いうメニューリストを作成しようとしておりま

す。今でも、手元に約30ぐらいのずらっとした

具体的な提案事項があるんですけれども、そう

いうことをちょっと整理をして、１冊の冊子に

まとめて、そして、それを山会議なんかを通し

て、それぞれ市町村なり地域なりにお配りをし

て、それぞれの地域、それぞれの個人で、自分

はこんなことをしよう、我が地域はこんなこと

にみんなで挑戦してみようとか、何かそういう

機運が高まるといいなというふうに思っている

ところでございます。

現実問題としては こういう林業分野だけじゃ、

なくて、当然、農業分野の所得、商工分野の所

得、あるいは福祉分野の所得だってあるわけで

すから、そういう各部とも連携をしながら、こ

のプロジェクトをもっと前向きに進めていこう

と思っているところであります。

多分、農政のほうからも新しい事業で、100万

円アップに関する事業の御説明があろうかと思

いますし、来年度の予算の中では、福祉保健部

のほうからも新しい事業が出るというふうに聞

いておりますので、そういうことで、いろんな

メニューを御提示しながら進めていきたいなと

考えているところであります。

ある移住対策に取り組んでいると○黒木委員

ころ、非常に実績を上げているところとかを調

査しますと、やはりビジネスモデル、そういっ

たものを、いろんなものを組み合わせて、それ

ぞれ条件に応じて、こういうものがありますよ

というような提示をして、その中から選んでも

らって成果を上げているというところもありま

す。ここは、横断的に取り組んで、そして、住

民の中からしょっちゅうそういう話題が出るよ

うな取り組みにしていただいて、実のあるもの

に、これも、単年度じゃなくてしていただきた

いということを要望しておきたいと思います。

所得向上支援事業について、関○右松委員長

連があればお願いします。山村・木材振興課で

どうでしょうか、なければ総括に行きますけれ

ど。これで３課はよろしいでしょうか。

〔 はい」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で自然環境課、○右松委員長

森林経営課、山村・木材振興課の議案の審査を

終了いたします。

、 。総括質疑の準備のため 暫時休憩いたします

午後２時55分休憩

午後３時０分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

各課の説明及び質疑が、全て終了いたしまし

た。

これから総括質疑を行います。環境森林部全

般について質疑はありませんでしょうか。

代表質問の中でも、勉強しながら○河野委員

途中で挫折してしまったことを質問したいんで

すけれど、新エネルギービジョンで、たしか25

年から34年までのビジョンを立てられた、その

中間年度が29年度ということで、中間目標の達

成をするための、今回この予算というのが組ま

れていると思うんですけれども、そこら辺を聞
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きたいなと思います。

、○大西環境森林課長 新エネルギービジョンは

おっしゃいますように、平成25年度から平成34

年度までの10年計画ということで、これまで計

画を進めてきたところなんですが 来年度がちょ、

うど中間年ということになりますので、一応見

直しの年ということになっております。

それで、特に重点的に取り組むとした太陽光

でありますとかバイオマス、これは、もうすで

に計画値を超えておりまして、いずれにしても

見直しの必要があるということでございます。

、来年度に見直しをする計画ではございますが

もう一つ考えなくてはいけない要因が出てきて

おりまして、固定価格の買い取り制度の大きな

見直しがありましたり、あるいは、最近の動向

として水素エネルギーの利活用、こういった問

題も出てきておりますので、来年度もしくはそ

の次の年ぐらいまでかかるかもしれませんが、

総合計画の見直しという時期も、また次の翌々

年度には出てまいりますので、そういったとこ

ろとの兼ね合いを考えながら、十分な議論、見

直しをしていく必要があろうかというふうに考

えております。

特段、来年度について、予算的にしっかりと

したものが、今は組めているわけではないんで

すが、既定の予算の中で調査・研究等も含めて

取り組んでまいりたいと考えております。

今の答弁にあったように、印象的○河野委員

に水素がぽんと総合政策のほうから出てきて、

新エネルギーのビジョンがどういうふうな達成

を目指しているのかというが、ちょっとわから

なくなったので質問をしました。

29年度の予算の前から、環境森林○井上委員

部は少し変わりつつあるなということを実感し

ながら、環境森林部に期待をしているところな

んですが、先ほどちょっと言いましたが、所得

向上とそれから人材の確保というのは物すごく

リンクしていると思うので、そこも含めていろ

いろなものを、そこに集約をしていけるように

していかないといけないと思うんです。

先ほど森林簿と、それから地番情報等緊急整

備事業の話をしたときには、再造林元年にした

いと部長がおっしゃっているわけで、そのこと

は強いメッセージとして、そして、だからこそ

市町村も一体となって、どこに植えたらいいの

か、何をどんなふうに植えるのかということも

含めてそうなんだけれども、そこをきちんと整

理していくということが、頭にきちんと整理さ

れていないといけないと思うんです。

それで、政策的に何かがおかしいとかと言っ

ているわけではないので、それをどう具現化し

ていくのかということのほうが、大事なのでは

ないだろうかというふうに思うわけです。

それで、議場でも再三にわたって部長の答弁

から出ている山会議が、具体的な推進体制の大

きな力、エネルギー、エンジン部隊になると思

うんですが。それは、本当に地区協議会の中に

、 、は市町村もちゃんと入っているわけで さっき

市町村がというと、すっと引いたみたいな話に

なって、うまく前に出てきていないというのを

すごく残念に思うわけだけれども、だから、そ

ういうことを丁寧にしっかりとやっていられな

いと、再造林も何もあったものじゃないという

ふうに思うんです。

だから、よく職員の人たちの言葉から出るの

に、誤伐という話が出るけれど、盗伐ではない

のかというものもあるし、実際、私自身も歩い

てみると、本当に盗伐じゃないのかと思えるよ

うなのもいっぱいあるわけです。

だから 山をしっかりと自分たちででもわかっ、
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ていないと、思いもかけないところが、べらっ

と全部太陽光になって 山本来の姿ではなくなっ、

てきているということが、実際に起こるわけだ

から。

だから、そういう意味でいうと、山会議とい

う中で、そういうことを含めてきちんとした議

論が、こういう場所が今までなかったわけだか

ら、これができるということは、大変重要な場

所だというふうに思うので、情報の共有化とい

うか、具体的な政策を具体的に回していくとき

の情報の共有化でもあるので、そこがどう活用

できるのかというのは、大変重要だと思うんで

すけれど、これは、現実にどうなって、どう動

いていけるというふうに思っていいですか。

昨年11月の杉の25周年記○大坪環境森林部長

念大会のパネルディスカッションで、さまざま

な御意見を頂戴しまして、そういうものをしっ

かりと進めていくエンジンをつくらなくちゃな

らないということを痛感いたしました。

それで、もう一つ、昨年度から環境森林部長

をやっていまして、意外に感じましたのが、林

業政策というのが、国は国有林をやっている、

県や市、そしてそれぞれの林業団体が、それぞ

れの持ち分に応じてやっていて、お互いがかみ

合う場面というのが意外に少ないなということ

。 、 、を感じました そして 同じ林業団体の中でも

、 、例えば森林組合とか 素材を生産する組合とか

苗を供給する組合とか、それぞれが頑張ってい

らっしゃるんですけれど、お互いに議論する場

がない。総じて見ていまして、やっぱりばらば

ら感があるなということを痛感したところでご

ざいます。

それともう一つは、地域に回ったときに、す

ごく地域差がある。そして、その地域の問題と

いうのも、それぞれ固有の問題としてあるとい

うこと。そういうことを踏まえますと、地域ご

とに横割りで、みんなで議論して、みんなで施

策を進めていくような、そういうエンジンをつ

くらなくちゃならないということを痛感したも

のですから、こんな格好で山会議をつくること

にいたしました。

この会議を設置するに際しましては、当然な

がら、それぞれの、農林振興局の林務担当課長

たちが中心になりまして、それぞれの市町村な

り林業団体とも十分に協議をしながら、やっと

こんなふうな格好でスタートできる状態になり

ました。

それで、もう既にこの地区協議会は先行させ

てスタートしておりまして 北諸が今年の１月26、

日に、もう設置されました。ここをスタートに

しまして、２月に中部、そして、３月になって

南那珂、児湯、西臼杵、東臼杵と順に、今、設

置されている状況でございます。それから、県

の全体のこの推進本部のほうも、３月１日付で

設置をしました。

ようやく議論のスタートに立ったという段階

ですが、やはりそれぞれ皆さんと話をしていま

すと、抱えている問題は似ています。そして、

同じような問題意識、切実な問題意識を持って

いらっしゃいますので、これをいいエンジン、

いい横割りの議論の場にしていって しょっちゅ、

う議論を進めていって、先ほどもちょっと話し

ましたけれど、ここでやれること、そして、新

、しい制度とか新しい予算がないとできないこと

そういったことをいろいろと出していただきな

がら、国の施策、県の施策、市町村の施策にも

反映させていきたいし、林業団体同士の連携、

例えば、伐採から再造林までの一貫した仕組み

をどうするかということも含めて、議論をして

いきたいなと思っているところであります。



- 55 -

平成29年３月13日(月)

私は、再造林の話をしたときに、○井上委員

部長から、西臼杵支庁とか各農林振興局ごとに

というような言い方をされたので、あれがすご

く衝撃的というか、ああ、やる気だなというの

を受け取らせていただいたところなんです。だ

から、そういう具体性がないと、再造林なんて

実際はできないわけです。

うちの県議会の林活も、非常にそのことには

強い思いを持っているので 議論をさせてもらっ、

ていて、市町村議会の林活も、本当はきちんと

動いてほしい。私の足元である宮崎市は、なか

なか林活議連なんかも動きが非常に鈍かったん

ですけれど、実際に台風16号のときのあの被害

を見れば、山の上を見てくれと、住民の方に何

度も申し上げたら、いろんな要望書が市のほう

にも出て、それで、林活の人たちが、自分のと

ころの分収林をきちんと見にいこうじゃないか

と言って、先日にあった宮崎市の林活議連の中

で、市議会の中で議論をやっと、具体的に動こ

うという話になったわけです。具体性がないと

少しも、政策をいいのを持っていても、とても

残念だなと思うわけです。

そして、私は、先日、林活で韓国に皆さんと

一緒に行かせていただいたときに、こんなに努

力されて、海外へ打って出る出方も、以前とは

全く違う形で出ているわけです。私が最初に韓

国やらに行ったころの木材についての考え方と

か、それから、製材業の方たちの受けとめ方も

全く違っておりましたから。

具体的に建っている家も見せていただきまし

たので、だから、そういう意味でいうと、山も

具体的に動いているわけです。その動いている

ことと、それの力が下のほうに浸透していない

ということが、非常に残念なんです。

だから、各地域のところにいる人たちが、い

る人たちそのものが努力していかない限りは、

先ほど、山の宝のお話をされたときにも、具体

性があって、ただ、そこの人たちも努力をしな

いとだめなんだということを部長は言われたけ

れど、それが正しいと思うんです。だから、そ

、れぞれのところがそれぞれの力を発揮しないと

持ち場持ち場で発揮しないと 本当に山の問題っ、

て解決していかないと思うんです。

だから、所得向上と人材確保をどうしていく

のかということを考えたときに、本当に具体的

に100万円所得をアップさせていけるような力を

私たちが持つには、本当に細かな、今、私たち

が持っている施策の具現化というのをちゃんと

やらないといけないと思うんです。

さっき、みやざきスギ活用推進室が、本当に

具体的に海外にも打って出て、技術センターの

小田所長が、あれほど韓国の皆さんにも熱く、

そして、あれほど地域の人たち、韓国の方たち

から信頼を得て、こういうことはなかなかもう

ないと思うんです。

、 、そして 市町村にも打って出ますということ

他県の市にも打って出ますということを室長が

おっしゃっていましたので、こういうことを、

一つ一つを丁寧に積み上げていかないと、山の

生産日本一のところががたがたしていたら、と

てももったいないなというのが、実際にそうい

うふうに思うわけです。

ですから、一つ一つのことを丁寧にやり上げ

ていくには、その予算総体が足りないのか、そ

れともスタッフが足りないのか、何が足りない

のか、私にもよくわからないんですけれど、私

も公社のことをちょっと言いましたが、長年こ

こにいるので、そして、林活の役員をずっとし

てきているので、公社のことってとても気にな

るんです。林業協会さんはどうしておられるの
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か、山にかかわっている関係者はどうしておら

れるのか、それをちゃんと精査する必要という

のはちょっとあるのではないのかなと、今回、

予算を見ていてそんなふうに思うんです。

、 、だから 受けとめるのと予算書を見るのとで

ちょっと温度差があるような、聞いているとそ

こがリンクしてというか、きちんと合う。だか

ら、ほかのセクションの人たち、ほかの部の人

たちも引きずっていかないといけないというふ

うに、私は思うんです。

だから、商工観光労働部も、本当に、環境森

林部だけにお願いしますわと言っている場合

じゃないので、海外に打って出るときには一緒

に、そういう意味での力を発揮してもらわない

といけないと思うので。

だから、予算の立て方、総体が間違っている

わけではないだろうけれども、獲得すべき予算

は獲得して、本当に具体的に使っていただきた

い、きちんと使っていただきたい、そういう思

いがあって、今回の予算審議をさせていただき

ました。

だから、本当にこの山会議が、具体的にきち

んとそういう力に、エンジン部隊になっていた

、 、だけるように 市町村の頭も変えていかないと

ちょっとやっぱり難しいところがあるのじゃな

いかなというのが、それがちょっと気になると

ころで、市町村との温度差が余りにもあり過ぎ

て、そこ辺はきちんとやっていただくといいな

と思います。

県は知っている、でも、市町村は知らないと

いうことが多過ぎるということは、全てにおい

て、それはよく感じる話なので、そこは丁寧に

やっていただかないと、具体的には動かないの

ではないかなと思いますので、これはもう本当

に、要望というか、お願いに近いんですけれど

も、そういう意見を持ちましたので、お願いし

ておきたいと思います。

お願い、要望ということで。○右松委員長

ほかにありますでしょうか。

木材利用技術センター、小田所長○黒木委員

にお伺いしたいと思います 先ほど聞けばよかっ。

たのかもしれませんけれども、大径材がどんど

んふえていって、10年後には30％を超すという

ことで、今、センターにおいても利用・加工の

試験を行っておりますけれども、宮崎の林業を

振興していくに当たって、今後、木材利用技術

センターが果たしていく役割とか、どういう研

究をしたほうがいいのか、進むべきなのかと、

考えがあったらお伺いしたいと思います。

現在の木材○小田木材利用技術センター所長

利用の中で、あるいは構造材の考え方等々を考

えますと、先ほど認証材の話がありましたが、

最近の新聞の情報を見てみますと、日本農林規

格、ＪＡＳが、今まで規格材というふうに言っ

ていましたけれども、それを認証材というふう

な言葉に改めるというような記事が出ていまし

た。

つまり、国際的な流れの中で、規格化された

ものというもの全てに認証という言葉を当ては

まるというような、そういう流れの中に乗っか

るということでしたので、東京オリンピック・

パラリンピックのこともありますし、そういう

流れの中で、やはり木材の流れというのも、結

局は認証された材に収れんされていくのではな

いかと考えられます。

ですので、そういった寸法であるとか、規格

であるとか、含水率であるとか、そういったも

のが全て規格化されたような製品をつくるとい

うのが、将来の木材産業の大きな目標になるの

ではないかなと考えます。
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ですので、それらがきっちりとつくれるよう

な技術を開発していくというのが、多分、木材

利用の販路を拡大するためには最も重要なこと

ではないかなと考えます。

ですので、そんなに技術的に難しくはないん

ですけれども、なかなか取り組んでいかれない

といったようなことがありますので、それらを

丁寧に関連業界の方々と、いかにしてできるよ

うにしていくかといったようなことを考えてい

くというのが、大きいのかなと考えます。

、 、 、それと あと一つは ＣＬＴとか集成材とか

そういったものの使い方、それに対して使って

、 、 、いくために 例えば 接合部の開発であるとか

実際に建てるときにどのような問題が起こるか

といったことを、実例を確かめながらやってい

くのが大事なのかなと考えています。

主には、大体、そのようなことが大きな課題

かなと考えます。

ありがとうございました。○黒木委員

来年度ですけれども、一つの大きな課題は、

森林環境税をどうするかという問題だと思うん

ですけれど、与党の税制改正大綱ですか、それ

では29年度中に結論を出すというようなことに

なっておりますけれども、この件について、国

から何らかの説明なりはあっているんでしょう

か。

国が、○長友みやざきの森林づくり推進室長

今、創設を検討しております国税版の森林環境

税、これにつきましては、ことし１月に、一応

都道府県に対しまして、全国５会場で説明会を

開催しております。

そしてまた、３月以降、今週の16日に、また

林野庁のほうで、都道府県に対して説明会が開

かれますし、また、市町村に対しても意見等の

聴取を今後やっていくということで伺っており

ます。

森林環境税は県税版があり、多く○黒木委員

の都道府県であるということで、それが、国税

版ができるといろんな問題も生じてくるのかな

というような気がするものですから、二重課税

だというようなあれもあるし、この前、議会で

も林活議連で意見書を出したときに、こういう

新たな税はつくるべきでないという意見もあり

ました。安定した財源確保が見込めたら、それ

はもう、そういう新たな税はつくる必要はない

と思うんですけれども、こういういろんな事業

をやっていく上においても財源が必要でありま

すし、日本の林業は特に育林経費がほかの国に

比べてかなり要ると。大げさには10倍ぐらいか

かるんだと言う人もおりますけれども、それぐ

らい費用のかかる問題って、なかなか採算性が

厳しいものがある。一方で、地球温暖化対策に

も取り組まなければならないと、そういう課題

の中で、ぜひ、安定財源確保のためには、やっ

ぱり森林環境税を創設してもらいたいと思うも

のですから、そのためには、やはり林業先進県

、 、である宮崎県が リードすべきだと思いますし

全国知事会とかで、宮崎県、河野知事にぜひリ

ーダーシップを発揮してやっていただきたいと

思いますが、部長のほうから強くそれを求めて

いただきたいと思いますけれど、御意見をお伺

いします。

特に再造林元年と銘打っ○大坪環境森林部長

て頑張ろうとしている矢先ですので、やっぱり

日本の林業の一番先頭を走っている宮崎県が、

再造林対策がうまく回るような仕組みというの

を、この新しい森林環境税で何とか実現できな

いかなということを感じております。

今後、政府の議論はだんだん具体的になるん

でしょうけれど、今の段階で、私が聞いている
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範囲では、現在、都道府県がやっている森林環

境税には影響がないような、そういう制度設計

をしたいと。新たに市町村のほうで使えるよう

な、そういう財源にしたいということです。

ただ、それが再造林とかにも使えるかどうか

といった点なんかは、まだ微妙ですので、そう

いったところを十分に訴えながら、都道府県が

やっている施策と、市町村が今後再造林を中心

にいろんな森林整備をしようとする、そういう

業務にうまく充当できるような、そういう制度

設計になるように、しっかりと提案・要望して

まいりたいと考えております。

よろしくお願いします。○黒木委員

ほかにありますでしょうか。総○右松委員長

括になります。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上を持って環境森○右松委員長

林部を終了いたしますが、一言だけお礼を申し

上げさせていただきたいと思います。

全国一の森林県にふさわしく、大坪部長を初

め職員の皆様のこの１年のすばらしい取り組み

に、心から敬意を表する次第であります。

来年も、山会議を初め幾多の新規事業があり

ますので、私も、その推進を楽しみに、心から

応援させていただきたいと思います。

ことし１年、大変お世話になりました。あり

がとうございました。

暫時休憩いたします。

午後３時22分休憩

午後３時24分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

あすの委員会は、10時から農政水産部の説明

から行いたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○右松委員長

します。

その他、何かありますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして、○右松委員長

本日の委員会を終了いたします。

午後３時24分散会
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午前９時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 黒 木 正 一

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 郡 司 行 敏

農政水産部次長
原 田 幸 二

（ 総 括 ）

農政水産部次長
宮 下 敦 典

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
成 原 淳 一

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 福 嶋 幸 徳

農 政 企 画 課 長 戎 井 靖 貴

新農業戦略室長 牛 谷 良 夫

農業連携推進課長 山 本 泰 嗣

ブ ラ ン ド ・
原 拓 実

流 通 対 策 室 長

農業経営支援課長 大久津 浩

農業改良対策監 長 友 博 文

農 地 対 策 室 長 花 田 広

農 産 園 芸 課 長 甲 斐 典 男

農 村 計 画 課 長 竹 下 裕一郎

畑かん営農推進室長 山 下 恭 史

農 村 整 備 課 長 甲 斐 康 真

水 産 政 策 課 長 田 原 健

漁業・資源管理室長 外 山 秀 樹

漁 村 振 興 課 長 田 中 宏 明

漁港整備対策監 押 川 定 生

畜 産 振 興 課 長 坊 薗 正 恒

家畜防疫対策課長 久保田 和 弘

工 事 検 査 監 吉 田 勝 己

総合農業試験場長 加勇田 誠

県立農業大学校長 後 藤 俊 一

水 産 試 験 場 長 兼 田 正 之

畜 産 試 験 場 長 西 元 俊 文

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

委員会を再開いたします。○右松委員長

当委員会に付託されました平成29年度当初予

、 。算関連議案等について 部長の説明を求めます

。○郡司農政水産部長 農政水産部でございます

よろしくお願いします。座って説明をさせてい

ただきます。

お手元の環境農林水産常任委員会資料、１枚

めくっていただき、目次をまずごらんいただき

たいと思います。本日は、予算議案２議案、特

別議案２議案、それから、その他報告１項目を

説明させていただきたいと思います。

開いていただきまして、まず予算議案につい

てであります。１ページでございます。

平成29年度農政水産部予算案の基本的な考え

方について、まず御説明をいたしたいと思いま

す。

１の（２）にございますように、28年度、本

平成29年３月14日(火)
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年度は、産地パワーアップ事業や畜産クラスタ

ー事業等に積極的に取り組ますとともに、ＪＡ

等と連携した本県独自の営農指導体制、宮崎方

式営農支援と申し上げておりますけれども、こ

、 、れに取り組むなど 国際競争に打ち勝つ産地と

それを牽引する担い手の育成に努めたところで

ありまして、徐々にではありますが前向きな動

きも出てきているところであります。このよう

、 、な状況も踏まえまして ２にございますように

平成29年度、来年度は、昨年の６月に策定いた

しました第七次宮崎県農業・農村振興長期計画

（後期計画）及び、下にありますけれども、第

五次宮崎県水産業・漁村振興長期計画（後期計

画）に掲げます重点プロジェクトを強力に推進

したいと、そのように考えておりまして、その

ための予算を編成したところであります。

次のぺージ、２ページをちょっと見ていただ

くとありがたいんですが、ここにフロー図を掲

げております。フロー図で少し説明をさせてい

ただきたいと思います。

まず、農業関係でございますけれども、プロ

ジェクトが２つございます。四角の枠に囲んで

ありますけれども、農業のほうでは、国際競争

を勝ち抜くマーケットイン型の産地経営体育成

プロジェクト、これにつきましては、販売力強

化、それから、生産力の向上、人財の育成、こ

の３つの柱を立てておりますけれども、その中

で販売力の強化からいきますと、本県農水産物

の県内加工の促進というのがあります。その下

に、ＥＵ輸出基準に対応した食肉処理施設の整

備、それから、生産力の向上のところにありま

すように、イノベーションによる産地経営体の

育成、さらには、その下にあります全共３連覇

、 、対策などを強化するとともに その下のほうに

もう一つのプロジェクト、多様な地域特性・資

源を生かす地域づくりプロジェクトといたしま

して、中山間地域の所得向上対策、それから、

世界農業遺産認定を生かした地域活性化等、中

山間地域農業の振興にも積極的に取り組むこと

といたしておるところであります。

また、水産業の関係でございますが、水産業

にも２つのプロジェクトがございまして、未来

へつなぐ漁業担い手プロジェクト、それから、

魅力ある水産業構築プロジェクトを推進するた

、 、めに 横に事業が４つ掲げてありますけれども

新規参入、担い手への継承促進、あるいはその

下にあります水産加工品の開発支援など、プロ

ジェクトに関する施策に集中的に予算化を行っ

たところであります。

概略はこういうことなんですけれども、次の

ページ、３ページをちょっと見ていただくとあ

りがたいと思います。

ここからが予算の関係になります。議案第１

「 」 、号 平成29年度宮崎県一般会計予算 それから

議案第11号「平成29年度宮崎県沿岸漁業改善資

」 。（ ）金特別会計予算 をここに掲げております １

の平成29年度歳出予算課別集計表の欄を見てい

ただくとありがたいんですが 中ほどに 平成29、 、

年度当初予算額というのがございます。一般会

、 、計の合計の欄 網かけをしておりますけれども

合計で398億1,924万4,000円をお願いしていると

ころであります。また、その下、特別会計沿岸

漁業改善資金でございます。合計の欄を見てい

ただくと、２億1,042万8,000円をお願いしてお

ります。この結果、一般会計と特別会計を合わ

せた農政水産部全体の予算額は、一番下、ここ

も網かけをしておりますが、400億2,967万2,000

円となり、対前年当初予算と比較で、一番横に

なりますけれど、88.2％となっております。前

年度に比べてかなり減となっておりますが、そ
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の主な要因といたしましては、農産園芸課の産

地パワーアップ事業や畜産振興課の畜産クラス

ター事業など、ＴＰＰ関連対策の国庫補助事業

の減によるものだというふうに考えておるとこ

ろであります。

続いて、次のページを見ていただきたいと思

います。４ページでございます （２）平成29年。

度一般会計当初予算債務負担行為の追加につい

てでありますけれども、債務負担行為について

も、この一覧表にあります事項について追加を

するということでございまして、後ほど説明を

させていただきたいと思います。

次に、委員会資料の６ページをお開きいただ

きたいと思います。

この６ページからが当初予算案における新規

・重点事項ということで、19の事業を掲げさせ

ていただいております。次のページから44ペー

ジまで、19の事業について掲げております。

それから、飛びますけれど、45ページです。

ここからが特別議案ということになります。ま

ず、議案第22号「使用料及び手数料徴収条例の

一部を改正する条例 、それから、あけていただ」

いて、47ページが議案第42号、農政水産関係建

設事業執行に伴う市町村負担金徴収について、

この２議案、それから、49ページになります。

その他報告ということでございますけれども、

平成29年度農政水産部組織改正案について、そ

れぞれ担当課長から説明させていただきますの

で、よろしくお願いしたいと思います。

私のほうからは以上であります。よろしくお

願いします。

部長の概要説明が終了いたしま○右松委員長

した。

これより２課ごとに班分けをしまして、トー

、 、タルで５班になりますが 議案等の審査を行い

最後に総括質疑の時間を設けることとします。

歳出予算の説明につきましては、重点・新規

事業を中心に行い、あわせて決算における指摘

要望事項に係る対応状況についても説明をお願

いします。

なお、委員の質疑は、２課の説明が終了した

後にお願いします。

それでは、初めに、農政企画課、農業連携推

進課の議案の審査を行いますので、順次説明を

求めます。

。○戎井農政企画課長 農政企画課でございます

お手元の歳出予算説明資料、こちらの279ページ

をお開きいただきたいと思います。

農政企画課の平成29年度当初予算につきまし

ては、一般会計のみで28億6,780万6,000円をお

願いをしております。主な内容につきまして御

説明をさせていただきたいと思います。

ページをおめくりいただきまして、282ページ

をお開きください。

中ほどにございます （事項）中山間地域活性、

化推進費の２の新規事業でございます「中山間

地域農業年収アップ支援事業」また、次の段に

ございます（事項）世界農業遺産里山コミュニ

ティ創出事業費の２の新規事業であります「世

（ ） 」、界農業遺産 ＧＩＡＨＳ 地域力育成支援事業

こちら２例につきましては、別冊の環境農林水

産常任委員会資料のほうで詳しく御説明をさせ

ていただきたいと思います。

資料を移っていただいて、常任委員会資料の

７ページをお開きいただきたいと思います。

新規事業「中山間地域農業年収アップ支援事

業」についてでございます。１の事業の目的・

背景でございますけれども、中山間地域の営農

集団等を対象にしまして、100万円以上の年収向

、上を目標とする年収アップ実践プランの策定と
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その実現のための支援を行うことによって、中

山間地域の農業所得の向上を図るというもので

ございます。

事業の概要につきましては、右のページで御

説明をさせていただきたいと思います。まず、

上段の右のほうをごらんいただきたいと思いま

すが、年収アップ実践プランナー活動事業でご

ざいます。これによりまして、100万円以上の年

収向上に向けた年収アップ実践プランの策定を

農業改良普及センターが助言指導してまいりま

す。

次に、策定したプランの実現に必要な施設、

機械等の整備を行うんですけれども、それが、

左の年収向上実践事業、こちらで行うことにな

。 、 、ります 整備後も 普及センターによりまして

プランの実現までの指導を行ってまいりたいと

いうふうに考えております。また、事業導入前

後において、きめ細かなや助言指導を行うこと

によって、事業効果を確実なものにしてまいり

たいというふうに考えてございます。

中段をごらんいただきたいと思います。

中山間地域では、農外所得も重要なウエート

を占めてくるというふうに考えてございますの

で、農外所得も含めて100万円アップということ

を目指したいというふうに考えておりまして、

、 、右に円グラフがございますけれども 農外所得

農業所得というふうに分けて、それぞれ50万円

を想定して、この事業を進めていきたいという

ふうに考えておりまして、農業所得では50万円

について、本事業で取り組んで、農外所得につ

いては、庁内の関係各課で連携をした対策を進

。めてまいりたいというふうに考えてございます

その下をごらんいただきたいと思います。

具体事例を挙げておりますけれども、中山間

、地域の田畑は狭いという特徴がございますので

本事業では、そういった狭い田畑でも50万円程

度の所得が確保できる事例をモデルとして進め

てまいりたいというふうに考えております。具

体的には、事例を２つほど上げてございますけ

れども、一つは、ラナンキュラス栽培に必要な

ハウス、例えば、５アールの導入で事業をやる

と。また、繁殖牛増頭のために、飼料畑作付に

必要となる小型の機械を導入するとか そういっ、

た事業を予定をしているところでございます。

左のページの２の事業の概要にお戻りいただ

きまして、予算額につきましては、国庫また地

方創生推進交付金等を財源にしまして1,200万

円、事業期間につきましては、平成29年度の１

年間でお願いをしたいというふうに考えてござ

います。

次に、９ページ、お開きいただきたいと思い

ます。

新規事業「世界農業遺産（ＧＩＡＨＳ）地域

力育成支援事業」についてでございます。１の

事業の目的・背景の欄をごらんいただきたいん

ですけれども、高千穂郷・椎葉山地域世界農業

遺産につきましては、一昨年の12月にその認定

を受けまして、本年度は関係５町村やＪＡ、ま

た観光協会、県等で構成する協議会の組織体制

の構築や、また、地域資源等に係る情報収集、

またロゴマークの作成などの活動を行ってきた

ところでございます。

今後は、これらの取り組みをもとに、町村み

ずからが取り組む活動への支援など、認定を生

かした取り組みの一層の活性化を図ってまいり

たいというふうに考えてございます。

事業概要につきましては、右側のページで御

説明をさせていただきたいと思います。左側に

３つ並んでございますが、本事業は、世界農業

遺産の１つ目 「活かす」ということと 「育て、 、
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る」ということ、また 「繋げる」という３つの、

言葉をキーワードに取り組みを進めてまいりた

いというふうに考えております。

まず 「活かす」の取り組みにつきましては、、

町村の活動を支援をするために、有識者をＧＩ

、ＡＨＳアドバイザーとして派遣をするとともに

棚田などの地域の観光資源の掘り起こしや磨き

上げ、また、ロゴマークを活用した商品ブラン

ドの創出などの支援を行ってまいりたいという

ふうに考えております。

次の「育てる」でございますけれども、人材

育成のために話し手と聞き手が対話を重ねて、

語り手の経験や思いを文章化をしていくという

「聞き書き」という手法がございますが、こち

らを中学生や高校生の地域文化の学習活動に取

り入れるということを行っていきたい。また、

地元宮崎大学や、京都と、今、連携をしている

んですけれども、総合地球環境学研究所と連携

をしましたワークショップを開催したり、調査

研究に取り組んでまいりたいというふうに考え

ております。

次に、最後の「繋げる」の取り組みでござい

ますけれども、日本、中国、韓国の３カ国持ち

回りで開催をしております東アジア農業遺産学

会（イラス）というものがございますが、こち

、らの誘致に向けた検討を進めたいということと

また、世界農業遺産として世界への貢献もあわ

せて求められておりますので、本県大学等の留

学生をインターンシップを活用して、認定地域

で受け入れる、取り組みを実施するほか、国内

７つのＧＩＡＨＳサイトと連携したＰＲ活動を

。行ってまいりたいというふうに考えております

左のページにお戻りいただきまして、２の事

。業の概要の欄をごらんいただきたいと思います

予算額につきましては、地方創生推進交付金等

を財源としまして2,700万円、事業期間は平成29

年度の１年間を予定しております。

農政企画課からは以上でございます。よろし

くお願いいたします。

農業連携推進課でご○山本農業連携推進課長

ざいます。歳出予算説明資料にお戻りいただき

まして、285ページをお願いいたします。

当課の当初予算は４億6,614万6,000円をお願

いしております。

それでは、主な内容について説明いたしま

す。287ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）新農業振興推進費の

１、みんなで実践みやざき食の安全・地産地消

推進事業のウの新規事業「食品ロス削減もった

いないプロジェクト推進事業」とその下の２の

「 」改善事業 食農連携による経済好循環創造事業

につきましては、後ほど常任委員会資料で説明

いたします。

その下の３の新規事業「食の機能性研究基盤

構築事業」の640万ですが、これは、フードビジ

ネス推進課が所管する国庫事業で、別途2,300万

円を計上しておりまして、合計2,940万円で事業

を実施することとしております。この事業は、

県と宮崎大学が有します農水産物等の機能性に

関する研究シーズを活用しまして、食の機能性

解析拠点を構築するために人・臨床試験の研究

。体制を宮崎大学の大学病院に整備するものです

次に、288ページをお開きください。

（事項）農産物流通体制確立対策費の５の改

善事業「東九州軸青果物輸送に向けたモーダル

シフト加速化事業」は、後ほど常任委員会資料

で説明させていただきます。

最後の（事項）構造政策推進対策費の３の改

善事業「コラボでＧｏｏｄ！６次産業化推進事

業」につきましては、６次産業化に取り組みま
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す農林水産事業者が食品加工企業等と連携した

１次加工などに取り組む際に必要な加工機器等

の整備を支援するものでございます。

次に、当初予算案の主な事業等を説明いたし

ます。常任委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。

まず、食品ロス削減もったいないプロジェク

ト推進事業であります。本事業は、世界的な問

題となっております食品ロスに着目し、本県の

食育・地産地消活動の一環として新たに、もっ

たいないプロジェクトを展開する事業です。

次の12ページのポンチ絵で事業を説明させて

いただきます。本事業は、年間632万トンと推計

されております食品ロスを、食品ロスの原因と

なっております家庭と事業所に着目しましてプ

ロジェクトを展開していくことで具体的な発生

抑制に取り組むものです。

まず、家庭向けプロジェクトとしまして、野

菜の皮や茎など、家庭で捨てられているところ

をおいしく食べる、もったないレシピの開発や

料理講座に取り組みます。レシピの開発につき

ましては、みやざき食と農を考える県民会議

に112名の食育ティーチャーがおりますので、彼

らとの連携や一般公募により進めてまいりたい

と考えております。

次に、事業所向けプロジェクトとしまして、

農業生産場面での規格外品や食品加工の場面で

発生します加工残渣などを有効活用する未利用

資源活用セミナーやこれら未利用資源の機能性

に着目しました加工残渣等の活用に向けた取り

組みを進めてまいります。

さらに、県民向けプロジェクトとしまして、

宮崎大学と連携したアイデアコンテストや毎年

開催しております健康と食のフェスタを活用し

た総合的な普及啓発、それから、啓発映画の映

写会などにより、もったいないの心の普及・定

着に推進してまいります。

11ページに戻っていただきまして予算額は550

万円、事業期間は31年度までをお願いしており

ます。

次に、13ページをお開きください。

食農連携による経済好循環創造事業でありま

す。本事業は、国の地方創生推進交付金を活用

し、農水産物の新しい付加価値を創出するため

の技術開発や食品加工など、食関連産業の集積

等に必要な６本の事業を推進します。

14ページ、右側ポンチ絵で各事業を説明させ

ていただきます。

まず、リクエスト生産に対応できる産地改革

という視点から、担い手が減少する中でいかに

産地を維持していくかを明らかにする産地ビ

ジョンの策定や新規就農者トレーニング施設へ

の支援、輸出やオリ・パラへの食材提供に必要

なＧＡＰ等の取得支援を行います。

、 、次に 新しい付加価値の創出という視点から

量販店などで期待が高まっております機能性表

示食品を推進するため、宮崎大学と総合農業試

験場、食の安全分析センターなどが連携しまし

て、食品の機能性成分の分析から、細胞・動物

試験、人・臨床試験を一体的に展開します機能

性解析拠点を整備します。また、農産物の輸出

拡大に向けまして、引き続き残留農薬の輸出前

検査に取り組むこととしております。

最後に、産地加工の推進という視点から、食

品加工企業などとの契約取引を推進しますコー

ディネーターの配置や農業大学校を活用した食

品加工研修、食品加工専攻の農業高校生の実務

研修などの人材育成、それから、本県特産の高

級魚でありますハモの産地加工体制の整備など

に取り組むこととしております。
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13ページに戻っていただきまして、２の事業

概要の予算額は6,300万円、事業期間は平成30年

度までであります。

次に、15ページをお開きください。

東九州軸青果物輸送に向けたモーダルシフト

加速化事業であります。本事業は、遠距離のト

、ラック輸送を取り巻く環境が厳しさを増す中で

昨年４月に、宮崎－北九州間が開通しました東

九州自動車道を活用した新たな海上輸送ルート

の開発や効率的な中山間地域の物流ネットワー

クの構築を目指すものであります。

16ページのポンチ絵をごらんください。

本県青果物流の現状は、西回りの九州自動車

道を利用しましたトラック陸送に大きく依存し

ておりまして、また、カーフェリーは青果物の

最盛期には、乗船できないトラックが発生して

いること、それから、本県初のＲＯＲＯ船につ

きましては、運航スケジュールや船の規格が青

果物出荷に対応していないなどの課題を抱えて

おります。また、諸塚村や椎葉村などの中山間

地域におきましては、担い手の減少や高齢化に

よりまして、運送業者による集荷場への搬送や

、ＪＡによる集荷が難しくなってきておりまして

新たな集荷・輸送体制の構築が必要となってお

ります。

このため、左下の絵のように、県内を県北、

県央、県南のブロックに分けまして、県央のカ

ーフェリーを旗艦としながら、県外のＲＯＲＯ

船も活用した新たな東九州軸の輸送ルートの構

築を目指してまいりたいと考えております。

次に、右の中山間地域型モーダルシフト促進

事業では、宅配業者や公共バス等を利用しまし

た青果物の貨客混載の実証を行いまして、これ

を、東九州軸の輸送ルートと結ぶことで、大消

費地に向けた県産青果物の安定的な供給体制の

確立を目指してまいります。

15ページに戻っていただきまして、予算額

は274万8,000円、事業期間は平成31年度までを

お願いしております。

農業連携推進課の説明は以上でございます。

ありがとうございました。議案○右松委員長

に関する説明が終了いたしました。各課ごと、

それから、関連する質疑はないか確認しながら

進めていきたいと思います。委員の皆様からの

質疑をお願いいたします。

まず農政企画課なんですが、説明○図師委員

にはなかったんですけれども、281ページの（事

項）連絡調整費です。部内連絡調整費等３項目

上がっておるんですが、この主な内容を教えて

ください。

連絡調整費につきまして○戎井農政企画課長

は、1,508万6,000円を計上しておりますけれど

も、部内連絡調整費につきましては、旅費とか

の一般事務費、また、電話代等、そういった一

般的な事務費になってございます。また、その

、下の政策調整研究費というものにつきましては

今後の農政水産政策の企画立案に必要な基礎調

査、こういったもろもろの調査を実施する経費

として300万円を計上していると。また、その下

、 、の100万円の調整事務費につきましては その他

調整、迅速に対応するためのいろいろな備品等

の購入費に充てるものでございます。

部内の連絡調整にしては大きい額○図師委員

だなというのが印象としてはあるんですが、説

明では、旅費なり事務関係費ということなんで

すが、ちなみにですが、この部内連絡調整費で

一番大きい額を占めていらっしゃるのがその旅

費ということなんでしょうか。また、その旅費

が何人分、どこへというものも、大体概算で出

されておれば教えてください。
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額につきまして、少し大○戎井農政企画課長

きく見えているところは、農政企画課のほうで

各農林振興局、こちらの分の旅費を計上してい

るので、額としては結構大きくなっていると、

需用費と旅費ということで計上をしているとこ

ろでございます。

ちょっと人数ということではないんですけれ

ども、振興局につきましては、局長等の幹部職

員の旅費ということで計上させていただいてお

ります。あとは農政企画課の職員の旅費、需用

費になります。

額が大きい印象があったもんです○図師委員

から、今回また特に和牛の全国大会等あります

から、そういう意味で経費が嵩んでいるのかな

という気もしたんですが、前年度とも比較して

もそう大きくは変わってませんので、毎年大体

これぐらいのが計上されているというふうに理

解はいたします。この件は以上です。

関連、もしくは農政企画課内で○右松委員長

あればお願いします。

委員会資料の７ページ、８ページ○黒木委員

にあります中山間地域農業年収アップ支援事業

ですけれども、これは、28年度、農山漁村で年

収100万円アッププロジェクト事業に関する取り

組みであると思いますし、きのうの環境森林部

でもこれに関する事業の説明があったわけです

けれども、この事業の事業主体が市町村営農集

団と、それから県ということになってますけれ

ども、この営農集団というのは具体的にどうい

うものを想定されておるんでしょうか。

従前の県の事業と同様○牛谷新農業戦略室長

に３戸以上の農家等からなる集団ということで

考えております。

事業内容の中の年収アップ実践プ○黒木委員

、 、ランナーというのが出てきますけれど これは

どういう方を想定されているんでしょうか。

プランナー活動事業と○牛谷新農業戦略室長

いうことでしておりますけれども、これにつき

ましては、アドバイザーとして中山間等のほう

に助言をいただけるような方について、普及セ

ンター等を窓口にして、その営農集団が計画を

策定するのに必要な方を招聘して、いろいろと

、御助言をいただくという方を考えておりまして

具体的にどなたという名前を、今の時点では想

定しているわけではございません。

たしか何人かで昨年の暮れ、人口○黒木委員

増加率が全国２位の十島村というとんでもない

離島なんですけれど、そこに行ったら、そこは

県の事業を使って、仕事ビジネスプランという

のを立てておりまして、いろんな農業、漁業、

そういった面でこういう規模をこうやったらこ

ういう所得がありますよというふうないろんな

ビジネスプランがあって。その中には、この事

業の中にも、福祉保健課関係のあれも書いてあ

りますけれども、子育てビジネスとか高齢者へ

の福祉ビジネス、そういったもののいろんなビ

ジネスプランを提供して、そして、そこは移住

対策をやっているんですけれども、移住者に対

しても、定住者に対しても、そういうプランを

提供して、ここから自分の好きなもの、また条

件に合ったものを選んでということで人口をふ

やしているところで、こういう取り組みがある

なと。一つ重要なことは、やっぱりそういう具

体的なプランを示すということが、本当に50万

円アップ、100万円アップにつながるんではない

かなというふうな気がしたもんですから。こう

いう取り組みを、ぜひいろんな町村の関係者と

も意見を交わしながら こういうプランをつくっ、

て、そして、実際にもうこれが単年度で終わる

ではなくて、実際に実を結ぶような実践に取り



- 67 -

平成29年３月14日(火)

組んでいただきたいというふうに思います。そ

ういう意味では、農業改良普及センター、これ

が非常に出番がこれからますます多くなると思

、 、うんですけれども 職員の人の話を聞きますと

こういうものをしたらどうでしょうかといった

提案をしても、いや、うちは高齢者ばかりだか

らできないという答えが返ってくることもある

と。ただ、60代がいると、60代がいればできる

んだということで言うけれども、なかなかそれ

を引き受けてもらえないという話も聞くもんで

すから、高齢者は高齢者でもできるようないろ

んなプラン、そういったものをできればいろい

ろ提供していただいて ぜひ本当にこれでよかっ、

たなと。そして、県民の人たちも、それが日ご

ろの話題になって、ここでこういうことを取り

組みましょうというような、そういう一つの事

、業にぜひ育て上げていただきたいということを

要望しておきたいと思います。

。○牛谷新農業戦略室長 ありがとうございます

県庁内で100万円年収向上プロジェクトというこ

とで、各部連携しながら取り組んでいるところ

でございますが、その中の農業バージョンとい

うことで 農政は普及センターという出先を持っ、

ているという非常に強みがあるということで考

えておりますので、その部分を最大限に生かし

ながら、こちらからも提案しながら、また、地

域には地域でいろんな資源、地域ごとに違いま

すので、そこらあたりを生かせるような取り組

みも進めてまいりたいと考えております。あり

がとうございます。

関連なんですけれども、このフロ○山下委員

ー図の真ん中です。皆さん方の窓口、中山間・

地域政策課、そして、福祉保健課、これ福祉保

健部ですよね。山村・木材振興課が環境森林部

になるだろうと思うんですが、それぞれ３つの

部にわたって一緒に事業をやって100万円の所得

にこぎつけようと、そういうことですよね。

おっしゃるとおりでご○牛谷新農業戦略室長

ざいます。

であれば、もうこれは平成29年度○山下委員

の単年度事業ということで、三部にまたがりま

すから、具体的にはいろんな目標設定を、話し

、合いをしていかないといけないと思うんですが

例えば、福祉保健部です。本当に人口減少と介

護、そして、看護師、もう本当に人材不足の中

で、今から在宅介護、在宅医療ということが叫

ばれてますよね。その足がかりになるだろうと

思うんです。福祉保健部のほうは、やはり、地

方のＪＡを中心とする高齢者の在宅介護、在宅

医療というのを将来的に見据えてやっているわ

けですから、やっぱりその辺も、単年度事業だ

、 、けでも 今後のやっぱり山村の抱える課題等も

もう本当にこの三部が一緒になるということは

いいことですから。ぜひ本年度は、やっぱりそ

の課題等の研究をしていただいて、山村の抱え

、 、る課題やら もういっぱいあるんですけれども

それを具体的に三部で、どこがどういう役割を

やっていくのか、そういうこともしっかりと検

。証していってくれたらといいなと思ってますが

。○牛谷新農業戦略室長 ありがとうございます

庁内にこの年収向上に関しますワーキンググル

、 、ープというのをつくっておりまして その中で

今委員おっしゃいましたようなことに関しまし

て情報交換、どこは今どういうことやっている

よという話の情報交換の場等も設けております

ので、その中でしっかりと話しながら、ここに

、書いてあります福祉保健課の中につきましては

もうさきに始まっている話で、配食サービス等

を始めたところがあるということで伺っており

ますので、そこらあたりと連携しながら、そこ
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で、例えば、農業では何かできるかというとこ

ろもしっかりと意見交換しながら進めてまいり

。 。たいと思っております ありがとうございます

もう実際、都城でもこの配食を一○山下委員

部のところでやろうということで、福祉保健部

のほうと連携してやっているところなんです。

もう本当にいい事業なんですが、これ事細かに

県内を網羅して、山村の配食事業をやろうとい

うことは、もう膨大な人材とそのコストがかか

ると思うんです。その辺もしっかりと検証して

いって、最も大事な高齢者の配食サービスにな

、 。るだろうと思うので 研究していってください

。○牛谷新農業戦略室長 ありがとうございます

庁内ワーキンググループを最大限に活用して、

今おっしゃったようなことについて検討してま

いりたいと思っておりますので、今後ともよろ

しくお願いいたします。

、○外山委員 この年収アップ事業ですけれども

単純に考えたら、これは、要するに、プランナ

ーとかの知恵を借りて、それぞれの事業規模の

拡大ということですね、早い話が。例えば、も

う過去にあるように、農業所得50万以上を確保

するためには、ハウスのラナンキュラスの５ア

ール増だとか、繁殖牛２頭増だとか、結局、事

業規模を拡大することによって単純に収益が上

がるという見通しのもとにやっていくわけです

よね、この計画は。その中で、先ほど黒木議員

が言われたように、高齢者であるとか、対応で

きない農家もあったりするわけですけれども、

単純に、例えばラナンキュラスを見た場合に、

こういうふうに５アール増、ハウスをちょっと

拡張してつくれば、これだけぽんと収入が上が

るもんなんですか、その辺の心配というのはど

うなんですか。

議員おっしゃいますと○牛谷新農業戦略室長

おり、ハウスを５アールつくってラナンキュラ

スを植えれば、単純にこの所得はできますよと

いうものではないというのは十分わかっている

つもりです。当然、そこには、技術が必要です

ので、その分につきましても、例えば、この農

家ではラナンキュラスができたとしても、この

農家は例えばホオズキのほうがいいよねとかと

いうのは、人によって地域によって物は変わっ

てくるというふうに思っております そこをしっ。

かりと地域の普及センター等が、地元の方々と

話し合いをしながら、プランをしっかりとした

ものを立てていきたいと。そのプランに基づい

て実現をさせるために、しっかりと最後まで実

現するように支援をしていくと、引き続きプラ

ンをつくって終わりじゃなくて、実現するまで

フォローしていくというところに力を入れてい

きたいと。そこが農政の一番強みだろうという

ふうに思っております。

おもしろい取り組みであるんでい○外山委員

いと思うんですけれども ただ あくまでもやっ、 、

ぱり、将来その目論見どおりきちっと収入が上

がるように。当然これには投資も必要なんで、

単年度で多分幾らか投資をして、そのとき50万

ふえたところで、80万かかっていれば30万のマ

、 、イナスとかいうことが起きてくるんで だから

単純に規模を拡大すれば所得が上がるとは一概

に言えないような気もするんです。その辺は上

手に進めていただきたいと思います。

。○牛谷新農業戦略室長 ありがとうございます

しっかりとプランを立てる段階で、その分につ

いてはしっかりと検証していただくようにした

いというふうに考えております。

１ついいですか。農政企画課の282○井上委員

ページの今のところなんです。それの上のほう

にあります、おもてなしと笑顔あふれる農家民
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宿広域ネットワーク推進事業、これは前回とも

余り変わらない予算なんですけれども、これに

対する評価というか、その成果の分析とかも十

分されているとは思うんですけれども、この農

家民泊というのは、なかなか民宿というのはい

いなって。本当に素朴なあれもあるし、そこで

、 、いただく食べ物も物すごいおいしいので 結果

これを広げていっていただけるといいなと思っ

ているんですけれども、これについている評価

というのはどのようになっている。今後の展開

はどんなふうにされるのか。

このおもてなしと笑顔○牛谷新農業戦略室長

あふれる農家民宿広域ネットワーク推進事業に

つきましては、一昨年から取り組まさせていた

だいている事業でございまして、主には、県内

のそういうグリーンツーリズムに取り組まれる

方々の組織化を図って、しっかりと情報共有を

図って、その上で農泊等を推進していこうとい

うことで考えておりまして、一昨年は、県内の

その組織をグリーンツーリズム協議会というこ

とでスタートしたわけですが、ことしは、グリ

ーンツーリズムとすると、ブルーツーリズムと

いうのは一方でありますが、そういう方々がな

かなか参加しにくいということもあり、協議会

の名称をみやざきツーリズム協議会に変えると

かいうことで、県内のそういうグリーンツーリ

ズム、ブルーツーリズム含めて、そういう方々

が参加しやすいような組織づくりをしてまいり

ました。その上で、今後は組織としては、やは

り自立して自走していくということが一番重要

になってまいりますので、これまでは組織をつ

くって、そういう方々の参加を、県内の方々の

参加をしていただくということで、ある程度は

できてきたんですけれども、まだ各地域の組織

としては未整備のところも、個人個人のところ

もありますし、必要な場合には、そういうとこ

ろの地域で協議会をつくっていただくとか、そ

ういうところも必要でしょうし、今後はそうい

う組織が全体が自走していけるような仕組みも

つくっていかないといけないということで、引

き続き支援をしてまいりたいというふうに考え

ております。

やっぱり年収アップということを○井上委員

考えれば、具体的に動くということがいいと思

うんです。それと、人に来ていただかないとい

けないというのが、一番もう完璧に言えること

だと思うんです。私が行きました熊本の農家民

宿のところは、ちょうどうちの椎葉の方たちが

大変お世話になっている茶業をやっていらっ

しゃる方のところが民宿になっているんですけ

れども、そこで、自分のところでつくっておら

れるお茶というのが、非常によく売れていて、

結局 うちもお世話になっていますとおっしゃっ、

たんだけれど、宮崎のお茶はそこで精製したり

されてて、それを販売してもおられるんですけ

れど、今、実際、私が控室で飲んでいるのはそ

。のお茶もいただいたりしているんですけれども

だから、そういう意味でいうと、循環性があっ

て、そして、リピーターの方はどんなですかと

いうと物すごくよくて、できるだけ現金収入に

なるという点でいえば、無駄なく、今食べてい

らっしゃる、地域で食べてらっしゃる物をその

ままお出ししてという感じなので、やっぱり農

家民宿というのもそんなに侮れないなという印

象を非常に持つわけです。今、私たちも県議会

でも、えびのだとかいろんなところ行かせてい

ただきましたけれども、やっぱりこれは繰り返

し強化していけるような、そして、やっておら

れる方たちが、本当にこれを楽しんで現金収入

につながるように頑張っていただけるように組
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み立てをお願いしたいなと思っていますので、

よろしくお願いしておきたいと思います。

。○牛谷新農業戦略室長 ありがとうございます

、 、 、 、県内でも 民泊 例えば 五ヶ瀬でいきますと

夕日の里づくりということで取り組んでいただ

いていますが、その地域では、農家民泊だけで

はなくて、バーバクラブという加工グループで

あって、セットでその地域の地域づくりといい

ますか、地域活性化ということに取り組んでい

ただいております。そういう事例というのは県

内に幾つかございますので、そういうものに、

物を売るというのと、泊まっていただいて農業

を体験していただき、農家の生活を体験してい

ただくという取り組みについて進めてまいりた

いと考えております。

あと一つ、284ページの特定研究開○井上委員

発等促進費ですけれども、これは、国の委託を

受けて24課題あるというふうに思いますが、他

県でこれほどの課題を引き受けているところと

いうのがあるんでしょうか。

農政企画課でございます○戎井農政企画課長

が、済みません、他県の状況まではちょっと把

握はできておりません。

わかりました。やはり、これは、○井上委員

国の委託を受けて、産学官連携によって共同研

究を行うというので、これを現実的にその農家

の皆さんの所得アップのとして返ってくる作物

が、それが研究成果として出てくると。特にこ

の宮崎で研究されたものが出てくるということ

になると、やはり、それなりのステータスとい

うのがすごくあると思うので。私は、農業関係

の研究機関の皆さんには、亜熱帯植物園もそう

ですけれども、全てにおいて、その研究費とい

うのが十分に行き渡って研究成果が出るように

お願いをしたい。水産試験場もそうですけれど

、 、も そういうのを非常に期待しておりますので

この研究費ってすぐ成果が出るものではないで

すけれども、そういうものを丁寧に、そしてま

た、国からこうやって10分の10来るぐらいの研

究を続けていっていただけるといいなと。非常

にステータスのあることだと思うので、他県に

も誇り得るものではないかなと思います。ここ

は余り、成果がすぐ出なくても頑張っていただ

きたい。特にパプリカとか期待をしているとこ

ろなので、よろしくお願いしたいと思います。

ありがとうござい○加勇田総合農業試験場長

ます。この24課題ございますけれども、大体試

験研究機関が３年なり５年という形になってお

。 、 、ります 継続しているものが21課題 それから

新規で３課題やりたいというふうに思っており

ます。この試験研究費を見ていただくとわかり

ますように、１億5,000万円ほどをお願いしてお

りますけれども、その前の283ページで、農事試

験費がございます。これは、県単が中心になっ

ておりますけれども、ここでは7,900万というこ

とでございます。この予算額からしましても、

この特定研究費というのは、非常に試験研究を

支える非常に大きなものということでございま

して、パプリカを初め、主要な課題につきまし

ては、他県あるいは国と連携をしながら、ある

いは産学官の連携といった中で進めるものでご

ざいます。今後とも積極的に国に対しまして、

手を挙げて、公募がございますけれども、積極

的に応募いたしまして、この予算を獲得し、こ

の宮崎の農業に発展に貢献できるような試験研

究を進めたく考えております。

期待しています。○井上委員

関連、もしくは農政企画課内で○右松委員長

あればお願いします。

委員会資料の９ページ、10ページ○黒木委員
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にあります世界農業遺産地域力育成支援事業に

ついてですけれども、世界農業遺産を活用した

地域の活力のためにこういう事業、予算をつけ

。ていただくと大変ありがたいと思っております

そこで幾つかお聞きしたいと思うんですけれど

も、この目的・背景の中に、中高生の「聞き書

き」による若者の育成というのがありますけれ

ども、ちょっとわかるようなわからんような感

じがするんですけれども、この聞き書きが、育

成効果、どのような効果があるのか、また、ど

ういうようなものか教えていただきたいと思い

ます。

聞き書きにつきまして○牛谷新農業戦略室長

は、中高生にその地域内の農業なり林業なり等

で、神楽だったりとかということもあるんだと

思うんですけれども 過去ずっと これまでずっ、 、

とされてきて、たくみといいますか、そういう

方にこれまで農業、あるいはそういうものをさ

れてきて、どういう苦労があったかとか、どう

いうことをされてきたかとかということを、中

学生、高校生等が直接お伺いして、それを文書

にすることによって、聞くだけだったら、右の

耳から入って左に出ていくという話ではないん

でしょうけれども、なかなか残りにくいんです

けれども、そこで文書にするということによっ

て、また、それを発表する場を設けるというこ

とによって、その地域のその方の考え方とか、

これまで生きてこられたことがしっかりと自分

の心の中に入ってくるという効果があるという

ことで 全国的には既にされているところがあっ、

て、聞き書きの全国大会ということもされてい

るというふうに伺っております。ですから、も

し、そういう機会があれば、聞き書きに取り組

んで、そういう全国大会にも出られるというよ

うな機会があれば、そういうところにもやって

いけば、ますます地元への理解、愛着というの

が増してくるということで考えております。

わかりました。それから、ＧＩＡ○黒木委員

ＨＳアドバイザーというのがありますけれど、

これはどういう人で何人ぐらいおられるのかお

聞きいたしたいと思います。

まだ何人とか誰々をと○牛谷新農業戦略室長

いうことで決め込んでいるわけでございません

で、今こちらのほうで考えておりますのは、こ

れまで認定するに当たってお世話になりました

国連大学の先生でありますとか、現在お願いし

ております総合地球環境学研究所の先生であり

ますとか、大学の先生等を考えております。選

定に当たりましては、今後、町村の方ともしっ

かりと話をしながら、今、設置要領等について

町村の方と話をしているところでございますけ

れども、その中で、どういう方を今後のために

お願いしていくかということについて協議しな

がら選定は進めてまいりたいということで考え

ております。

今出てきました総合地球環境学研○黒木委員

究所、先ほどの説明では、京都にあるという話

ですけれども、これはどういう組織、研究所な

んでしょうか。

総合地球環境学研究所○牛谷新農業戦略室長

につきましては、大学共同利用機関法人という

、 。ことで 一般的に言われる組織になるそうです

この大学共同利用機関というのがどういうもの

かということですが、例えば、大型の測定器械

でありますとか、高速計算機など、一つの大学

ではなかなか整備することができないようなも

、 、のに関して 大学共同で利用するということで

そういう大学共同利用機関に整備して、いろん

な大学がその設備等を利用するというようなも

のとして、国が設置する組織ということになっ
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ております。以前は、国立大学共同利用機関と

いうことで呼ばれていたということで伺ってお

ります。

以上でございます。

わかりました。世界農業遺産に認○黒木委員

定されて、本当地域の人たちが自主的に動き出

すというのにはまだちょっと時間がかかるのか

なというふうな気がしますが、一生懸命取り組

んでいるところもあるわけでありまして、こう

いうアドバイザーとかいろんな研究機関とかが

後押しして、いろんなアドバイスをいただきな

がら、本当にこれによって地域の活性化が図れ

るということは大変すばらしいことではないか

なと思います。前から感じていたことですけれ

ども、最初認定前から、高千穂高の高校生が表

に出て活躍したり、今、中学生サミットの開催

とかもありますけれども、中高生とかの非常に

この世界農業遺産への現場での教育というもの

が行われておって、認定をされた後の小学校の

学校だよりとかを見ると、子供たちが、自分の

ところの地元はこういう誇るべきものだったん

だということを書いたりしているんです。子供

たちが教育の現場でこの世界農業遺産に関して

勉強する、いろんな取り組みを勉強するという

ことは、結局、親にとって物すごい刺激なんで

。 、す 子供のこういうことが親を動かすというか

地域の活性化につながるんではないかというふ

うに、子供たちがこの事業に取り組むというこ

とは非常に期待されるんではないかなというふ

うな気がしていますので、そういったことは積

極的に進めていただきたいというふうに思いま

す。

。○牛谷新農業戦略室長 ありがとうございます

世界農業遺産の認定地域だけではなくて、いろ

んなところで地元学習というのはされていると

いうふうに伺っておりますし、この５町村内に

おいても、全ての小中学校、高校で地元学の勉

強はされているというふうに思っております。

今回この認定を受けて新たに始めたことと言え

ば、例えば、そういう今まで勉強していたこと

を、ほかのＧＩＡＨＳサイトの方と発表し合う

場を設けたと。例えば、中学生サミットでいえ

ば、大分県、熊本県、宮崎県の中学生が出向い

ていって、自分のところの勉強の成果を発表す

る場を設けたと。発表する場を設けて、その場

でいろんな評価をいただくわけですが、その中

で、例えば、ことし諸塚のほうから行っていた

だいたんですが、修学旅行で地元の特産品を販

売した体験をベースにした発表だったというこ

とで、地元の取り組みとこれまでの取り組みと

その発表が非常にすばらしいと。大分県とか熊

本県に勝っているぐらいだということで、非常

に高い評価を得たということで、それが、また

次の中学生の方々、そういう方々の子供の学習

意欲につながっていくんじゃないかということ

と、ますます地元を愛する気持ちが芽生えてく

るんじゃないかなということで考えております

ので、引き続きこういう部分については、いろ

んな場面を支援できるように取り組んでいきた

いというふうに考えております。

ＧＩＡＨＳ関連、もしくは農政○右松委員長

企画課内であれば、ほかにあれば。

、○図師委員 そのＧＩＡＨＳの関係なんですが

単年度事業にはなっておりますが、下の事業効

果を見ますと、31年までに入込客が303万人とか

ブランド数を50品目というふうに掲げていらっ

しゃいますけれども、これは、継続的な支援も

必要かと思われますが、何かそのあたりビジョ

ンはあられるんですか。

予算につきましては、○牛谷新農業戦略室長
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地方創生推進交付金をお願いすることにしてお

りまして、基本、単年度であるということで言

われておりますので、事業としては単年度とい

うことで計上させていただいておりますが、引

き続き３年間程度はさせていただきたいという

ことで、要求はしていこうということを考えて

おります。

数値目標を上げられているという○図師委員

ことで、達成にはぜひ努力いただきたいんです

が、認定商品ブランド数を50品目掲げていらっ

しゃるのはいいと思うんですが、果たしてじゃ

あそれが根づいているものを認定されるんで

しょうけれども、継承できるものなのか。認定

はしたはいいが、結局は、それが販売までつな

がるというのが理想だとは思いまして 右側の10、

ページにはＪ－ＧＩＡＨＳネットワークを利用

した特産品の販売等も考えられておるようなん

ですが、そういうツールをどれぐらい持たれて

いるのか。例えば、県のふるさと納税にもこう

いうものをどんどん上げていくとか、もしくは

開催期間を限定したＫＯＮＮＥでの特売をされ

るとか、そういうものの選択肢はどのようなも

のがあるか、今の段階でわかっていれば教えて

ください。

、○牛谷新農業戦略室長 おっしゃいますとおり

この世界農業遺産認定を生かしていかに外貨を

稼ぐかというところが非常に重要だということ

で考えておりまして、その稼ぐ方法の一つとし

て、この商品ブランドの認証というのがあると

いうことで考えております。

販売についてどうやって取り組むのかという

ことでございますが、国内に８つのＧＩＡＨＳ

サイトがございまして、この８つのＧＩＡＨＳ

サイトで取り組むときには、基本、ほかのＧＩ

ＡＨＳサイトのものに関しても、紹介、あるい

はＰＲ、販売等もしていくというような取り組

みを進めておりますので、まずは、８つのＧＩ

ＡＨＳサイトとの連携ということが一つあろう

かと思っております。

それと、もう一つは、本年度も既に取り組ん

だところではございますが、宮崎ウィークとい

うのをオールみやざき営業課のほうでやってい

ただいておりますが、その中に世界農業遺産ブ

ースみたいな形で設けさせていただきまして、

そこに出品して東京のほうで取り組みをさせて

いただいたところでございます。今はそれぞれ

、の町村の商品という形で出ていっておりますが

今後、やはり世界農業遺産という一つの地域と

して認定されたわけですから、一つの商品、例

えば、商品セットみたいなものとして、販売も

提案していかないといけないかなということで

考えておりますので、いろんな方から御助言を

いただきながら進めてまいりたいと考えており

ます。

まさに、これがうまく歯車が回り○図師委員

始めると、先ほどあった中山間地の年収アップ

にもつながるし、誘客がかなえば、先ほど井上

、委員が言われたような農家民泊も伸びるという

非常に中山間地を活性化させていく核となる事

業だと思いますので、期待しております。

。○牛谷新農業戦略室長 ありがとうございます

５町村協議会等と連携しながら、しっかりと取

り組んでまいりたいと考えております。

関連もしくは農政企画課があり○右松委員長

ますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

なければ、農業連携推進課のほ○右松委員長

うであればお願いをします。

11ページ、12ページの食品ロスの○山下委員

問題です。きのう、環境森林部の循環社会のほ
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うからもこの説明がありました。それで、きの

うの説明の中で、日本の食品ロスが632万トン、

これの大体100分の１が宮崎県の実情ですという

説明があったんです。これだけ食品ロスが出て

るというのはもうずっと今までの課題だったん

ですが、今、宮崎県で出てくるロスの部分の飼

料化されている、エコフィード、どれぐらいの

数量が確認されていますか。

事業所のほうから出○山本農業連携推進課長

ているごみのことになりますけれども、県内の

食品廃棄物が35万トンあると言われています。

そのうちの焼酎かすが31万トン、約89％ですけ

れども、このうちのエネルギー化されているも

のが16万トン、飼料化されているものが12.8万

トン、肥料化されているのが1.9万トンというこ

とになっております。

これも焼酎廃液に特化した答弁○山下委員

だったよね。そうじゃなくて、例えばコンビニ

とかで出る部分がもう中心だろうと思うんです

が、パンとかそういうもののエコフィード化さ

れている部分、児湯あたりでやっている。デー

タは出てないか。

27年度の調査の状況なん○坊薗畜産振興課長

ですけれども、県内で発生します食品廃棄物、

これをエコフィードに利用している状況といた

しまして、一番大きいのは、先ほど言いました

焼酎かす12万トン程度になりますが、それ以外

で、菓子のくずとかパンくず、豆腐かす、それ

から、ジュースかす、みそかす、大体2,000トン

程度になります。

二部でやっているこの事業、環境○山下委員

森林と農政でやる食品ロス。これはもう県民運

動として、食べ残しを家庭では出さない。そし

、 、て 事業所等でも売れるだけの部分を確保して

なるだけ在庫を多く抱えないというのが、この

事業を推進しようということなんでしょうけれ

ども、出てくる残渣をいかにやっぱり有効利用

するかということも、両面から考えていかない

といけないのかなと思うんです。コンビニあた

りも、我々も毎日行かない日がないぐらい寄る

んですが、パンとか弁当もほとんど売り切れて

いくんです。それはどういうことをしているか

というと、コンビニの人と話をすると、１日12

時間おきに食材の入れかえに来るみたいです。

だから、そのときにいかに売り切るか、そのこ

とが、今コンビニ業界も生き残り戦略だと言っ

てましたから、そのことも一生懸命みんな努力

しているだろうと思うんですが、やっぱり出て

きたものをどうやって有効利用しようかでしょ

うから、このエコフィードの部分もひっくるめ

てちょっと研究やら、まださらにしていってい

ただくとありがたいなと思っていますが。

畜産の飼料として利用す○坊薗畜産振興課長

るエコフィードということであれば、これは本

当 飼料原料等が高い状況もありますので しっ、 、

かりとやっていかなくてはいけないと思ってま

す。

一方で、中の成分とかそういうものの課題も

ありますので、そこをうまく解決しながらやら

。せていただければというふうに考えております

食品ロスという視点○山本農業連携推進課長

から物を眺めてみますと、いろんなところでロ

スが発生しております。例えば、食品加工所あ

たりで加工残渣というものが出てきます。こう

いうものにつきましては、12ページの下の真ん

中の事業所プロジェクトの下のほうに書いてい

ますけれども、その残渣の機能性、そういうも

のを機能性研究拠点で精査しまして、新しい商

品として生まれ変わらせる。そういうプロジェ

クトについても、この中で展開をしていきたい
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というふうに考えております。

食品ロスもったいないプロジェ○右松委員長

クト関連であればお願いします。

ちょっと関連して、今言われた287○井上委員

ページの下のほうの食の機能性研究基盤構築事

業、昨日環境森林部と食品ロスもすごく勉強さ

、 、せていただいたんですが 議論している途中で

やはりこの農業連携推進課がする、全体であれ

は取り組まないといけないので、全然ちょっと

話が違ってくるところもあるんですけれども、

このときに、やっぱり機能性というところが非

常に大事になってくるということもあるので、

できるだけこの食の機能性研究基盤事業、これ

が新規で上がっているのでちょっとびっくりし

たりもしたんですけれど、今現状どうなってい

るんですか。

287ページの食の機能○山本農業連携推進課長

。性研究基盤構築事業のことでよろしいですよね

これにつきましては、宮崎大学と昨年から協

議を進めて、昨年の11月補正でもこの拠点を動

かすために必要な分析機器の導入とかを進めて

。 、おります 今回ここでお願いしておりますのは

宮崎大学の大学病院に機能性研究の最後の段階

になるんですけれども、人・臨床試験、人での

試験を行う体制、組織をつくるということで、

今、宮崎大学のほうで組織設置に向けた作業を

進めていただいておるところです。これにつき

ましては、３月28日に宮崎大学と県とで記者発

表という形で、その概要を皆さんにお伝えした

いというふうに考えております。

この新年度予算の概要の中に、食○井上委員

の機能性研究基盤構築事業について具体的に書

いてはあるんですが、宮崎で今後非常に売りに

なる、例えば、何かを売って所得を上げていこ

うとするなら、この機能性研究というのは物す

ごく大事になってくると思うんです。ここが非

常に売りになるので、私も新年度予算のあれを

いただいたときに、これがきちんと具体的にと

いう意味ですけれど、具体的に動き出すことが

できれば、付加価値がついて随分違うなという

ふうな思いがしています。

今言われるところだと、今から食の機能性解

析拠点を構築して、その後動き出すということ

なので、さっきの食品ロスなんかのことも含め

ていえば、大変おもしろい基盤をつくり上げた

りすればできるのかなというふうには思ってい

ます。だから、そのスケジュール感みたいなの

が、これは、事業としては何年間かけて基盤を

構築し、どうしたいというスケジュールみたい

なというのは大体あるもんなんですか。

この事業、今の基盤○山本農業連携推進課長

構築事業とあわせまして、先ほどちょっと御説

明しました経済好循環創造事業のほうでも予算

を計上しております。今の基盤構築につきまし

ては、大学病院に新たな人・臨床試験をする組

織をつくるというものでしたけれども、具体的

な研究予算というものは、委員会資料の14ペー

ジのポンチ絵の中ほど、農水産物機能性解析拠

点構築事業というところで、具体的な研究費を

。計上して続けていくということになっています

この事業につきましては、29年、30年、２カ年

、間の継続事業ということで考えておりますので

少なくとも２カ年間は県は支援していくと。

この中で、先ほど試験場のほうで紹介があり

ましたけれども、国の競争的資金、特定研究資

、 、金でしたか あれにエントリーしていくことで

研究費、活動費を稼ぎながら、この拠点を回し

ていくというような事業スキームを考えてござ

います。

わかりました。それなら、次の経○井上委員
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済好循環創造事業というものにいこうと思って

いましたので、そこを含めて話をさせていただ

きたいと思いますが、先ほどの2,900万とこ

の6,300万は合算するとかじゃなく、単独ずつで

すよね。

本当に申しわけない○山本農業連携推進課長

んですけれど、13ページのこの経済好循環創造

事業の（５）の事業内容の①農水産物機能性解

析拠点構築事業、この3,100万と、先ほど御説明

した基盤整備の2,940万、あれが連動すると、一

体的に動くという予算です。国の事業はちょっ

と違うもんですから、別に上げさせていただい

ているということになっております。

経済好循環創造事業というのは非○井上委員

常にいろんなものが網羅されてて大変いい事業

になっているので、これがきれいに動き出した

らという意味なんですが、リンクしてどんどん

やっていけるようになってくると、それの波及

効果は随分出てくるんじゃないかなというふう

に思います。これはなかなか網羅されてていい

。 、事業ではないかなというふうに思います ただ

予算がずっと続いていくことを期待をしていま

すが、まだ始まっていないので、改善事業で幾

つかは入っているのがあるんですけれども やっ、

ぱりこれを具体的にエンジンとして動かしてい

くといいなと。これはもう希望なので答弁は要

りませんけれども、ぜひやっていただきたいと

思っています。

それと、続けていいですか、同じ課なので。

この東九州軸青果物輸送に向けたモーダルシフ

ト加速化事業、これは望みに望んでいたという

か、みんなそれぞれにいろんなところで心配を

、 、していた内容でもあるので 大変いいけれども

予算はちょっと少ないのかなと思いつつ実際見

ているところなんですけれども、関係する業界

の方たちとの連携というのはどんなになってい

るんですか。

この東九州軸青○原ブランド・流通対策室長

果物輸送モーダルシフト加速化事業につきまし

ては、まず、この東九州軸新ルート構築促進と

いうことで、実証試験等を、輸送試験等を行う

形になっておりますけれども、それと、中山間

地域型のモーダルシフトということと、連携促

進事業ということで、この連携促進事業等につ

きましては、関係機関、それから、団体、それ

から、市町村等に入っていただいて、連携のあ

り方等についてを協議をしながら進めていくこ

とにしておりますんで、ちょっと幅広く連携の

形を考えていきたいというふうに考えておりま

す。

連携するそういうのだけがつくら○井上委員

れて、現実にどこにどうしていくみたいな具体

的なものは後からついてくるというふうに考え

ていいということですか。

この事業のメー○原ブランド・流通対策室長

ンでありますのが、この東九州軸を使ってモー

ダルシフトを促進していくと、特に海上輸送等

を促進していきたいというふうなことで考えて

おるわけですけれども、このカーフェリーにつ

きましてが、現在キャパの関係等でなかなかピ

ーク時には乗船できない車等もあるということ

で、ＲＯＲＯ船を活用した形の輸送ができない

かというふうなことで考えております。

ただ、県内のＲＯＲＯ船につきましては、例

えば、工業製品等でほとんどを使われている状

況もありまして、農産物等が使えない状況がご

ざいますもんで、隣県等のＲＯＲＯ船を活用し

た形で使っていきたいということで。例えば、

この16ページの左下にあります図で申し上げま

すと、大分から清水のほうにＲＯＲＯ船が出て
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。 、おります これ昨年就航したわけですけれども

これを活用した形で首都圏のほうへの配送関係

がうまくできないかというふうな実証をしたい

という話と、志布志のほうにつきましても、志

布志から東京に就航しておりますので、これも

２つのルートとも、現在、農産物については余

裕が十分あるということで事前調査ではわかっ

ておりますんで、そこの活用ができないかとい

うふうな形を、時間とかコスト等を含めながら

実証をしていきたいというふうに考えておりま

す。

この本県青果物物流の現状と課題○井上委員

というのの分析の仕方は私は正しいと思います

が、正しければ正しいほどこれをどうやって課

題を解決していくのかということが重要になっ

てくると思うので、本当に待ちに待たれた事業

化だとも思います。だから、他の部とも連携を

よくとっていただいて、ここは改善していく必

要というのがすごくあると思います。農政水産

部だけでできることではないのかなと思います

ので、ぜひこれは丁寧なあれをしていただきた

い。せっかくつくれば、物をつくればやっぱり

売らなきゃいけないということもあるわけで、

運ばないといけないということがあるわけです

から これは丁寧に 分析は本当に正しいと思っ、 。

ているのでこのとおりに。知恵と工夫がやっぱ

り、バスのところとかおもしろいですよね。こ

ういうのなんかを徹底的にやって、それが本当

に運送会社の方たちにもつながっていくし、正

しいと思うんです。これが経済の循環という意

味でいえば、なおさらいいと思いますので、ぜ

ひこれを加速化していただくことを期待してい

ます。

ありがとうござ○原ブランド・流通対策室長

います。委員おっしゃるとおり、本県の農産物

関係もかなりの部分を県外に出荷しております

んで、この安定した物流というのが非常に重要

だと思っております。そういうことから、この

事業でいろいろ実証しながらやっていきたいと

考えておりますが、総合交通課、あるいは商工

サイドとも十分いろいろ協議しながら、連携し

ながら事業をうまく進めていきたいというふう

に考えております。

重要な事項なんですが、この後○右松委員長

もたっぷり残ってますので、さきに進めてよろ

しいでしょうか。

〔 はい」と呼ぶ者あり〕「

それでは、次に、その他報告事○右松委員長

項に関する説明を求めます。

。○戎井農政企画課長 農政企画課でございます

環境農林水産常任委員会資料の49ページをお開

きいただきたいと思います。一番最後のページ

になります。

平成29年度の農政水産部組織改正案につきま

して御説明をさせていただきます。

漁村振興課に「担い手・普及担当」及び「漁

港漁場整備室」を新設するものでございます。

具体的には、まず、多様化・高度化する地域の

ニーズに組織的に対応するために、中部と児湯

地区の水産業普及指導業務を集約しまして、あ

わせて担い手確保に関する業務の強化、これを

あわせて実施する目的で 「担い手・普及担当」、

を新設をいたします。また、漁港漁場の整備や

、 、防災対策 老朽化対策を機動的に進めるために

漁港漁場整備室を新設するというものでござい

ます。

以上になります。

その他報告事項に関する執行部○右松委員長

の説明が終了いたしました。委員の皆様からの

質疑があればお願いします。
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〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で農政企画課、○右松委員長

農業連携推進課の審査を終了いたします。

次に、農業経営支援課、農産園芸課の議案の

審査を行いますので、順次説明を求めます。

農業経営支援課で○大久津農業経営支援課長

ございます。歳出予算説明資料の289ページをお

開きください。

当課の当初予算額は、一般会計で59億5,412

万6,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について説明いたしま

す。291ページをお開きください。

中ほどの（事項）農業会議・農業委員会費の

２億6,189万4,000円ですが、これは、農地の利

用調整や遊休農地の発生防止・解消、さらには

農業法人等への指導活動に対する市町村の農業

委員の手当及び県農業会議の業務に対する補助

金・交付金であります。なお、農業委員会の新

制度移行によりまして、農業委員と一緒に活動

する農地利用最適化推進委員の新設に伴い交付

金が本年度１億円弱の増額となっております。

292ページをお開きください。

中ほどの（事項）農業経営改善総合対策費の

うち、２の宮崎方式産地改革総合支援事業

の3,605万9,000円ですが、これは、県とＪＡが

連携し、ＪＡ部会等を対象に農業者の意識改革

と栽培技術等の指導を行う産地分析等の取り組

みを拡大するとともに、県及びＪＡの指導員の

資質向上や各普及センターごとに農業者の経営

発展段階に応じて体系的な研修を行いまして、

産地力向上と農業者の所得向上を図るものであ

ります。

次に （事項）青年農業者育成確保総合対策事、

業費のうち、２のがんばる新規就農者サポート

事業の８億4,386万5,000円ですが、国が年間150

万円を給付します青年就農給付金、これが新年

度から名称が変更されることになっておりまし

て、農業次世代人材投資事業として再スタート

いたしますけれども、就農研修者向けの準備

型100名と過去４年間の継続分と新規採択合わせ

て経営開始型で450名に対し給付を予定しており

ます。

なお、取り組みの主な変更点は準備型で、国

内での２年間の研修を経て、海外研修を行う場

合に、交付期間が１年間延長できること、経営

開始型におきましては、市町村段階において、

経営・資金・農地等のサポート体制を強化する

ことなどが追加されております。

293ページをお開きください。

５の新規事業「企業応援型高大連携によるフ

ードビジネス人材育成事業」の320万6,000円で

すが、これは、農業大学校に新設いたしますフ

ードビジネス専攻におきまして、企業との連携

による商品開発や実践的な技術習得、インター

ンシップ等を行い、人材育成の充実を図るもの

であります。

次に、新規事業「農業法人強化トータルサポ

ート事業」780万6,000円につきましては、後ほ

ど委員会資料で農地対策室長が御説明いたしま

す。

次に （事項）農業金融対策費のうち、改善事、

業「みやざきの農を支えるひなた資金融通事

業」2,492万1,000円でございます。これは、農

業近代化資金等の制度資金借り入れに対する利

子補給等ですが、既存の資金の融資枠86億円に

加え、新たに肥育素牛価格の高騰によって、融

資限度額を超えた経営体の資金需要に対応する

ため、県単資金で融資枠14億円を創設いたしま

して、総額100億円の融資対策により、農業経営

の安定化に支援するものでございます。
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次に、294ページ、中ほどの（事項）構造政策

推進対策費のうち、１の農地中間管理機構支援

事業の10億7,947万6,000円です。これは、４年

目を迎えました農地中間管理機構による担い手

農地集積と集約化とともに、農地地図情報の整

備等により、優良農地の円滑な継承とフル活用

を進めるものであります。

なお、今後は、法人間の農地の再配分や経営

規模拡大の働きかけを初め、新たに農業委員会

に設置される農地利用最適化推進委員と連携を

強化し、さらなる事業推進に努めてまいりたい

と考えております。

295ページをお開きください。

中ほどの（事項）農産物高品位生産指導対策

費のうち、２の新規事業「イノベーションで未

来を開く産地経営体育成事業」の1,394万4,000

円につきましては、農産園芸課長より後ほど御

説明いたします。

歳出予算説明は以上でございます。

続きまして、委員会資料の4ページをお開きく

ださい。

債務負担行為についてでございます。当課か

らは５件をお願いしておりまして、表の一番上

から３件目までと５件目の（事項）みやざきの

農を支えるひなた資金の、先ほど説明しました

融資に対する29年度以降に必要な利子補給額を

設定するものであります。また、４件目の事項

は、県農業振興公社が農地取得等を行うために

必要な無利子資金を全国農地保有合理化協会か

ら借り入れる際、国の規定に基づきまして、２

億5,000万円を限度に損失補償を行うものでござ

います。

私からの説明は以上でございます。

。○花田農地対策室長 農地対策室でございます

委員会資料の17ページをお願いいたします。

農業法人強化トータルサポート事業でありま

す。右のページのポンチ絵のほうをごらんいた

だきたいと思います。

本県農業の発展を図る上で、農業法人の果た

す役割は重要でありますけれども、それぞれ枠

の上段にありますように、法人の設立から運営

の安定化、新たな参入など、設立時期や形態等

。 、に応じてさまざまな課題がございます そこで

、 、 、４つの四角で囲んだ取り組みで 県 農業会議

法人経営者協会一体となって、本県ならではの

、法人の発展段階に応じた総合的な支援を実施し

課題解決を進めていきたいと考えております。

まず、一番左の枠の法人設立支援でございま

すけれども、農業会議が中心となりまして、セ

ミナー開催や相談窓口としての活動を強化しま

して、法人設立に当たっての不安の解消等に努

めることといたしております。

中ほどの法人組織力・連携強化につきまして

は、本年度、民間から事務局長を招聘し、体制

の強化を図った農業法人経営者協会が中心とな

りまして、会員数の増加はもちろん、法人経営

の拡大や安定化に対応できるよう会員間のネッ

トワークや販売力の強化活動等に対して支援を

行うこととしております。

一番右側の枠の新たな企業参入支援では、地

域とのマッチングなど、市町村との連携強化に

、よる地域提案型の誘致活動を展開するとともに

参入後数年間というのは、栽培等が思うように

ならないこともありますことから、地元関係者

と協力しながら、さまざまなフォローアップ活

動に努めてまいりたいと考えております。

さらに、下の段の枠のコンサルテーション強

化では、法人のさまざまな悩みに対して寄り添

えるよう、カルテの作成やコンサルタントの派

遣等を通じて法人への総合的なバックアップ支
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援を実施してまいります。

このような法人の支援の一体的な取り組みに

よりまして、一番下にございますように、右側

でございますが、産地経営体の一翼を担う農業

法人の強化を図ってまいりたいと考えておりま

す。

左の資料に戻っていただきまして、２の事業

概要、１の予算額は780万6,000円、事業期間は

３カ年を予定しております。

農業経営支援課は以上でございます。よろし

くお願いします。

。○甲斐農産園芸課長 農産園芸課でございます

歳出予算説明資料に戻っていただきたいと思い

ます。297ページをお開きください。

農産園芸課の当初予算額は一般会計で22

億9,839万5,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について説明させていた

だきます。299ページをお開きください。

中ほどの（事項）産地パワーアップ事業費６

億円でございます。これは、産地において意欲

のある農業者等が行う収益力向上に向けた生産

出荷コストの削減や高収益な作付体系への転換

を図るため、産地パワーアップ計画に基づき、

園芸ハウスや集出荷貯蔵施設等の整備、農業機

械のリース導入を支援するものでございます。

次に、その下の（事項）強い産地づくり対策

事業費８億8,170万6,000円でございます。これ

は、国の強い農業づくり交付金を活用し、ミニ

トマトの低コスト耐候性ハウスやカンショの集

出荷貯蔵施設などの整備を進めるものでござい

ます。

次に、300ページをお開きください。

２つ目の（事項）施設園芸エネルギー対策事

業費の説明の欄の１、地域資源循環型高収益施

設園芸モデル構築事業でございます。1,880万円

でございます。これは、地域エネルギーや高度

、な環境制御技術とあわせてハウスの導入を図り

生産性の高い施設園芸団地の整備を支援するも

のなどでございます。

次に、その下の（事項）園芸産地基盤強化緊

急整備事業費の説明の欄の１、新規事業「宮崎

型次世代低コストハウス創造事業」と、その下

の２、新規事業「宮崎方式スマート園芸モデル

実証事業」は、後ほど常任委員会資料で説明さ

せていただきたいと思います。

次に、その下の（事項）活動火山周辺地域防

。災営農対策事業費8,559万9,000円でございます

これは、桜島の降灰による農作物への被害を防

止・軽減する被覆施設等の整備を支援するもの

であります。

次に、その下の（事項）主要農作物生産対策

事業費でございます。下のぺージの説明の欄の

１、301ページでございますけれども、宮崎オリ

ジナル水田フル活用支援事業2,503万3,000円で

ございます。この事業は特Ａの取得など、宮崎

米のブランド化の取り組みや非主食用米におけ

る多収品種の導入、経営の効率化に取り組む営

農集団の育成など、水田をフルに活用した生産

性の高い水田農業経営の確立を図るものでござ

います。

次に、その下の（事項）みやざき米政策改革

推進対策支援事業費の説明の欄の１、改善事業

「宮崎水田農業構造改革推進事業」１億6,794

万2,000円でございます。これは、米政策の見直

しに対応し、持続可能な水田農業構造の実現に

向けて、県段階の推進体制の強化を図るととも

に、地域における推進活動や交付金の算定事務

など、市町村や関係団体の取り組みを支援する

ものでございます。

次に、302ページをお開きください。
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上段の（事項）花き園芸振興対策事業費の説

明の欄の１、世界に羽ばたけ「みやざきの花」

グローバル化推進事業713万1,000円でございま

す。これは、花、花卉の新品目・新品種の導入

実証や産地における生産体制整備に対する支援

を通じまして、輸出先でのニーズの高い品目及

び品種の生産拡大や高品質化に取り組み、花卉

生産者の所得向上を図るものでございます。

次に、その下の（事項）果樹農業振興対策事

業費の説明の欄の１、未来をひらく新果樹産地

。クリエィション事業827万6,000円でございます

これは、マンゴーに続く、新たな亜熱帯果樹の

ブランド品目として期待されるライチなどの本

格的な産地化へ向けた取り組みやスイーツ向け

を初め、多様化が進む販売チャネルに対応した

品目・品種の導入等を支援し、力強い果樹産地

の育成を目指すものでございます。

次に、その下の（事項）茶業奨励費の説明の

欄の２ 「みやざき茶」チャレンジ産地支援事、

業1,690万5,000円でございます。これは、魅力

あるみやざき茶の確立に向けまして、安定した

需要が見込まれる高品質な荒茶産地の産地育成

強化を図るとともに、有機栽培茶や抹茶、新香

味茶など、国内外の消費者ニーズに対応した新

たな茶産地育成に向けた取り組みを支援するも

のでございます。

次に、一番下の（事項）産地経営体育成対策

事業費の説明の欄の１ 新規事業 イノベーショ、 「

ンで未来を開く産地経営体育成事業」は、後ほ

ど常任委員会資料で説明をさせていただきたい

と思います。

それでは、常任委員会資料のほうに移ってい

ただきたいと思います。19ページをお開きいた

だきたいと思います。

宮崎型次世代低コストハウス創造事業でござ

います。まず、１の事業目的でありますが、こ

の事業は、本県施設園芸の産地力を強化するた

め、複合環境制御等により、大幅な収量増加が

見込まれる高軒高の低コストハウスの開発や、

高騰している既存のＡＰ２号ハウスの低コスト

化を進めることにより、高生産性の実現やハウ

スの団地化、規模拡大を推進するものでござい

ます。

説明は右の20ページのポンチ絵をごらんいた

だきたいと思います。

左上の施設園芸の現状にありますように、本

県は、全国有数の施設園芸産地でありますが、

担い手不足等による産地の縮小やハウスの老朽

化の進行、ハウス価格の高騰によるコスト増な

どの現状に直面しております。

一方、右の括弧の中でございますけれど、園

芸先進国であるオランダなどでは、ハウスの温

度や湿度等の変化を緩やかにして、光合成能力

、を最大限に生かせる高軒高ハウスの導入が進み

高い収量を実現しております。このようなこと

から、今後の本県施設園芸産地の振興を図って

、 、いく上では 課題のところにありますけれども

環境制御の能力を発揮し、高い収量が実現でき

る高軒高ハウスの開発と高騰するハウス価格の

低コスト化の２つが大きな課題となっておりま

す。

そこで、本事業では、これらの課題に対応す

る次世代低コストハウス開発・検証事業といた

しまして、低コストで軒高が４メーター以上の

高軒高ハウスと低コストＡＰ型ハウスの開発に

取り組んでまいります。具体的には、県や農業

団体によるハウス検討委員会を設置し、設計業

者等に高軒高ハウスの設計・仕様書作成を委託

するとともに、調査会社にハウス部材価格の調

査を依頼し、新たな県標準ハウスの仕様等につ
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いての検討やハウス価格の適正化を図ってまい

ります。

この宮崎型次世代低コストハウスの開発が進

むことにより、生産面積の維持が図られるとと

もに、高軒高ハウスで生産性の高い新技術の導

入が進められていくことで、持続的な施設園芸

産地の形成を目指してまいりたいと考えており

ます。

19ページをごらんください。

２の事業概要でございますけれども （１）の、

予算額は500万円で、事業期間は平成29年度の１

カ年でございます。

次に、21ページをお開きいただきたいと思い

ます。

宮崎方式スマート園芸モデル実証事業でござ

います。１の事業目的でありますが、この事業

は、本県施設園芸に新たに高生産性栽培技術で

ある飽差制御の導入を進めるため、飽差制御シ

、ステムの開発とその効果の実証を行うとともに

飽差制御技術を県内の生産者や農業関係者に広

く周知・習得させるための研修会を開催するも

のでございます。

右のページのポンチ絵をごらんください。

ポンチ絵の上段にありますとおり、これまで

の施設園芸は、昼夜の温度管理や水、肥料など

の栽培管理が中心でしたが、農家の経験や勘に

頼るところが大きく、個々の技術力の差が収量

に大きく影響しておりました。しかし、一部の

先進農家では、科学的データに基づく栽培管理

を行い、収量向上を図るため、環境測定装置や

二酸化炭素発生装置等の導入も見られ始めてお

ります。

このような中、この事業では、まず、①です

が、こうした先進農家の栽培システムに、飽差

制御技術を付加し、大幅な収量向上を目指した

高生産性栽培を実証していくものであります。

ポンチ絵の中段をごらんください。

ここで飽差制御技術について説明をさせてい

ただきます。飽差とは、飽和水蒸気圧と現在の

水蒸気圧の差のことを言いまして、空気中にあ

とどのくらいの水分、水が含めるかを表す指標

で、数値が大きいほど乾燥している状態を表し

ます。植物は、葉の気孔から二酸化炭素を取り

込み光合成を行いますが、飽差が大きい状態、

つまり、乾燥した状態では、気孔を閉じてしま

。 、い光合成が低下いたします 飽差制御技術とは

この飽差を植物の気孔が開く範囲に維持する技

、 、術であり これにより二酸化炭素の吸収が進み

光合成が促進されます。具体的な事業の進め方

といたしましては （１）から（３）に記載して、

おりますが、専門家に飽差制御システムの開発

を委託し、キュウリ、ピーマンの先進農家を選

、 、定 開発したシステムをこの先進農家に導入し

効果発現を実証します。

また、②にありますとおり、この飽差制御技

術習得のための研修会を開催し、県内に広く普

及させることで高生産性技術による国内トップ

レベル収量への挑戦を行ってまいりたいと考え

ております。

左のページへ戻っていただきまして、事業概

要でございますけれども、予算額は650万円で、

事業期間は29年度の１カ年でございます。

次の23ページをお開きいただきたいと思いま

す。

イノベーションで未来を開く産地経営体育成

事業でございます。初めに、１の事業目的でご

ざいますけれども、野菜、花、果樹の品目ごと

、の課題を解決するための新しい仕組みや考え方

技術を取り入れる産地を支援するとともに、品

目横断的には高収量・高品質に向けたＧＡＰ、
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宮崎方式ＩＣＭ技術の普及拡大や地下かんがい

の整備を一体的に推進し、マーケットが求める

量や品質を安定して供給できるマーケットイン

型産地経営体の育成を図るものでございます。

右のページ、中段以下のポンチ絵で説明をさせ

ていただきたいと思いますけれども、本事業は

縦糸の施策として品目ごとの産地経営体育成の

取り組みと、技術・基盤整備の品目横断の横糸

の施策を一体的に推進していくものでございま

す。

縦糸の施策といたしまして、左側の野菜産地

でございますけれども、加工・業務用の産地づ

くりのために野菜産地では、播種や収穫などの

重労働作業を一手に引き受ける中心経営体を育

成するなど、生産から加工まで一貫した体制づ

くりを行いまして、農業版インテグレーション

モデルの構築を図ってまいります。

真ん中の花卉産地では、県外育種家との連携

によりまして、産地からの価格設定販売を可能

とする付加価値の高い新たな品目、宿根スイー

トピーとかヒペリカム等でございますが、これ

の産地化を推進してまいります。

一番右の果樹産地では、マンゴーの飛躍的な

収量向上を目指した革新的技術の導入やへベス

の県内全域への産地拡大に向けた支援を行うな

ど、品目ごとの課題解決に取り組んでいくもの

でございます。

あわせて、横糸の施策といたしまして、産地

力の強化に向けた土づくりから天敵利用まで段

階的に導入する宮崎方式ＩＣＭによる産地の育

成やマーケットからの要求や東京オリ・パラ等

の情勢の変化に対応したＧＡＰの推進、さらに

は生産基盤を支えるための地下かんがいシステ

ムの導入推進などに取り組んでまいります。

左のページに戻っていただきまして、事業概

要でございますけれども （１）予算額は3,834、

万7,000円で、事業期間は29年度から３年間でご

ざいます。

説明は以上でございます。

議案に関する説明が終了いたし○右松委員長

ました。委員の皆様から質疑をお願いします。

どこからでも構いません。

冒頭部長からも説明がありました○山下委員

けれども、今年度当初予算の前年からの比較が

かなり減額になってるんですが、特に、ＴＰＰ

の経済対策が昨年は大分発動されて、トランプ

になって御案内のとおりの状況なんですが。結

局、本当に我々も今年度からＴＰＰが継続で進

んでいくんであれば、さまざまな経済対策が組

めるなと、農業生産県として大きな飛躍の年に

なるなと思ってたんですが。それが、クラスタ

ーもひっくるめて、産地パワーアップ事業、か

なりのやっぱり事業量の減額ということで、農

家の皆さん方も非常に期待していた部分がある

。 、 、と思うんです その期待に応える部分 そして

できない部分、そこ辺のめり張りというのを、

、 。皆さん方は 総体的にどう考えておられますか

ＴＰＰ予算に関しまして○戎井農政企画課長

は、国の補正というような形で打たれていまし

て、昨年度は、その前の年度に国のほうは補正

を打ちましたので、当初ということで組まさせ

ていただきました。また、今年度の11月補正と

２月補正でもＴＰＰ対策ということを追加で上

げさせていただいているという状況でございま

す。

今回、29年度当初については、昨年度に比べ

ると、産地パワーアップ事業、クラスター事業

の関係で大幅に減るような形になっております

、 、けれども 一方で繰り越しは今しておりまして

前の委員会でもお願いをさせていただいており
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ますが、クラスター事業で大体49億円、また、

産地パワーアップ事業で20億円ぐらいの繰り越

しをやっておりますので、こういった予算を一

体的かつ円滑にあわせて考えて進めていきたい

というふうに考えております。

一方、国のほうの補正につきましては、今の

段階で動き等を把握しているものはないんです

けれども、国のほうも、農業の競争力強化につ

いては引き続き行うべきという考えを持ってい

るというふうに承知しておりますので そういっ、

た機会をしっかり情報収集しながら対応してま

いりたいというふうに考えております。

アメリカとの２国間ＦＴＡやらＥ○山下委員

ＵとのＥＰＡの問題やら、非常にやっぱり不透

明感というのは、今からの日本農業の行方だろ

うと思うんです。その中でも、やっぱり海外戦

略というのは、いわゆる攻めの農業ということ

で、日本が１兆円産業に持っていくということ

の動きがあるわけですから、しっかりとその辺

は体制をとっていってほしいと思っています。

それで、まず、サポート事業、17、18ページ

になると思うんですが、いわゆる家族経営体が

、 、どんどん減少していく中で 法人化というのが

、 、もう本当に期待するところがあって だけれど

やっぱり法人経営の中で一番問題なのは、スタ

ート時点はいいんです。法人設立支援事業とい

うことで、新たないろんな事業の枠組みやら補

助事業とか、事業スタートではいろいろ大きな

夢を持ってやるんですが、本当に支援をどうし

ていくか、資金力の問題とか、やっぱり労働力

の確保やら販売力、そういった問題を抱えてい

る中で、本当にこの問題意識を持ったスタート

をしていただくということはありがたいと思う

んですが、ただ、この下の図の中に書いてある

コンサルテーション、コンサルタントのことだ

ろうと思うんですが、こういう人たちをどうい

う人選をして、どのぐらいの配置でやろうとし

ているのか、ちょっとお聞かせください。

現在、私どものほうで全○花田農地対策室長

、ての農業法人に対しまして実態調査をやる中で

ことしからどういった法人の方々が税理士なり

社会保険労務士とか、そういったものを御活用

いただいているのか、そういったものをあわせ

まして調査をしているところでございます。そ

ういったことを含めまして、今後困っているこ

とも含めて、いろいろ要望なりを伺っていると

ころでございまして、それに対応するように、

今申し上げました資格のある方なり、あと経営

農業のコンサルタント含めて、農業法人に対し

て支援をしていきたいというふうに考えており

ます。

この部分が大事なことなんです。○山下委員

だから、コンサルタントが、やっぱり法人経営

というのも、家族経営体で夫婦が一緒になって

雇用を抱えてやっているという経営体もいっぱ

いいると思うんですが、結局、全てをいろんな

悩みを相談できる、心の相談かな、やっぱり日

ごろの相談でしゅっちゅう来てくれて、やっぱ

りそういう相談相手というのが必要かなと思う

んです。

ただ、例えば、税理士とか経営診断士みたい

なのが一過性の中で来てやったって、なかなか

心のうちというのは出してくれないと思うんで

す 順調なときはいいんです 何かでふんづまっ。 。

たときに、やっぱり仕事ですから、農業法人設

立していく人たちは、販売戦略の問題も迷いも

、 、出てくるでしょうし そのことも踏まえた心の

経営内容に本当に膝をつきあわせて、たまには

夜でも酒を酌み交わして飲めるぐらいの、僕は

やっぱりそういう支援対策も必要かなと思うん
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ですけれど、そういう目的はここには入ってい

るの。

、○花田農地対策室長 議員がおっしゃるとおり

そういった面が足りないというふうなことも私

ども痛感しているところでございます。県でい

いますと普及センターが中心となって法人支援

しているところでございますけれども、市町村

含めて関係団体、情報の共有化が図られていな

いというのも事実でございます。来年度につき

ましては、情報連絡会議みたいなもので、関係

団体、市町村ともそういった情報を細かに共有

しながら、法人のためだけの会議とかというの

はなかなか今まで開かれておりませんので、そ

ういったところを含めて今後やっていきたいと

いうふうに考えております。

農業法人強化トータルサポート○右松委員長

事業に関連があればお願いします。なければ、

それ以外の事業でも、農業経営支援課内でお願

いします。

委員会資料の23 24のイノベーショ○黒木委員 、

、ンで未来を開く産地経営体育成事業ですけれど

先ほどの農業連携推進課による事業でも、農産

物の加工に着目した地方創生事業の説明があっ

たんですけれども、24ページの一番上にありま

す農業インテグレーションモデルの構築、これ

で加工業務用産地づくり、32年度は６モデルと

いうふうにありますけれども、これは具体的に

はどのような加工、産地を目指そうとしている

のかお伺いしたいと思います。

このインテグレーション○甲斐農産園芸課長

モデルというのは、全体で３カ年で６カ所予定

をしてますので、１年間で２カ所ずつ予定して

いきたいと思いますが、対象としておりますの

は、野菜ではホウレンソウとかサトイモなどの

加工事業者に安定的に供給できる体制づくり、

それや、原料カンショでは、焼酎メーカーに安

定供給できる体制づくり。また、お茶では、輸

出も視野に入れた抹茶などの加工原料用茶葉の

安定供給体制づくり。こういった産地を６地区

やっていきたいというふうに考えております。

例えば、農産物をつくってそれを○黒木委員

出すだけということで、県内の所得を上げるに

はやっぱり加工するべきだということで、いろ

んな事業が、取り組みがあるんですけれども。

例えば、カルビーのポテトチップス、あれアイ

ダホあたりからジャガイモを輸入してそれをポ

テトチップスにして販売しているのかなという

ような気がしていたら、北海道の士幌農協です

か、あそこが、袋に入れるまで現場でやってい

る。それから、あそこの農協は400人ぐらいの組

、 、合員ですけれども かなりの農協の力があって

組合員の預金高も相当なものがあるというふう

に聞いておりまして、そういったいろんな企業

関係との連携によっての加工、売り先がしっか

りしたところとの一つのインテグレーションみ

たいになるんでしょうけれども。そういった取

り組みというのが必要ではないかなというのが

気がして、今のお話聞くと、なかなか企業とか

結びつくようなあれでもないのかなと、これ農

業県としてやっぱりそういった取り組みという

のを進めるべきではないかなという気がするん

、 、ですけれど 宮崎としての可能性といいますか

そういったものはどのようなものが考えられる

んでしょうか。

委員おっしゃっていると○甲斐農産園芸課長

おりだと思っております。私どもも、出口をま

、 、 、ずはっきりさせて 出口の加工事業者 例えば

お茶であれば、抹茶にして輸出するという輸出

先との連携、加工農産物であれば、そういうカ

ルビーもそうでしょうけれども、冷凍野菜、こ
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ういったものを出口とする取り組みということ

を念頭に置きまして、そういう加工事業者と生

産者。特に生産者のほうが高齢化しております

ので分業化を進めて、収穫とか播種、こういっ

た作業を行う中心経営体と呼んでおりますが、

こういった人たちに機械を集中して、そういっ

た作業については中心的経営体が行う。一般の

管理については、一般の農家の方が行うといっ

た分業化を進めて、そういう企業のもとで出荷

規格とか品種、収穫時期、そういったものを工

程を相談しながら、この事業を進めていきたい

というふうに考えております。

、○黒木委員 いろんなところとマッチングとか

いろんな課題も多かろうと思いますけれど、一

歩一歩進めていただきたいというふうに思いま

す。

同じこの事業の中で、ヘベスの産地拡大とあ

りますが、これは、現在、日向管内だけだった

んですけれど、今拡大の動きといいますか、県

内のその産地の動きがあるんでしょうか。

へベスにつきましては、○甲斐農産園芸課長

昨年度、日向市の市長が記者会見をやっていた

だきまして、このヘベスをもう全域に拡大をし

ていくという方針を打ち出していただいており

ます。それを受けましてつくったのがこの事業

でありまして、今、ヘベスは24ヘクタール、134

トンというような状況でございます。従来のカ

ボスとかスダチに比べると非常に10分の１以下

みたいな生産量でございまして、それを37年ま

でに40ヘクタール、1,000トンという目標を掲げ

。て拡大していこうというふうに考えております

そのため、この事業では、まず苗木の問題でご

ざいますけれど、優良苗木の供給体制の整備を

行いまして、苗木の供給を全県下に行っていき

たいというふうに考えております。

それと、高品質化に向けた防風ネット等のハ

、 、 、ウスのネット等の整備等の支援 また 機械化

大規模なやはり生産者をつくっていかないとい

けないということで、２ヘクタール規模の大規

模経営体のモデル育成、こういったことを通じ

まして、ヘベスの産地拡大というものを進めて

いきたいというふうに考えております。

もう具体的には、県内のどこかの○黒木委員

地区でこれから取り組もうという動きがあるん

でしょうか。

まず、ＪＡ日向管内が核○甲斐農産園芸課長

、になるということは間違いないんですけれども

今後、県内の既存のミカン産地、例えば、日南

、 、 、 、 、とか串間 宮崎市の高岡 清武 木花 そして

綾、こういったところでヘベスの産地の拡大を

していきたいというふうに考えております。

まだ質疑があろうかと思います○右松委員長

ので、第２班を途中からまた再開という形でよ

ろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

、 。○右松委員長 それでは 暫時休憩いたします

午前11時54分休憩

午後０時58分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

引き続き、第２班の質疑を行いたいと思いま

す。皆様のほうから質疑をお願いします。

宮崎式スマート園芸モデル実証事○外山委員

業、僕の記憶違いかもしれませんが、つい最近

テレビで見た記憶があるんです。この研究者と

いうか、開発者の番組をテレビで。これ今飽差

制御システムの開発とありますが、まだ確立さ

れてないんですか、システムは。

この飽差制御という考え○甲斐農産園芸課長

方、湿度管理をして気孔を開いてということな
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んですけれども、そのためのシステム、要する

、 、に 飽差制御を湿度をこの状態に持っていって

そのときに二酸化炭素を供給するとか、そうい

うコントローラーについてはまだ開発されてお

りません。そういう測定装置についてはもう開

発されております。

僕のちょっと勘違いですね、テレ○外山委員

ビ番組は。

じゃあ、これをでも開発はされたとしても、

ハウス一つにかなりお金はというか、予測とし

て投資額は大きいものになるんですか。

今回は、一般の農家さん○甲斐農産園芸課長

のハウスにこのシステムを入れたいというふう

に考えておりまして、できるだけ安価なシステ

ムということを考えておりますが、大体開発目

標は飽差制御機器とその湿度を出すための装置

でございますけれど、これを合わせて260万程度

を考えております。

ハウス１棟につきですか。○外山委員

ハウス１棟というか、10○甲斐農産園芸課長

アール当たりです。

宮崎方式スマート園芸モデル実○右松委員長

証事業について、関連があればお願いします。

20ページの次世代低コストハウス○山下委員

なんですが、これ基本的に高軒高ハウスという

のは、コストが下げられるの。例えば、やっぱ

り屋根高を高くすることによって、僕は基本と

いうのが、やっぱり燃費が返って要るんじゃな

いかなと思うんですが、そこの整合性をちょっ

と教えて。

委員がおっしゃいますよ○甲斐農産園芸課長

うに、私どもも軒の低いハウス、従来のハウス

と、軒のそういう箱型といいますか、高軒高の

ハウス、大体軒高が従来のハウスは２メーター

ないぐらいです。高軒高と言われているのは、

４メーターから６メーター、大体容量的に倍に

なるんですけれども、そうすると、全体容量と

表面の関係で、確かに温まるのは時間がかかっ

て、コストもかかるんですけれど、一旦温まっ

てしまうと、表面積のほうがかまぼこ型のハウ

スのほうが大きいもんですから、それはすぐ下

がるんですけれども、この高軒高ハウスはなか

なか冷めないというようなことがわかっており

ます。したがいまして、コスト的にも十分ペイ

できるものというふうに考えております。

その論理がわかって、我々もそう○山下委員

いう話ができるかなという思いなんですが、そ

うすることによって、より軒高が高くなるとい

うことは、例えば、ピーマンだったら焼けが少

なくなるとか、キュウリも色づきがいいとか、

そういう生産性が上がることが実際もう所得も

。上がっていくという理解をしとっていいのかな

高軒高になりますと、中○甲斐農産園芸課長

の容量が大きくなるもんですから、温度とか湿

度の変化が非常に緩やかになってきます。その

緩やかな中で環境制御を行っていくと、収量が

非常に上がっていくということでこの高収量が

実現できるということで、高軒高ハウスという

ものを開発していきたいと考えております。

この事業内容の中で、本県主力ハ○山下委員

ウスのＡＰ２号改良型ハウスですか 新たにやっ、

ぱり低コスト化を目指していこうということな

んですが、もう今、国のほうでＪＡ改革の一環

の中で、いわゆる資材の低廉化、もうちょっと

安くで資材供給して、そういうものができると

いうことを仕組みを今やってますよね。その辺

のことを、本来やっぱりＪＡが中にはおるわけ

ですから、ＪＡとの連携、それなくしては低コ

スト化というのができないと思うんですが、そ

この協議はちゃんと進めていくようにしている
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の。

20ページの右側のほうに○甲斐農産園芸課長

ハウス検討委員会というのを設置して進めたい

と思っておりまして、その中には、構成員とし

て、県と農業団体、ＪＡも入っていただいた中

で、そういった動きも注視しながら、こちらで

はまたこのＡＰハウスの低コスト化に向けた作

業を進めていきたいと考えております。

降灰、宮崎市あたりはならないで○山下委員

。 、すよね 児湯郡もハウスの生産団地なんですが

降灰事業というのは充当できません。だから、

単独でＪＡとの２分の１やったかな。もちろん

。出荷体制をとらないといけないと思うんですが

今、都城でもせっかく降灰対策事業があるんで

すが、３戸やっぱり同じ品目をつくらないとい

けないという条件が、非常にハードルの高い規

定があって、なかなか降灰事業にのらないとい

うのが実情なんです。せっかく新規就農が入っ

ても そこ辺は やっぱり農家から もうちょっ。 、 、

と降灰対策の、今、この降灰事業、南那珂も西

諸も対応できるんです。そこ辺は、末端農家か

らのハウス経営に新規参入に入ってくる中での

３戸まとまらないと、この事業にのれないとい

う、そういう問題等は出てないですか、農家か

らの意見って。

、○甲斐農産園芸課長 降灰事業につきましては

昨年度も２カ所で実施しましたが、２カ所とも

３戸以上の農家ということで実施させていただ

いております。今年度も１カ所で実施する予定

にしておりますが 今のところ ３戸から上がっ、 、

てきておりまして、今のところそういう声は挙

がってきておりません。

認識不足で、そこにのらないで、○山下委員

だから、別な事業でやっている人たちもおられ

るんです。だから、何とかしてくれだったんで

すが、３戸以上にならなかったということで、

該当にならないという方がおられるんです。だ

から、結局、畜産から一般の農作物に展開する

のも宮崎の農業の課題ですから、やっぱり何と

か降灰事業も条件緩和してもらって もうちょっ、

と取り組みやすい条件になったらいいがなと思

うんですが。

今、国のほうでも国庫事○甲斐農産園芸課長

業のほうを３戸ではなくて、３名にしようとい

う動きがありまして、降灰事業についても、そ

こ辺のところを、国の事業ですので、国のほう

の動きとあわせて検討させていただきたいなと

いうふうに思っております。

よろしいですか。その他、ほか○右松委員長

にありますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

以上で農業経営支援課、農産園○右松委員長

芸課の審査を終了いたします。

執行部入れかえのため暫時休憩いたします。

午後１時７分休憩

午後１時11分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

これより農村計画課、農村整備課の議案の審

査を行いますので、順次説明を求めます。

。○竹下農村計画課長 農村計画課でございます

お手元の歳出予算説明資料の305ページをお開き

ください。

農村計画課の当初予算は、一般会計のみで52

億8,146万5,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

307ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）公共工事品質確保強

。化対策費1,415万2,000円についてでございます
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２の公共工事品質確保強化事業1,232万7,000円

でありますが、公共三部が発注する公共工事に

ついて、施工体制監視チームを編成し、工事現

場における施工体制の点検などを通じ、公共工

事の品質確保を図るものであり、農政水産部が

負担する委託料を計上しております。

次に、その下の（事項）公共農村総合整備対

策費１億9,546万2,000円でございます。主なも

のとしまして、２の国営造成施設管理体制整備

、 、促進事業8,420万2,000円でありますが これは

国が造成した施設を管理する土地改良区の管理

体制の強化を図るため、一ツ瀬川地区ほか６地

区へ助成するものでございます。

３の基幹水利施設管理事業8,726万につきまし

ては、市町が管理するダムなどの大規模な国営

造成施設の管理費の一部を補助し、農業用水の

安定供給や農村地域の防災・環境保全等の機能

強化を図る事業で、一ツ瀬川地区ほか３地区で

実施するものでございます。

次に、308ページをお開きください。

中ほどの 事項 国土調査費10億5,718万1,000（ ）

円についてでございます。これは、１の地籍調

査事業により、１筆ごとの土地について、所有

、 、 、者や地番 地目 面積を明確化するものであり

宮崎市ほか16市町村等で実施するものでござい

ます。

次に、一番下の（事項）大規模土地改良計画

。調査費の2,589万5,000円についてでございます

これは、大規模土地改良事業の円滑な推進を図

るため、各種調査や地域農家への畑かん営農の

啓発、推進を行うものでございます。

次に、309ページをお開きください。

上段の 事項 土地改良事業負担金の32億7,050（ ）

万であります。これは、大淀川左岸地区ほか６

地区の国営土地改良事業と都城区域で実施しま

。した緑資源機構事業に係る負担金でございます

次に、（事項）県単土地改良事業の3,047万

。 、 、1,000円でございます これは 平成28年度では

１の県単農業農村整備計画策定事業につきまし

て、308ページの中ほどの（事項）土地改良計画

調査費に、また、２の中山間ふるさと生活環境

整備計画策定事業につきましては、307ページの

下側 （事項）公共農村総合整備対策費で計上し、

ておりましたが、今回、事項を新たに設定し、

県単事業として実施する農業農村整備計画策定

に要する経費を一つの事項に整理し計上したも

のでございます。

歳出予算説明資料の説明は、以上でございま

す。

続きまして、常任委員会資料の47、48ページ

をお開きください。

議案第42号「農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」でございます。

48ページの表にありますとおり、農村計画課

では、農業農村整備実施計画策定ほか２事業に

ついて市町村負担を予定しておりまして、地方

財政法第27条第２項の規定により、あらかじめ

市町村の意見を聞き、同意を得た上で議会の議

決に付するものでございます。

農村計画課は以上でございます。

畑かん営農推進室○山下畑かん営農推進室長

でございます。決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。

別冊の資料、決算特別委員会指摘要望事項に

係る対応状況の11ページをお開きください。

上段の⑪になりますが、畑地かんがい営農の

推進につきましては、畑作農業の振興を図る上

で施設整備と有効活用が大変重要であることか

ら、さらなる推進に努めるよう指摘要望をいた

だいたところであります。このことにつきまし
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て、先般策定しました第七次宮崎県農業・農村

振興長期計画（後期計画）に基づく産地経営体

構想に沿った内容とするため、平成24年３月に

策定しました宮崎県畑地かんがい営農ビジョン

の見直しを行い、関係機関の推進体制のさらな

る連携強化を図りますとともに、今後、推進方

針や行動目標を設定することとしております。

また、収益性が高く、安定した畑作農業を実現

するため 「みやざき畑かん営農振興大会」を２、

月６日に開催し、畑地かんがい用水を活用した

営農の実践事例を畑かんマイスターが生産者に

伝えるなど、畑地かんがい営農の普及拡大に努

めているところであります。

平成29年度当初予算案におきましては 「畑作、

イノベーション！広がれ畑かん営農事業」によ

り、市町村等が行う畑かん営農導入を推進する

取り組みの支援等を行うこととしており、畑地

かんがい営農のさらなる推進に取り組んでまい

ります。

畑かん営農推進室は以上でございます。

。○甲斐農村整備課長 農村整備課でございます

歳出予算説明資料に戻っていただきまして、311

ページをお願いいたします。

農村整備課の当初予算につきましては、一般

会計で127億4,465万3,000円をお願いしておりま

す。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。313ページをお開きください。

上から５段目の（事項）農業農村振興対策事

業費18億6,764万6,000円についてであります。

２の（１）の多面的機能支払制度推進事業に

つきましては、農業・農村が有する多面的機能

の維持・発揮を図るとともに、担い手の規模拡

大と構造改革を後押しするために、地域共同で

行う多面的機能を支える活動や地域資源の質的

向上を図る活動を支援するものでございます。

次に、その下の（事項）公共農村総合整備対

策費５億4,196万円についてであります。２の中

山間地域総合整備事業につきましては、農業の

生産条件等が不利な中山間地域におきまして、

、農業生産基盤と生活環境基盤を総合的に整備し

農業・農村の活性化を図るため 高千穂町の五ヶ、

所地区ほか６地区において、農業用用排水路や

営農飲雑用水施設などの整備するものでござい

ます。

次に、314ページをお開きください。

上から２つ目の（事項）土地改良管理費5,659

万6,000円についてであります ５の改善事業 土。 「

地改良区統合整備総合対策事業」につきまして

は、後ほど委員会資料で御説明いたします。

次に、一番下の（事項）県単独土地改良事業

費２億2,815万円についてであります。１の県単

独土地改良事業につきましては、国庫補助事業

の対象とならない小規模な農業用用排水路や農

道などを整備するものであります。

次の（事項）公共土地改良事業費33億8,532

万7,000円についてであります。１の県営畑地帯

、 、総合整備事業につきましては 畑地帯において

多様な営農形態の対応や担い手の育成・強化を

図るため、宮崎市住吉２期地区ほか45地区で、

畑地かんがい施設や農道などを整備するもので

ございます。

次に 一番下の 事項 公共農道整備事業費11、 （ ）

億7,416万2,000円についてであります。

次のページ、316ページをお開きください。

１の県営広域営農団地農道整備事業につきま

しては、農畜産物の効率的な輸送体系の確立な

どを図るため、門川町の沿海北部５期地区ほか

１地区で農道を整備するものでございます。

次の（事項）公共農地防災事業費15億1,562万



- 91 -

平成29年３月14日(火)

円についてであります。農地や農業用施設の災

害を未然に防止するため、４の県営湛水防除事

業につきましては、国富町嵐田地区ほか１地区

で排水機場等の整備をするものであります。

次に317ページをごらんください。

一番下の（事項）耕地災害復旧費29億5,909

万1,000円についてであります。これは、台風や

集中豪雨などにより被災した農地・農業用施設

を早期復旧するものでございます。

続きまして、常任委員会資料の25ページをお

願いいたします。

土地改良区統合整備総合対策事業について御

説明いたします。

本事業につきましては、農業生産基盤の管理

主体でございます土地改良区の組織基盤を強化

するため、土地改良区の統合整備を推進するも

のでございます。

右側26ページの中ほどにあります、３、必要

な支援をごらんください。

①の土地改良区統合整備推進事業は、県域及

び地域ごとの協議会による土地改良区への指導

・助言を行い、統合整備を推進するものでござ

います。②の土地改良区統合再編整備事業につ

きましては、具体的な統合整備に向けた協議会

の開催、事務機器等の整備や土地改良施設の整

備補修などの必要な整備に対する支援を行うも

のでございます。

左のページに戻っていただきまして、２の事

業概要の（１）予算額につきましては、4,232

万8,000円をお願いしてございます。そのうち、

（５）事業内容の２、土地改良区統合再編整備

事業4,120万4,000円につきましては、えびの市

における具体的な合併に対し施設の補修や事務

機器の整備などに対して支援するものでござい

ます。

続きまして、47ページをお開きください。

議案第42号「農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」であります。表

、 、にありますとおり 市町村負担を予定しており

土地改良法第91条第６項等の規定により、あら

かじめ市町村の意見を聞き、同意を得た上で議

会の議決に付するものでございます。

説明は以上でございます。

議案に関する説明が終了いたし○右松委員長

。 。ました 委員の皆様からの質疑をお願いします

308ページの国土調査費10億5,700○山下委員

万計上してありますが、これは具体的に地籍調

査というのはどういう事業ですか。また、国調

が済んでないところはあるんですか。

先ほど説明いたしました○竹下農村計画課長

けれども、土地の所有者あるいは地番、面積、

そういったものを１筆ごと調査するものでござ

います。今現在、８市町村で完了しておりまし

、 、 、 、 、て あと２町が 今 休止状態で あと残りが

今継続して、宮崎市ほか16市町村等で実施して

いるところでございます。

もうちょっと詳しく教えてほしい○山下委員

んだけれど、これ田んぼも畑もということ。農

地のことでしょう。

農地だけではございませ○竹下農村計画課長

んで、宅地も林地も含みます。

わかりました。25、26ページの土○山下委員

地改良区統合整備総合対策事業なんですが、基

盤整備率、土地改良区がそれぞれ基盤整備する

、ときに立ち上がってくるだろうと思うんですが

昭和40年代に土地改良をずっと進めてきて、基

盤整備を、その中でも負担金がもう20年とか、

、それで土地改良区の負担がもう終わってくると

、あと解散をしてきたような記憶があるんですが

、 、もう負担金が それは土地改良区の組合の負担
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機能が終わったということで、解散してきたよ

うな記憶があるんですが、それは間違いないで

すか。

土地改良区につきまして○甲斐農村整備課長

は、事業を実施するに当たり、圃場整備とか、

それを実施するに当たり設立されてきた経緯が

ございまして、事業が完了しまして、いろんな

精算が終わりますと、そういった精算等は終わ

りますが、残った施設の維持管理というものが

非常に重要になってまいりますので、土地改良

区がそのまま存続されて 施設の維持管理を担っ、

ていただいているというところが多うございま

す。ところによっては、小さい土地改良区で解

散されたところも実際ございます。

それで、言われるように、施設の○山下委員

維持管理、ポンプがあったり、河川から水をと

る取水溝があります。昭和40年代のころはまだ

転倒堰がその辺になくて、結局、もう直接川を

せきとめて水を入れてくるんですが、やっぱり

大雨が降ると、かなり土石流が暗渠の中に入っ

てきたりして、それを撤去するための作業とい

うのは物すごい負担になっているんです。もう

御案内のとおり、超高齢化で、そして、出てく

る人たちも女性が中心、そうなってくると、も

う本当に限られた人数でもう一回やり直しをし

ないといけないよねという話は出るんですが、

結局もう土地改良区は解散しているもんですか

ら、じゃあ水利組合で後はやれといったって、

そんな原資がないわけです。そういう問題点を

整理しながら、新たにまた整備統合をしていく

ということなんですが、既存の今までに立ち上

がって解散した土地改良区の水利組合等をひっ

くるめた問題整理はどう位置づけを考えておら

れますか。

委員御指摘のとおり、な○甲斐農村整備課長

かなか土地改良区につきましても弱くなってい

るところもございまして、そういったところに

つきましては、既存の土地改良区があるところ

につきましては、この事業で合併等を進めなが

ら 足腰の強い土地改良区で施設を管理していっ、

ていただくという方向も一つございますし、多

面的機能支払制度等を活用して、地域の住民活

動によっていろんな施設の維持管理等を進めて

いくという方向についても、県として今積極的

に進めているところでございます。

、○山下委員 ぜひそういう農村の抱える課題を

やっぱり精査していただいて、今残っている土

地改良区はまだ継続性があるわけですから、そ

れでないところの抱えている問題です。そこも

十分精査して、問題解決してください。言われ

るように、多面的機能とかそういう事業もあっ

て、利用できるところはいいんですけれども、

大型の用水路、取水溝やら、これ大きな課題を

抱えてますので精査してください。

それから、今度は26ページの一番上のウの部

分の維持管理等についての問題点がここに書い

てあるんですが、例えば、畑の基盤整備あたり

も、本当に農地防災で排水路をしっかりと入れ

ていただいて、当初はよかったんです。だけれ

ど、やっぱり高齢化の中で、土手の草をはらっ

ても、それをもう今燃やせない状況なんです。

以前は草を刈った後、枯れたら火をつけて、管

理がなされてたんですが、草を刈っても燃やす

ことがだめだとか何とかって言われているもん

ですから、それが排水路に全部埋まるんです、

。 、土手の草が どういうことが起きるかというと

、その刈った草を撤去する労働力もないですから

もうそのまま放置していると排水路が埋まって

しまう。大雨が降ったときに、じゃあその排水

路が流れない水は農道を走って、今度は、農道
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の道路の淵を壊してしまうとか、それはもう２

次災害になりよっとです。だから、私はいつも

考えるんですけれども、市町村とお互いに合意

して、草をはらった後は燃やせる、地域の理解

。 、です そこを得られないのかなと思うんですが

いかがでしょうか。あなた方は農地を守る立場

にあるわけですから、そこ辺からすると、抱え

ている課題で。

草の燃やせる、燃やせな○甲斐農村整備課長

いについて、詳しい話をちょっと私も承知して

おりませんで、大変申しわけございません。そ

ういったことにつきまして、市町村と協議しな

がら、そういう課題があるということをしっか

りと。

今、山下○宮下農政水産部次長（農政担当）

委員から御指摘のあったようなさまざまな課題

が、今、土地改良区を取り巻いている状況であ

ります。例えば、大型化が進んでいくと法人、

数個の法人でじゃあ100ヘクタールを耕すか。耕

すのは耕せますが、維持管理をどうするかとい

う問題がありまして、農林水産省のほうでもそ

の問題を、今、早急に対応しなきゃいけないと

いうことで、この土地改良法の改正等と合わせ

て今議論を進めているところであります。私も

そのメンバーにも入らせていただいて議論して

いるところですが、一つの考え方として、そう

いった草の問題等も含めて、いろいろな協議会

をつくっていく。そして、例えば、水路維持等

も外注をしていくというような話まで今上がっ

てきておりますが、これから一つずつそういっ

たところを踏まえて、国との議論を踏まえて、

私どもも、新しい方向を見出していければとい

うふうに今考えているところでございます。

ぜひ、ウの中に、高齢化の進展に○山下委員

よる水路の泥上げや施設の操作等の労力の伴う

管理が困難ということやら、もうこういう問題

意識を持っておられるわけですから、それを解

消するためには、どうするかをやっぱり知恵を

出していただかないと、不思議と野焼きを河川

は今できるんです。消防署と連携しながら、消

防団も出て、河川というのは、畦焼き、野焼き

をやっているんですが、一般の農地については

だめだという論理が広がってて、そして、今、

都城で非常に多いのが、そういう感覚で市民が

おられるもんですから、野焼きをした、火を入

れていると、野木がもう火事になっていると、

もうその通報が消防署にどんどんいって、そし

て、消防団も駆けつけないといけない。もう５

分、10分で消えましたということが僕らのメー

ルにも入ってくるんですが やっぱりもうちょっ、

と地域の中での連携をしっかりととっていただ

いて、私はそこを草刈りした後の、草は燃やせ

るぐらいの、条例じゃないけれど、申し合わせ

というのをするべきじゃないかなと思うんです

けれど、ぜひ検討してください。

さまざま○宮下農政水産部次長（農政担当）

な課題を解決するには、多くの分野の協力を得

ながら進めていく必要があると思いますので、

市町村やまた消防関係も含めて、そういった場

を設けながら議論をして、地域の資源としての

農地 そして 土地改良施設等をしっかりと守っ、 、

ていくような議論をしていきたいと思います。

地籍調査で関連ということで、代○河野委員

表質問でもさせていただきましたが、きのうも

森林関係で、土砂災害地域の早急な対策という

ことで、やっぱりブレーキになっていたのが、

この地籍調査のおくれというか、結局、県の事

業がせっかく進んでたのに、字図混在というと

ころでその事業がストップせざるを得ない状況

があると。いろいろ調査をさせていただいたん



- 94 -

平成29年３月14日(火)

ですけれど、やっぱり事業は市町村ということ

なので、この市町村の方針で難しいところが、

結局後回しにされているような実感を持ったん

ですけれど、１点は、この地籍調査というのは

方向性というか、方針は市町村に任せされてい

るのかというのを、ちょっともう一回確認した

いと思うんですけれど。

委員がおっしゃいました○竹下農村計画課長

ように、市町村が事業主体となってやるもので

すから、市町村が計画をちゃんと持って、どの

地域をことしはやる、次の年はこれをやるとい

うような段取りでやっておりますので、市町村

が第一で計画を進めながらやっているというこ

とでございます。

結局、先ほどの土砂の災害のとこ○河野委員

ろ、せっかく県が事業を進めてて、混在地域に

入ったから、結局、地籍調査が進んでないとい

うことで後回しにされる。一番危険な状態のと

ころが後回しにされるというところが、実態と

して浮かび上がっているということを考えるな

らば、きのうもちょっと森林関係で、地番の情

報緊急整備事業というのが入ってきました。こ

れは国の施策によって、早急に森林のさまざま

な問題を解決するために手を打たなきゃいけな

。 、いということで国が動いて入ってきた それは

、やっぱり市町村が事業主体になってますけれど

県の支援がないと進まないぞということで、事

業がきのうちょっと議論されたんですけれど、

この地籍調査も同じように、県の指導というの

を、もう一回ちょっとしっかりと進めることが

できないかなということで、ここら辺はいかが

でしょうか。

事業そのもの自体は、先○竹下農村計画課長

ほど申し上げましたように 市町村が主体となっ、

ていくものでございますけれども、進めるため

に、予算を市町村のほうでもちゃんと確保して

ほしいということ、それから、どうしてもその

事業をするということになりますと体制の問題

が出てまいります。ですから、職員あるいは嘱

託の職員とか、そういった職員の体制を整えて

いただく、そういった要望を市町村のほうには

お願いしているところでございます。

あわせて、いろんな地図混乱地というところ

がございますけれど、その件についてはいろい

ろ市町村のほうから御相談を受けながら、また

アドバイスをしながら県としてはやっていきた

いというふうに考えてございます。

ぜひ支援を進めていただきたいと○河野委員

思います。

土地改良区の件で再度お伺いした○図師委員

いんですが、現在、県内169あるということなん

ですが、県のほうとしては、これをどれくらい

まで統合させていこうとか、例えば、適正規模

を考えていらっしゃるのか。また、合併統合を

、進めていくに当たってエリアごとでされるのか

水系ごとでされるのか、会員数なのか、受益面

積なのか、そのあたりの物差しが決まっておれ

ば教えてください。

土地改良区の統合につき○甲斐農村整備課長

ましては、５年間ごとに計画をつくりまして、

それに基づいて進めているところですが 平成28、

年度で計画が途切れまして、29年度から新たに

始まるということで、現在策定中でございまし

て、まだ数字的なものが固まっているところで

ございません。

、 、ということで この協議会の中でしっかりと

協議会に市町村なり、土地改良区の代表の方が

入っていただいておりますので、しっかりと議

論して、そういった目標を定めてまいりたいと

考えております。
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それと、その地域ごととか、その水系ごとと

かということではなくて、やはり、まずは地域

ごと、支庁、振興局ごとにそれぞれ協議会を設

置しておりますので、その中でしっかり議論し

ていただいて、土地改良区の意見等も反映させ

ながら、それを県全体でまた集約して推進して

いくということで現在は進めているところでご

ざいます。

特に、県のほうとしてモデルとし○図師委員

ているようなものとか、県内を幾つかのブロッ

クに分けてとか、そういう下敷きは全くないと

いうことでしょうか。

特にモデルとか そういっ○甲斐農村整備課長 、

たものを持っているということでなくて、やは

りどうしても土地改良区の合併となりますと、

それぞれの土地改良区さんでいろんな考え方が

ございますので、そういった御意見等をしっか

り聞きながら、その地域地域で進めていくとい

うことでやっているところでございます。

本当おっしゃるとおりで、地域の○図師委員

実情に応じた、またその各土地改良区の運営事

情というものもあられるでしょうから、その協

議会でそういう地域の声をしっかり反映させた

形で統合が進んでいくのが理想的だなと思いま

すので、よろしくお願いします。

ほかにありますでしょうか。○右松委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で農村計画課、○右松委員長

農村整備課の審査を終了いたします。

次に、水産政策課、漁村振興課の議案の審査

を行いますので、順次説明を求めます。

。○田原水産政策課長 水産政策課でございます

お手元の平成28年度歳出予算説明資料の319ペー

ジをお開きください。

水産政策課の当初予算額は、一般会計で19

億193万9,000円、沿岸漁業改善資金特別会計で

２億1,042万8,000円、合計で21億1,236万7,000

円をお願いしてございます。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。322ページをお開きください。

（ ） 、上段の 事項 水産金融対策費の説明欄の１

漁業近代化資金利子補給金7,496万3,000円でご

ざいますが、これは、漁業近代化資金融通法に

基づく制度融資でございまして、漁業者等の漁

船の建造や取得、機器類の更新など、低利の資

金貸付における利子補給金でございます。

（１）漁業近代化資金利子補給金が法定の利

子補給分で融資枠は12億円でございまして、こ

のうち８億円分については、経営転換等一定の

条件に合致するものについて （５）にお示しす、

る未来みやざき漁業推進資金で、県単の上乗せ

利子補給を行うものでございます。

（ ） （ ）２ のサンマリン21漁業推進資金から ４

新サンマリン21漁業推進資金までの３つの資金

については、過去の貸付分に係る県単の上乗せ

利子補給を行うものでございます。

次に、４、漁業協同組合機能・基盤強化推進

事業467万8,000円でございますが、これは、漁

協において実施してございました信用事業を信

漁連へ譲渡するに際しまして、幾つかの漁協に

おいて譲渡不足金等が発生し、多額の借り入れ

が必要となったことから、県と信漁連等が連携

して、関係漁協の金利負担を軽減するために利

子補給を行うものでございます。

次に、下段の（事項）資源管理対策費の説明

欄の改善事業１、アマダイの資源回復による沿

、岸資源の持続的な利用推進事業につきましては

後ほど漁業・資源管理室長が御説明をいたしま

す。

次に、説明欄の２の未来をつくる資源造成推
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、 、進事業1,448万4,000円でございますが これは

、本県の沿岸漁業の漁獲の安定や増加を図るため

漁業者が科学的な資源評価に基づいて取り組む

種苗放流ですとか、小型魚の保護、こういった

資源管理の計画づくりや実践を支援するもので

ございます。

このような形で、資源評価を踏まえた上で持

続可能な資源利用を進めるものとして、宮崎方

式と称してございますけれども、国等から高い

評価をいただいてございます。

次に、一番下の説明欄の４、うなぎ資源管理

強化対策事業5,648万1,000円でございますが、

これは、資源の減少が指摘されているニホンウ

ナギの持続的な利用を確保するため、ウナギ養

殖業の許可制度を初め、国が進めているウナギ

資源管理の取り組みが適正かつ円滑に進められ

るよう、稚魚池入れ量の制限に係る指導ですと

か、密漁防止のための監視、稚魚流通の適正化

に係る調査、こういったものを行うものでござ

います。

323ページをお開きください。

一番上の説明欄の５、宮崎県内水面振興セン

ター経営基盤強化対策資金8,000万円でございま

すが、この事業は一般財団法人宮崎県内水面振

興センターに対し、運転資金として無利子の短

期融資を行うものでございます。

次に、その下の（事項）水産物流通加工対策

費の説明欄の改善事業３、産地一体型宮崎のさ

かな競争力強化総合支援事業につきましては、

後ほど委員会資料で御説明をいたします。

次に、中段の（事項）地域漁業経営改革対策

費の説明欄の１、漁業経営安定対策資金５億円

でございますが、これは、燃油価格等の高騰に

備えた国の漁業経営セーフティーネット構築事

業、これへの加入促進等を目的に信漁連が実施

する無利子貸付事業を支援するために、その必

。要な原資の一部を貸し付けるものでございます

次に、説明欄の２、ＪＡＰＡＮキャビア基盤

確立支援事業1,791万6,000円でございますが、

この事業は、チョウザメ養殖種苗の安定供給体

制の整備とともに、宮崎キャビアの国内外への

販売力強化の取り組みを支援することにより、

本県キャビア産業のより一層の成長産業化を促

進するものでございます。

次に、324ページをお開きください。

一番下の（事項）水産業試験費１億4,206

万4,000円でございますが、これは、水産試験場

の試験研究に要する経費でございます。水産資

源の管理や漁場の予測、藻場の造成と管理、さ

らには水産物の品質向上等に関する技術の開発

など、資源の持続的利用や漁業の収益性の向上

。に資する課題に取り組むこととしてございます

次に、326ページをお開きください。

沿岸漁業改善資金特別会計２億1,042万8,000

、 、 、円でございますが これは 沿岸漁業について

経営改善等に必要な資金を無利子で貸し付ける

ものでございます。なお、貸付枠は説明欄の１

にありますとおり２億948万円をお願いしており

ます。

次に、債務負担行為について御説明をいたし

ます。常任委員会資料の４ページをお開きくだ

さい。

上から２番目の水産政策課の欄にありますと

おり、平成29年度漁業近代化資金ほか３つの資

金等に係る利子補給について、期間及びその限

度額を設定するものでございます。

続いて、常任委員会資料の６ページをお開き

ください。

29年度予算案の新規・重点事業の目次でござ

いますが、当課からは、中段やや下、ページ
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の27、29に対応する部分でございますが、アマ

ダイの資源回復による沿岸資源の持続的な利用

推進事業と産地一体型宮崎のさかな競争力強化

総合支援事業、この２つの事業について、漁業

・資源管理室長と私から順に御説明をさせてい

ただきます。

私のほうからは以上でございます。

漁業・資源管理室○外山漁業・資源管理室長

でございます。改善事業について御説明いたし

ます。常任委員会資料の27ページをお開きくだ

さい。

アマダイの資源回復による沿岸資源の持続的

な利用促進事業であります。この事業は、１、

事業の目的と背景にありますように、アマダイ

、種苗の量産化技術の開発と放流を行うとともに

資源回復計画に基づく実効性のある管理を徹底

しまして、資源の早期回復により漁獲量の増加

を実現するものです。

右の28ページをごらんください。

一番上の現状と課題です。本県のアマダイ漁

獲量は、平成元年の246トンをピークに減少して

おり、近年は10トン程度に低迷しております。

このような中、平成23年度から資源評価を、24

年度以降、種苗生産の技術開発を行っておりま

す。

近年、生産技術が向上しており、目標として

いた２万尾を超えるところに来ております。こ

れまで資源評価の結果、漁獲を抑制し、親魚を

確保することや、種苗放流が有効であることが

示唆されております。このため、昨年10月に、

アマダイ資源回復計画を策定し、次の取り組み

をスタートしたところであります。

具体的には、①の種苗の量産化と放流、②の

漁獲量の上限の設定、③の産卵期の休漁、釣り

針サイズを大きくする漁具制限に取り組んでお

ります。

中段の本事業の内容ですが、①のアマダイの

資源回復加速化事業により、種苗の量産化技術

を開発し、種苗放流により資源回復のスピード

を加速化します。②の資源評価体制運営事業に

より、放流効果を検証します。さらに、③の資

源管理の促進・高度化事業により、資源管理の

取り組みの見直し、漁獲物の取り扱い方の改良

など、付加価値向上に取り組んでまいります。

一番下の効果ですが、本事業により、アマダ

イ漁獲量の増加による漁業所得の向上を目指し

てまいりたいと考えております。

なお、つい先月、南郷町の沖合で、１年前と

２年前に放流したと思われるアマダイ８尾が漁

獲されました。想定していたより早い段階での

漁獲で、今後の資源回復計画の中で検証してま

いります。

左の27ページにお戻りください。予算額は864

万7,000円、事業期間は平成31年度までの３年間

でございます。

私のほうからは以上でございます。

。○田原水産政策課長 水産政策課でございます

常任委員会資料の29ページをお開きください。

産地一体型宮崎のさかな競争力強化総合支援

事業でございます。事業の目的ですが、１の事

業の目的、背景にありますように、魚価の下支

えと水産物の付加価値向上を目的に、実需者と

連携した商品開発等に対する支援を行うもので

ございます。

内容については、右側のページで御説明をい

たします。

現状ですが、枠内の取組スキームにあります

とおり、網かけの部分、県、漁連、加工業者等

で構成される県産水産物販売促進会議が核とな

りまして、県漁連の販売機能を活用しながら、
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漁業者、漁協、加工業者など各段階の関係者と

、 、連携し 加工原料となる魚の買いつけオーダー

それと、加工の委託、これを行いまして、県内

外に販売拡大をしていく、こういった取り組み

を開始してございます。

その下、取り組み魚種の一例としてハモを挙

げてございますが、一番左にありますように、

ハモは京都の祇園祭り以降は、産地の魚価が低

下するために、その右のほうですが、漁業者の

手取りをふやすために産地価格よりも高く一定

価格で買い上げた上で、当該スキームで連携し

ている加工場で処理を行い、さらに、右から２

番目ですけれども、大手の社員食堂運営事業社

は、これ向けの業務用として販売をいたしまし

て、最終的に、一番右ですが、ハモ天丼として

社食等で提供するといった、大手食品メーカー

等と連携した新たな加工品の開発販売の取り組

みを行っているところでございます。

このような取り組みは、新たな水産ビジネス

として、県内産地から期待されておりますが、

消費、流通のパイプの拡大を図るためには、加

工費用の低減など、解決すべき課題も多いこと

から、真ん中の黒い下向きの矢印の上の四角囲

みでございますが、さらなる取り組み強化を進

めるため、以下の対策を実施するものでござい

ます。

対策としては３つ掲げてございます。一番左

の取組体制の強化としては、学校給食への利用

促進のための市町との連携や加工ロスを低減す

るための加工業者間の連携などを強化してまい

ります。

社員食堂運営事業社を初め、大手食品メーカ

ー等と連携し、実際の需要に即した、そういっ

た商品開発を支援してまいります。

さらに、一番右ですが、県内加工業者の加工

能力の向上による加工費用の低減とあわせ、売

れる商品づくりを進める一方、小規模加工業者

の商品開発等についても支援を継続してまいり

ます。

このような取り組みにより、右側の一番下で

すが、県産水産物の魚価向上と付加価値向上の

実現を目指してまいります。

左のページに戻っていただきまして、予算額

は983万1,000円、事業期間は、平成31年度まで

の３年間でございます。

続きまして、委員会資料45ページをごらんく

ださい。

議案第22号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例について」でございます。使

用料の名称は、宮崎県水産試験場水産物加工指

導センター使用料でございます。改正の理由で

ございますが、水産物加工指導センターにつき

ましては、水産加工業の発展を目的に、昭和44

年度に水産試験場内に整備されまして、これま

で加工業者や漁協女性部への水産加工技術指導

などを実施しているところでございます。

このような中で、近年のフードビジネスの進

展によりまして、国や県の支援体制の充実とい

うことも相まって、従来の塩干品や冷凍冷蔵品

だけでなく、常温流通が可能なレトルトですと

か、缶詰等加工食品の開発など、水産加工業者

の新商品開発意欲、これがかつてなく高まって

いるところでございます。

しかしながら、新商品が市場でどのように受

け入れられるか不明な状況では、開発のための

新たな機器の導入ですとか、営業許可の取得の

ための施設の改修など、設備投資の判断が非常

に難しいということから、消費者モニタリング

を目的とした試験販売を行うため、当センター

を活用した試作品作製の要望が寄せられている
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ところでございます。

このような水産加工業者の要望を踏まえまし

て、その取り組みを支援するために、現在の技

術指導に加えて、当センターを活用した試作品

の販売を伴う加工品製造を認めることとしたと

いう、こういったことでございますが、それに

伴いまして、既に販売可能な試作品製造が可能

となっております食品開発センター等、ほかの

県営施設と同様に、機器等の使用料徴収を行う

こととしたものでございます。

改正の概要につきましては、表にありますよ

うに、加工室の使用料とさまざまな水産加工品

の製造をするための20の加工関係機械器具、こ

れの使用料設定を行うものでございます。

この条例の施行日につきましては、平成29年

４月１日でございます。

水産政策課からは以上でございます。よろし

くお願いいたします。

。○田中漁村振興課長 漁村振興課でございます

歳出予算説明資料の327ページをお開きくださ

い。

漁村振興課の平成29年度当初予算額につきま

しては、一般会計のみで35億5,335万1,000円を

お願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。329ページをお開きください。

２番目の（事項）漁場保全対策費351万円でご

ざいます。説明欄１の改善事業「養殖魚の安全

・安心対策事業」につきましては、水産防疫対

象疾病が11から24に拡大したことから、対象疾

病の検査体制を整備するとともに、養殖業者に

対する衛生管理指導の強化を図るための経費で

ございます。

次に、その下の（事項）内水面漁業振興対策

、 、費１億9,264万5,000円でございますが これは

河川の魚類資源維持を図るために要する経費で

ありますが、説明欄１の河川放流委託事業につ

きましては、アユやヤマメなどの稚魚の放流を

実施するものでございます。また、３の特定疾

病対策事業につきましては、コイヘルペスウイ

ルス病などの特定疾病発生時におけるへい死魚

の回収処理等に要する経費でございます。

次に、330ページをお開きください。

一番上の（事項）漁業生産担い手育成事業

費2,130万4,000円についてでございます。説明

欄１の未来へつなぐ漁業担い手育成総合対策事

業では、新規就業や収益性の向上を図ろうとす

る本県漁業の将来を担う漁業者を計画的、総合

的に確保、育成することを目的に設立された公

益社団法人宮崎県漁村活性化推進機構が行う担

い手対策事業を支援いたします。

説明欄４の新規事業「浜の力を育てる漁業担

い手対策事業」につきましては、後ほど委員会

資料で御説明いたします。

次に、１つ飛びまして、３番目の（事項）漁

業経営構造改善事業費1,500万円でございます。

説明欄１の新規事業「水産業強化支援事業」に

つきましては、市町村などが浜プランに基づき

水産基盤強化を目的として実施する築いそによ

る漁場整備事業等に対して支援を行うものでご

ざいます。

次のページをごらんください。331ページでご

ざいます。

２番目の（事項）沿岸漁場整備開発調査事業

費259万4,000円でございます。説明欄１の新規

事業「宮崎方式スマート漁業化支援事業」につ

きましては、後ほど委員会資料で御説明いたし

ます。

その下の（事項）水産基盤（漁場）整備事業

費３億7,275万円でございます。これは、漁業の
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生産力向上と豊かな生態系の維持、回復を図る

ために実施する漁場整備に要する経費でござい

ますが、平成29年度は、日向灘海域において、

、安定的な漁獲や燃油等のコスト削減を図るため

浮魚礁を用いた漁場整備を行うほか、水産環境

整備マスタープランに基づき、基礎生産力の向

上や資源回復を目的とした漁場整備を的確に実

施するために、藻場調査と魚礁機能の調査を行

うこととしております。

次に、332ページをお開きください。

一番下の（事項）水産基盤（漁港）整備事業

費17億6,467万7,000円でございます。

次のページをごらんください。

これは、漁港の安全性を確保するとともに、

漁業生産基盤としての機能向上を図るために漁

港整備を行う事業でありますが、２の水産物供

給基盤機能保全事業では、野島漁港ほか11漁港

において、機能保全計画に基づく改良や補修等

を実施し、漁港施設の長寿命化を図るものであ

。 、 、ります また ３の漁港施設機能強化事業では

門川漁港ほか６漁港において、地震・津波対策

として、防波堤などを整備することにより、漁

港施設の機能強化を図るものでございます。

次に、334ページをお開きください。

事項 漁港災害復旧事業費１億7,422万8,000（ ）

円と 次の 事項 水産施設災害復旧事業費6,859、 （ ）

万4,000円でございますが、これらの事業費につ

きましては、台風などで災害が発生した際の調

査費や復旧工事に要する経費をそれぞれ計上さ

せていただいております。

続きまして、平成29年度の新規・重点事項に

ついて御説明いたします。常任委員会資料の31

ページをお開きください。

新規事業「浜の力を育てる漁業担い手対策事

業」でございます。まず、事業の目的・背景で

すが、本県の漁業経営体のうち、特に減少が著

しい個人経営体への新規参入や承継を促進する

ため、受け入れ側の各漁村の受け入れ情報の収

集及び発信力を強化するとともに、新規着業や

高収益型漁業への転換に対するリスク軽減への

支援を行い、担い手の確保、育成を図るもので

ございます。

事業の内容につきましては、右ページで御説

明いたします。

まず、上段に漁業者のスキルレベルとして、

新規参入から独立し、そして、中核的漁業者と

なり、高齢化し、リタイアするという概念を示

しております。

、その下の新規就業者応援バンク設置事業では

新規参入者が就業しやすいように、各漁村にお

いて、リタイアしようとする高齢漁業者の保有

する漁船や漁具情報や経営開始時に指導を行う

漁業者の情報などを各漁村の受け入れ情報とし

て収集し、その情報を発信することで、各漁村

と就業希望者のマッチングによる新規就業の円

滑化を図ることとしております。

右側の漁業経営開始・経営転換支援事業は、

新規就業した漁業者が、経営を開始する場合に

操業準備に係る漁具の仕立てや漁船の整備、さ

、 、らには 操業技術の指導等に対する支援を行い

。自営独立を促進しようとするものでございます

さらに、収益性向上のための経営転換を図ろう

とするものに対しては、その収益性向上モデル

の実証やそのモデルの普及を行うための支援を

行うものでございます。これらにより、安定し

た水揚げが確保され、経営開始・経営転換の促

進を図ろうとするものでございます。

これらの取り組みにより、新規参入からリタ

イアに伴う漁業の承継まできめ細やかな支援体

制を構築することとしております。
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左のページに戻っていただきまして、２の事

業の概要の予算額は354万8,000円、事業期間は

平成31年度までの３カ年でございます。

次に、33ページをお開きください。

「 」新規事業 宮崎方式スマート漁業化支援事業

でございます。まず、１の事業の目的・背景で

すが、本事業は、水産業・漁村振興長期計画の

重点プロジェクトにあります担い手確保及び魅

力ある水産業の構築の実現のために、水産情報

管理システムなどを駆使した科学データに基づ

く、次世代型の漁業経営、すなわちスマート漁

業を支援するものでございます。

事業の内容につきましては、右のページで御

説明いたします。

これまでの漁業は、勘と経験が少ない新規就

業者や若手漁業者の操業には不利な状況にあり

ました。このような中、図の左上にあります漁

海況情報システムでは、海域の水温・潮流など

のデータを収集し、いわゆる海の天気図をウエ

ブ上で提供し、漁業者による出漁の可否や漁場

形成の判断を助ける手段として、利用の拡大を

図っております。また、図の右上の水産情報管

理システムは、今年度、平成28年度に開発した

もので、このシステムにより、これまで分散し

ていた資源や漁獲、市場に関する情報などを集

積、一元管理することが可能になりました。

本事業では、漁海況情報システムの精度の向

上などにより、漁業者の利用促進を図るととも

、 、に 水産情報管理システムで集積したデータが

例えば、将来、漁業者が市場情報や資源状況な

どを考慮したより効率的な操業に活用できるよ

うに、その解析のためのフォーマットづくりや

データの可視化を図るものでございます。ＩＣ

Ｔ等を用いた情報環境づくりで勘と経験のみに

頼らない、情報を活用した漁業、スマート漁業

を目指します。

右のページに戻っていただきまして、２の事

業の概要の予算額は259万4,000円で、事業期間

は平成29年度の１年間でございます。

続きまして、47ページをお開きください。

議案第42号「農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について」でございます。

次のページをごらんください。

、水産基盤整備事業に要する経費に充てるため

市町村負担金を徴収するもので 地方財政法第27、

第２項の規定などによりまして、議会の議決に

付するものであります。この負担金の設定に当

たりましては、あらかじめ対象となる市や町の

意見をお聞きし、その結果、異論がない旨の回

答を得たものであります。なお、負担金の割合

は事業費の100分の10としております。

最後に、決算特別委員会の指摘要望事項に対

する対応状況について御説明いたします。別冊

の決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状

。況についての冊子の11ページをお開きください

⑫になりますが、宮崎県水産業・漁村振興長

期計画に基づき、儲かる漁業の実現に向けた具

体的な取り組みを進めるとともに、本県漁業の

担い手確保に積極的に取り組むよう要望いただ

いたところであります。

長期計画（後期計画）に基づき、資源回復と

経営力の強化による持続可能な水産業・漁村の

構築を目標に地域を担う漁業経営体づくり、水

産資源の適切な利用管理、漁港施設などの防災

対策の強化と機能の保全の３つの柱に基づく施

策を展開すると同時に、施策を確実に実施する

ための重点プロジェクトとして、未来へつなぐ

漁業担い手プロジェクトと、魅力ある水産業の

構築プロジェクトを展開しております。特に、

漁業担い手の育成につきましては、宮崎県漁村
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、活性化推進機構を担い手対策の推進母体として

、 、漁業への就業支援 効率的な漁業への転換支援

漁業者への経営指導の一元化による就業及び経

営支援に取り組んでおります。また、漁業への

新規参入者をより一層増加させる必要があるた

め、平成29年度当初予算案におきまして、浜の

力を育てる漁業担い手対策事業により、各漁村

での受け入れ可能な漁業や中古漁船などの受け

、入れ側の情報を就業希望者に発信するとともに

新規就業者への漁労技術の指導等の支援を行う

など、新規就業希望者へのきめ細やかな支援体

制を構築してまいります。

漁村振興課は以上でございます。

議案に関する説明が終了いたし○右松委員長

。 。ました 委員の皆様からの質疑をお願いします

ちょっとこのアマダイのことでお○井上委員

聞かせいただいたんですけれど、アマダイは本

当においしい魚なので、ぜひ目につくように、

食べられるようにというのがお願いしたいとこ

ろですが、今現在、これは種苗地というのはど

こなんですか。

一般財団法人の宮○外山漁業・資源管理室長

崎県水産振興協会へ種苗生産、量産化を今委託

しております。

先ほど、南郷で、育てたのが帰っ○井上委員

てきたみたいなことを言っておられましたけれ

ども、今現在どんな状態なんですか。ただ、ぽ

。ちぽちとしか見てないみたいな感じなんですか

それとも、結構、手応えがあるという感じでの

アマダイがこちらに向かっているといったらお

かしいけれども、そんな感じなんですか。

一般財団法人の水○外山漁業・資源管理室長

産振興協会で平成26年度から量産化技術開発を

行ってもらっておりまして、26年度に標識をつ

けて放流したものが6,500尾 28年度が１万4,300、

尾放流しております。その中の１尾が平成27年

度に放流した分、７尾が平成26年度に放流した

ものだというふうに、今推測しておりまして、

とれた場所といいますのが、南郷沖の水深の150

、メーターと随分深いところになっておりまして

そこでポイント的に今回とれたということにな

ります。

このアマダイは、宮崎のアマダイ○井上委員

という感じで、金ハモだとかいろいろあるけれ

ども、このアマダイも、これが本当に食卓に簡

単にあがれるようにちょっと努力してやってみ

ていただきたい。宮崎あたりでよろよろ泳いで

、 、いたのが ちょっと大分あたりでぱっと泳ぐと

関アジ、関サバになったりして、先日大分行っ

たときに食べさせてもらいましたけれども、本

当に高い値段とっているんです。魚をお好きな

方というのは結構いますので、そういう意味で

いうと、ええこんな値段とっていいのというぐ

らいの値段を大分はとっておられたので、これ

うちで泳ぎよったちゃないかなと思うようなア

ジだから、顔としては。だから、本当に残念な

思いがしたんですけれども、このアマダイとい

うのは、もともとがおいしいお魚なので、白身

、 、のきれいなお魚なので ぜひこれを売り出せば

きっと漁業の収益はすごく上がってくる可能性

、というのはあるのではないかなと思いますので

頑張っていただきたいというふうに思います。

続けてですが、蒲江にあります、あそこで買

うマグロカツというのがすごくおいしんです。

これは、もうわざわざでも行きたいぐらいおい

しいものなんです、マグロカツが。ですから、

何かちょっとした格好のあれで簡単に調理がで

きて食べられれば、すごく喜んで食べていただ

ける魚の調理方法というのもいっぱいあると思

うんです。実際魚を食べていただかないといけ
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ないので、それで、しばらくは北浦のところの

「きたウララ」は今も本当に人気のあるところ

なんです。

だから、ああいうところが、うちの近所でい

えば青島に港の駅があってあそこにあるわけで

すけれども、魚のそういうところというのは、

やっぱり需要がふえていく可能性というのは非

常に高いと思うので、そのあたりを強化してい

、 。くということは どのようにお考えなんですか

ちょっと話が少しそれる○田原水産政策課長

かもしれませんけれども、ことしの頭、水産振

興大会というのを水産会館のほうでやったとき

に、実は、そういった加工品の試食会を一緒に

催しをさせていただきました。非常に好評で、

その中にもそのマグロカツもあって、あとサメ

のカツ、シイラカツ、そういったものがいろい

ろあって、先ほど説明の中でも申し上げたんで

すけれども、最近そういった加工業者が少し元

気になってきておりまして、いろんな取り組み

を進めているという状況の中で 県としてもしっ、

かりそこを応援していきたいというふうに考え

てございます。

きたウララみたいなところとか、○井上委員

また 道の駅のバイキングとかとはまた一味違っ、

て、大変そこには集まってくる可能性が。宮崎

近辺だとパームビーチの前の網元さんというの

は、やっぱりお客様が多くて、お魚をがんがん

食べているという感じがしますし だから やっ。 、

ぱり食べていただくということを考えれば、そ

ういうことを、宮崎に行くとぴちぴちのやつが

食べれるというのは宣伝に一番早いので、きた

ウララみたいなのが、今がいっぱいいっぱいな

のかなとも思うんですが、めいつが一番最初に

できたときは、物すごくお客様も多くて、今も

多いんですが、そういう感じなので、ああいう

ことをやっぱり考えていく必要というのはある

のかなというふうには思うんでけれど、今現在

のその状況というのはどんなふうに把握してお

られますでしょうか。

委員がおっしゃったとお○田原水産政策課長

、 、 、り めいつの港の駅といいますか そこと北浦

これについては非常に好調です。めいつだと、

ちょっと数字はあれですけれども、２億円近い

、 、水揚げがあったかと記憶しておりまして ただ

それ以外にも、門川にもうみすずめだとか、そ

れと、あと川南にも直販施設があったりとか、

いろいろあるんですけれども。そういったとこ

ろは、やはり、立地条件が非常に差が生じてき

ておりまして、そういう意味では、立地ですと

か、それは、当然集客の部分もあるし、そこに

揚がる魚の問題もあるんですけれども そういっ、

たところをいろいろ検討しながら、必要であれ

ば、当然そういう取り組みは進めていきたいと

いうふうに考えてございます。

どこに行けば何が食べれるかとい○井上委員

うことが、皆さんに伝わるといっぱい食べてい

ただけるようになるのかなというふうに思いま

すので、頑張ってください。

、 、 、次が ウナギの資源管理強化対策事業 私は

ニホンウナギが宮崎で研究をずっとやっている

わけだから、それが実るといいなというふうに

思っているわけですけれども、今現在、事業費

はこれだけなんですが、将来にわたってもこの

ウナギというのは、やっぱり欠かせない魚でも

あるので、この研究の今の現状と、今後はどん

なふうに考えておられるのかお聞きしておきた

いと思います。

本県におきましては、ウ○兼田水産試験場長

ナギについては、成熟を促進しまして、きちん

と雄雌成熟させて、卵を産ませるといったとこ
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ろまで、先日の宮日新聞に載せていただきまし

たけれども、そういった状況がございます。

それと、国におきましては、全国の関係いた

します県も含めまして、大学等と水産研究セン

ターで研究を続けておりまして、あと１つか２

つぐらいのブレイクするといいますか、そうい

うものを生まないと、実際に供給できる状況に

はいかないようでありますけれども、本県も今

までの研究の成果をもとに、今後の研究に御一

緒させていただくような段取りを今のところ打

ち合わせさせていただいているところでござい

ます。

丁寧な研究がされているわけです○井上委員

ので、これ期待できるものだと思うので、ぜひ

国の研究も含めてそうですけれども、同調でき

てやっていけるといいなというふうに思ってま

す。

続けてよろしいですか 次に ＪＡＰＡＮキャ。 、

ビアのことなんですが、キャビアはやっぱり、

今のところ私も順調だなというふうに思います

し、そして、やはり、突出して素晴らしい製品

になっているということは、これはもう紛れも

ないことなので、今後ずっと続いていっていた

だきたいと思います。先ほど食品ロスのあれか

らも出ましたけれど、それの魚肉のことなんで

すが、キャビアの肉のことなんですけれど、い

ろんなところで話をしていると、私の行きつけ

のお店の方なんかは、それを使って新たな提供

できるお料理をつくりたいという方とかいらっ

しゃるわけです。ただ、少なくとも、今、チョ

ウザメの肉を近くで手に入れるということがで

きないので、その魚のあれを。だから、なかな

か研究するときのあれをどうしたらいいだろう

かとかって御相談を受けたりするんですけれど

も。キャビアというふうにいうのと同時に、も

う一つそこの肉についてどうするとかというの

が、そのことについても大変な興味を持ってお

、 、 、られるところやらもあるので それが 本当に

まだちょっと早いのかもわかりませんが、あと

一、二年ぐらいしたら、それが普及していける

ようにしたいなと思うわけです。キャビアは食

べられないかもしれないけれど、肉は食べれる

みたいな、それはできるんじゃないかなと思う

んですけれども、今の現状はどうなってますで

しょうか。

これは、議会の質問でも○田原水産政策課長

お受けしたところですけれども、肉についての

その需要の開拓ですとか、そういったところが

必要だということは重々考えてございます。計

画としては、ことしも肉は13トン程度の販売に

なるというふうに聞いてございますけれども、

今後、この肉をどう売っていくかについては、

今、比較的少量ということもあって、ある程度

の価格が維持されているということがございま

す。この辺はそういった販売戦略もありますの

で、ＪＡＰＡＮキャビア、それと、養殖業者の

方と十分協議をしながら進めていきたいという

ふうに考えてございます。

ただ、今後は、オリ・パラに向けても、チョ

ウザメ、アスリート食として、非常に有望とい

うふうに考えてございますので、その辺も踏ま

えてしっかり議論していきたいと。魚種がいろ

いろ多様化してくる中で、肉もいろいろ使って

いかなくちゃいけないというふうな、そういっ

た事情もございますので、しっかり考えていき

たいと考えてございます。

一定の時期が来たら、やっぱり提○井上委員

供の仕方を考えるほうがいいと思うんです キャ。

ビアが高い分だけ、雑な食べ方ではなく、それ

にプレミアがついた形のお料理が出てくるとい
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いなと思うんです。だから、ある程度、宮崎の

料理人の方も結構いい方がいらっしゃいますの

で、海外にも行かれるような方もいらっしゃい

ますので、そういう方ばっかりじゃなく、身近

な腕のいい職人さんなんかにも頼んで、きちん

と食べていけるような、そういうことを計画を

されるといいなと思っておりますので、そこも

お魚の分野では期待をしております。

実は、振興大会に、私、行きましたので、出

たものは 全部大体１つずつでもいいからと思っ、

て全部いただいたりしたんですが、これはいい

けれど、これはこうかなとか、これはこう一工

夫ほしいなとか、いろいろ考えながら食べさせ

ていただきました いただいたお弁当よりもそっ。

ちのほうが本当にいいなと 本当につくづくそっ、

ちをみんなで一生懸命食べたほうがいいなと思

うぐらい いろいろ工夫をされていました やっ、 。

ぱり一工夫、二工夫、そういうのがあると、や

はり魚も学校給食のときに、じゃあどういうふ

うな食べさせ方を子供たちにするのかというこ

ととかもちょっと研究していただくと。魚離れ

が多いというか、今のお母さん方がなかなかお

魚を使えないので、それがうまく子供たちの口

の中に入っていけるように工夫をしていただけ

るといいのかなというのを思いました。

今回事業として、学校給食とかにもアプロー

チしているのが、随分強くアプローチされてい

るのが入ってますので、そこは期待して今後、

魚の消費量が上がってくるように、期待をした

いと思いますので、ぜひ丁寧にやっていただく

といいなというふうに思っているところです。

アマダイの件で１つだけ。平成元○図師委員

年の246トンがもう10トンまで激減しているとい

うのは やっぱり乱獲の影響等もあったんでしょ、

うけれども、本県のこの種苗の放流とかされて

いる努力はよくわかるんですが、本県だけで取

り組んでちゃあ、とても追いつかないぐらいの

激減だと思うんですが、隣県とか沖縄等も含め

た形でこういう取り組みは連動して行われてい

るものなんでしょうか。

委員がおっしゃる○外山漁業・資源管理室長

とおり、本県だけではこの種苗生産技術開発は

なかなか難しいということで、次年度、29年度

からは国が中心となりまして、山口県がこの種

苗生産技術開発が進んでおりますので、山口県

と一緒に技術開発を行っていくということを検

討しております。

技術はやはり県が開発したもので○図師委員

すから、守る必要もあるんでしょうが、結果、

漁獲が上がればいいわけですので、連携できる

部分はどんどん隣県の水産試験場と連携されれ

ばいいかなとは思います。

情報によると、中国からの輸入がアマダイは

かなりふえているということで、結局、こちら

が放流したものがここらに届くまでに、台湾や

中国で乱獲されてたら何の意味もならんと。国

レベルでのそういう折衝というのも今後必要に

なろうかと思いますが、そういう上での農林水

産省との連携というのはどのようにされている

んでしょうか。

アマダイは、東シ○外山漁業・資源管理室長

ナ海で過去たくさんとれておりまして、20年ほ

ど前は4,000トンほど国内でとれております。最

近は、それが1,000トンになっているということ

で、国も危機感がある中で、そういう種苗生産

技術を持っている山口とか宮崎のほうに声をか

けていただいて、これから資源を回復して、高

級魚としてのＰＲをやっていくということに

なっております。

、○田原水産政策課長 御心配になっている中国
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韓国あたりの漁獲についてなんですけれども、

比較的アマダイは定着性の高い資源だと言われ

てございまして、本県の海域にいる魚について

は、余りよそに行かないというふうに考えてご

ざいます。

したがいまして、当然、うちの海域で操業す

れば、当然検挙することは可能なので、そうい

う漁船も来ませんし、この資源は、宮崎県の海

域において適正に管理すれば、しっかり育成で

きるものだというふうに考えてございます。

安心しました。○図師委員

この宮崎県漁村活性化推進機構、○外山委員

これどこに置いてあるんですか。漁連関係なの

かな。

漁連も入っています。水○田中漁村振興課長

産会館の中にございます。

当然もう漁協とか県漁連が十分タ○外山委員

イアップして情報交換しながら進めているわけ

ですね。

関係団体 県も一緒に入っ○田中漁村振興課長 、

ておりますけれど、沿岸漁協も一緒に活動して

おります。

いくら県が主導しても、現場の協○外山委員

力がなければこれ進まないんで、漁協とか、結

構です。

あともう一点ですが、このスマート漁業化支

援事業ですけれども、もう既にいろんな情報を

カツオ船とかにはもう情報提供してますよね、

天気図でもって。これが、いわゆる沿岸漁業者

の個人向けにスマートフォンで同じような情報

を提供するということ。

現在も、漁海況情報、水○田中漁村振興課長

試日報という形で言っておりますけれど、一般

的には海の天気図と言われてます。これについ

ては、ネット上でも見れるようになっておりま

して、ただ、まだ水温情報だとか、広域性がも

う少し不十分だとか、そういうことがあります

んで、これは精度を上げて利用者がふえるよう

に、活用できるような形を進めていきたいとい

うふうに思っております。

。 、 、○外山委員 １点だけ ということは これは

我々でも見れるということ。

一般に公表してますが、○田中漁村振興課長

、漁業者に必要な情報というものを整理しまして

漁業者だけが見れるというものも、制限をかけ

ております。

私は、海洋高校という高校は大好○井上委員

きな高校で、私が行きます美容室の先生の息子

さん２人は海洋高校に行ってくれと言って海洋

高校に行ってもらって、そして、今、宮崎大学

へ上のほうの方いらして、そして、今度、黒瀬

水産に。宮崎からたった１人なんですけれど、

そこが大変私はおしいと思うんですが。日水が

親会社で黒瀬水産みたいな、こんな会社のあり

ようというのは、農政水産部としてはどうお考

えなんですか。

、 。 、私は すごく評価したいと思うんです ただ

少なくとも雇用の問題とかを考えたときに、私

、 、は あそこの社長さんに最初お話聞いたときに

職業欄に何と書きますかとお聞きしたら、会社

員って書いていいんだそうです。日水さんなの

で、もともと親会社がそこだから、会社員。そ

れで、我が県の人たちというのは応募していた

だいているでしょうかとお聞きしたら、その私

の知り合いの方の息子１人だったわけですが、

他県からは応募があって、そして、その方たち

が住むところを考えていかないといけないとか

いうのを言っておられましたが、本当に行って

みましたら、これ先々観光だとか漁業のあれに

もなるのではないかというふうな感じで、これ
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は、融合なんじゃないかなというふうに思うん

です。ですから、やはり、今までつくり育てる

漁業というのは、あんまりよく言われなかった

りするところもありましたけれども、これはこ

れで一つ大きな力に、宮崎県の漁業の力になる

のではないのかなと思うんです。ですから、私

はそういう考えなんですけれど、そして、もっ

と若い人たちが、例えば、海洋高校も含めてそ

うですが、農業だったら、農業高校と農大校と

が一つの高校、大学みたいな連携を持ったりし

ていますが、海洋高校も、そういう感じで加工

食品会社と海洋高校とがつながっていったり、

今のような黒瀬水産みたいな会社とつながって

いったり いろんな意味で そういうことをやっ、 、

ぱり考えていく必要というのがあるんじゃない

かなと思って。これから串間はちょっとおもし

ろいなというふうに私は期待をしています。黒

瀬水産さんのおかげもあって、そして、すごく

漁獲量もふえてますので、そして、出荷されて

いる部分の量も多いので、これは期待ができる

のではないかなと思うんです。少々何かを力を

入れてもいいのではないかと、側面からでもし

てあげてもいいのではないかと思うぐらい、こ

こが大きな核になる可能性というのはあるので

はないかと。そこの会社のありようが、そうい

うふうな感じを受けました。大変漁協って下火

ばっかりの話をよく聞くんですけれど、こうい

う経営と一体化していれば、漁業は大変先々お

もしろいって思うんです。高校生であったり大

学生であったとしても、漁師って書くんじゃな

くて、会社員って書くのは、すごくそういう意

味では、会社の一つの一員として漁業をやると

いうことはいいのではないかと思うんです。だ

から、担い手という考え方もいろんな意味での

いろんな選択肢があるということを教えてさし

あげることも、学生にそういうことを言うこと

も、私は一つ大きな力になるんではないのかな

と。宮崎県にいていただくことの一つの大きな

力にもなるのではないかなというふうに思うん

です。だから、そういうことを農業だと考えら

れ、ほかの部分だとそういうふうに考えられ、

いろいろな部分が、水産関係もそういうふうに

考えていく必要というのが一つあるのではない

かと思うんですけれど、そのことについて、農

政水産部としてはどうお考えなのか聞かせいた

だきたいなと。

ありがと○成原農政水産部次長（水産担当）

うございます。養殖漁業ということでございま

して、地域の漁協の組合員という形で黒瀬水産

も入っておられる中で、海面というものを使っ

て漁業生産をされているということで、そもそ

も地域にもう根ざしている企業だと私どもも考

えております。

したがって、地域も漁協も、それから、市の

、 、ほうも含めて 非常に大きな期待もしているし

今後の生産拡大についても期待を持っているん

だろうと思っております。

おっしゃったように、漁業者の育成の仕方も

いろいろあるんだろうと思います。個人の経営

体で着業される方もあれば、そういう養殖業に

従事される 会社員になられるという存在があっ、

てもよろしいんだろうと私たちも考えておりま

、 、して もう既に黒瀬水産から相談を受ける形で

南那珂の農林振興局のほうが労働力の確保、雇

用の確保について、いろんなアドバイスをした

り、県庁の中につなぎをしたり、そういう活動

もやっておりますので、これから、一つの本県

の漁業経営体として、私たちも支援を広げてい

きたいというふうに考えているところでござい

ます。
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もう一つ、あそこにブリの養殖を○井上委員

されているわけですけれど、その餌をめがけて

タイが寄ってくるんだそうです。海がピンク色

になるということを言っておられましたが、こ

れは、物すごく魅力的だと思うんです。魚を釣

る人たちが、観光の一つの資源としてどう使え

るのかということを考えていく必要があると思

うんです。

その美容師の方はすごい釣りが好きで、もう

北のほうのどこかそこで釣っているわけですけ

れど、私が黒瀬水産さんはこうですよというお

話をして、だから、息子は就職、大学の先生か

ら言われたときに、もうすぐ手を挙げなさいと

いって、手を挙げていただいたんですけれど。

だから、ピンク色になっているところに、さお

を投げるというのは、その人たち、これはもう

うれしくてたまらないと思うんです。だから、

そういうことを広げていく。だから、串間の観

光の一つに今後なっていくといいなというふう

には思っているんですけれど、だから、そうい

、 、うことを やっぱりつくり上げていくというか

広げていく、コーディネートしていくというん

ですか、そういうのがあると、お魚も全然捨て

たもんじゃないなという感じで。そこで、給与

が上がっているというのが、皆さんがわかって

いただいたら、ああ漁業もいいなという形で、

わざわざ大学卒業の他県の人……。こっちはあ

れがついているじゃないですか、サーフィンが

、 。つけてて いろんなものがついているわけです

だから、結局、リゾートまでついているから余

計に来るわけです、こっちに。だから、本当に

いい大学の神奈川とか埼玉とかという大学の人

たちが来るわけですから、もったいないと思う

んです。だから、そういうことやらを少し、我

が県のものを我が県の人たちと一緒に共有でき

るような情報の出し方というのを考えていただ

くといいなというふうに思ってますので、これ

ちょっと仕上げてください。観光まで仕上げて

。いただくといういいなと思ってるんですけれど

養殖業の○成原農政水産部次長（水産担当）

みならず 地域の沿岸漁業 それから おっしゃっ、 、 、

たような観光の活用という多面的な漁業づくり

と これが非常に私は将来に向けて大事だと思っ、

てますんで、強力に推進をしていきたいと思い

ます。よろしくお願いします。

部長、第１次産業の中で一番○島田副委員長

漁業は厳しいんです。365日の中で200日しか稼

働するということができないもんですから、も

う第１次産業の中ではいつもかわいそうだなと

思うんです。その中で、一番今話題になってい

るのが、やっぱりこの前の質問でもそう言った

んですけれど、プレジャーボートで行くマニア

の方たちです。漁師はしっかりと守るんですけ

れど、放流した魚を浮魚礁の周りに行って釣る

わけです。その魚が寄るところは、もうレジャ

ーボートだから機能が物すごくすごいものを

持っているもんですから、キャッチしやすいん

。 、です 普通の漁師はそういうこともできないし

、 、 、だから 所得がだんだん下がってきて やはり

漁師をやめるという人が多いんです。もうから

ない第１次産業ですから、担い手も少ないとい

うのは当然でしょうけれども、これから先、あ

る程度やっぱり規制というのがないと、釣りマ

ニアで行く部分については、やっぱりある程度

の規制もするべきじゃないかと思うんです。そ

、 、れと 船で釣りにいく人は特に港の利用をする

県土木が調査しておりますけれども、やっぱり

そこも規制しないと、釣った魚を漁業組合に、

例えば、年間200万上げるとか、そういうことが

あれば、その組合がしっかりなってくるから、

平成29年３月14日(火)
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漁師を守るということもできるんでしょうけれ

ども、そういうことができないもんですから、

やめる人は、もう廃船をして、廃船処理にする

にしても何百万要るわけだから、そのまま放置

するわけです。だから、この漁師の問題という

のは、もう本当に山積みになっていると思いま

すので、ここで少しは改善するべきじゃないか

なと思いますので、部長の見解を。

おっしゃったように、な○郡司農政水産部長

りわいとしての漁業、遊漁との調整というのは

非常に大事な問題で、法律的には漁業権という

のがしっかりあって、その調整の上に成り立っ

ていると思うんですけれど、目が届かないとこ

ろでは、お話のようなこともあるのかもしれま

せん。

ただ、資源全体を見たときに、なりわいとし

て、漁業をやっておられる方がまずは優先され

るべきだろうと思いますし、浮魚礁もそのため

に設置してあるわけです。少しは漁業権を侵さ

ない範囲の中で楽しみのための漁業というのも

僕は大事だと思いますけれども、観光という話

もございました。そこの調整というものをしっ

かりやるというのが、我々行政の仕事なのかな

という気がしております。しっかり漁業者が成

り立った上で、そういう観光面での利用もでき

るように今後とも頑張っていきたいと思ってお

ります。

今後の問題でしょうから、よ○島田副委員長

ろしくお願いしたいと思います。

329ページの内水面の件でちょっ○河野委員

と、まずは、内水面漁業振興対策費で諸収入と

いうのがありますけれど、これは何の収入、確

認を1.8億円。

諸収入は、説明の欄の右○田中漁村振興課長

側、九州電力だとか国だとかあります。一番大

きいのは、水産資源保護協会から10分の10で入

ります。ＫＨＶ コイヘルペスウイルス病が─

発生したときに支援する１億3,800万程度が一番

。 。大きい額になります これが諸収入になります

河川放流委託事業、九電から10分○河野委員

の10で、県単とありますけれど、これ内訳って

公表できますか。

5,129万のうち、4,829万○田中漁村振興課長

が九州電力からの委託といいますか 課の収─

入でございます。県単分が300万ということにな

ります。

このダム関係で流水占有料という○河野委員

のを県はもらってんですよね。この5,000万とい

うのがその100％なんですか。

県の収入になっておりま○田中漁村振興課長

。す流水使用料とはこれは別のものでございます

それは、県の収入ということになっております

ので、この中にはございません。九州電力のほ

うから河川を利用するということで、魚の放流

ということで支援をいただいているものでござ

います。

使用料と占有料は別のものという○河野委員

ことですね。

この4,830万円ほどのお金○田原水産政策課長

については、電源補殖費といいまして九電から

いただいているお金です。これは何に基づいて

いただいているかというと、昭和29年当時に、

いろいろダムの影響等もあって、それぞれの漁

、協が九電に対していろいろ働きかけがある中で

要は、県が中心になって放流事業を行うことに

対して、そのお金を負担するというような契約

がございます。その契約は、そもそもは尾数を

どれくらい放流するかということが根拠ではご

ざいますが、それで、改定交渉をずっと続けて

きた結果、最終的にこの金額になっているとい



- 110 -

平成29年３月14日(火)

うことでございます。

結局、何が言いたいかというと、○河野委員

例えば、延岡なんか、アユのあれをちょっと制

限してストップしていると。やっぱり、今、結

局ふやすために、この放流って非常に重要な事

業になってて、これがやっぱりできたら拡大し

ていくというか、そういうことで考えていかな

きゃいけないんじゃないかということでいった

ときに、この九電の10分の10のこれが安定的に

今後も確保していただければ、この水資源の確

保というふうになっていくのかなというのと。

あとこれは今言ったダムの影響による九電から

のあれということですけれど、例えば、県がも

、 、らっている使用料とか そういうものを使って

例えば、水資源の環境対策とか、ちょっと県土

とかぶるかもしれませんけれど、例えば、今、

もう一つ問題になっているのが、鳥獣被害の中

。 。でのカワウ関係です 海のアユをやられちゃう

そういうことなんかは、この水産関係の中では

扱われてないんですか。環境対策の一つとして

の。

この内水面対策の中でカ○田中漁村振興課長

ワウ対策等も行っております。関係機関、県土

整備部も含めてというお話がありましたが、本

年度、内水面振興法が整備されまして、法に基

づく協議会を持つことができるようになりまし

た。これは、漁協等がその必要性があるという

ふうに県に申請されたときに、それを県がそう

だと、必要だということであれば協議会を持つ

ということでございます。

今回、北川でその協議会を設置いたします。

その中で、カワウ対策などにつきまして、関係

機関、県は県土整備部等も入っていただきまし

て、そういう対策について協議をしていく場を

持っていくと。そういう中で、それぞれが、例

、 、えば 農政水産部予算だけでは足りない部分を

県土整備部が河川などを整備される部分で、ど

のような対策があるかというようなところを総

合的に協議した上で、そういう対策を打ってい

くということに取りかかろうということをして

おります。

ぜひ水資源の保全という観点で、○河野委員

河川環境の整備って非常に大事になってくるな

と思いますので、また、予算に見えてくるとあ

、 。りがたいんですけれど よろしくお願いします

実体的な解決を図ってい○田原水産政策課長

くという上で、さまざまな取り組みを、今、漁

村振興課長が説明したようにやっているところ

でございます。

ただ、流水占用料そのものの考え方なんです

、 。けれども これはいろんな考え方がございます

確かに、河川法に基づきまして、13億円ほどが

毎年、県に入ってくるということではございま

すが、川は誰の物かという話にまたなるんです

けれども、要は県民の物だというふうに考えれ

ば、福祉だとか、教育だとか、そういったとこ

ろにいろいろお金を出してございまして、その

分の財源に使われているというような理解もで

きるかというふうに思ってございます。

ただ、河川にいろいろ努力をされている方か

らすれば、そのうちの何がしかを使いたいとい

、 、う気持ちは 我々もよくわかってございまして

先ほど申し上げましたように、実体的な解決と

して、いろんな取り組みを進めていきたいとい

うふうに考えてございます。

同じくその内水面の件ですが、平○図師委員

成元年には、その河川での水産動物の捕獲量

が700トンあったのが、平成27年にはもう130ト

ンまで激減しているということで、さまざまな

要因があろうかと思うんですが、やはり、この
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水資源の回復を図るには、アマダイの取り組み

同様、稚魚の放流等がやはり直接的な効果が上

がるものと考えられますので。また、その活動

を委託を受けている内水面の組合の方々、各組

合員がもうどんどん減ってきているようなんで

す。実態を聞くと、やはり活動が手弁当が多く

て、実際の放流量もどんどん減ってきてるとい

うことであり、その活動を維持、また拡充する

ためにも、先ほど言った九電からのという以外

にぜひ予算の拡大をという要望も各議員に来て

おるところではありますので、また今後前向き

に検討していただければと思います。

ありがとうございます。○田中漁村振興課長

漁獲量が減ってきたのは、河川の環境も変わっ

てきたことがあるというふうには思っておりま

す。放流以外に外来魚の駆除だとか、後は産卵

場を造成することで、種苗放流と同じような効

果ができないかとか、そういうようなことも現

在検討しております。

関係者等で協議をしながら、どのような方法

、 、が効果的かというところも調査 研究しながら

漁獲量が復活できるように頑張りたいと思いま

す。

今、図師委員が言われた量が減っ○外山委員

、 、 、たというのは 一つは 川魚を食べなくなった

需要と供給のバランスもあるのじゃないかなと

、 。 、思うんだけれど それはどうですか 川魚って

今現在そんな需要がありますか。

確かに、そういう面もあ○田中漁村振興課長

ろうかと思いますし、漁獲する人も減っている

というところもあると思います。

図師さんが言われたように、そん○外山委員

なところもあると思うんです。だから、特に、

延岡方面のアユはまた違った事情があるんで

しょうけれども、大体の川魚が今はそんなに、

かもしれないですね。結構です。

よろしいですか。ほかによろし○右松委員長

いでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で水産政策課、○右松委員長

漁村振興課の審査を終了いたします。

暫時休憩します。

午後２時56分休憩

午後３時４分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

次に、畜産振興課、家畜防疫対策課の議案の

審査を行いますので、順次説明を求めます。

。○坊薗畜産振興課長 畜産振興課でございます

お手元の歳出予算説明資料335ページをお開きく

ださい。

畜産振興課の平成29年度当初予算は一般会計

で42億8,469万円をお願いしております。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。338ページをお開きください。

上から２段目 （事項）畜産振興対策事業費の、

５の新規事業「宮崎方式スマート畜産モデル実

証事業」でございますけれども、後ほど常任委

員会資料で御説明をいたします。

次に、その下、畜産団地整備育成事業費でご

ざいますが、まず、１の畜産競争力強化整備事

業についてでございます。この事業はクラスタ

ー事業として、畜産の体質強化を図るため、地

域の中心的な経営体が行います生産基盤強化に

。資する施設整備等を支援する事業でございます

次に、３の新規事業「県産食肉ＥＵ等輸出拠

点整備事業」につきましては、後ほど常任委員

会資料で御説明をいたします。

次に、一番下 （事項）肉用牛改良対策費でご、

ざいます。次の339ページをごらんください。
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一番上、３の新規事業「全共３連覇を目指す

「チーム宮崎」日本一達成対策事業」について

でございますが、これにつきましても、後ほど

常任委員会資料で御説明をいたします。

次に、その下 （事項）肉用牛生産対策費でご、

ざいます。３の宮崎牛肥育素牛確保対策事業に

ついてでございますが、この事業は、肥育経営

体の素牛の導入支援に取り組みますとともに、

受精卵移植技術を活用することによりまして、

酪農経営体においても和牛子牛を生産し、宮崎

牛の生産基盤強化を図るものでございます。

次に、下から２番目 （事項）酪農振興対策費、

でございます。３の宮崎型酪農競争力強化対策

事業についてでございますけれども、この事業

は酪農公社を柱として、本県酪農の基盤強化、

競争力のある経営体を育成するとともに 平成32、

年度に都城市で予定されております第15回全日

本ホルスタイン共進会、ここに向けての出品候

補牛の作出につながる高能力牛の受精卵の移植

等を支援するものでございます。

次に、341ページをごらんください。

中ほどの（事項）公共畜産環境総合整備事業

費でございますが、１の資源リサイクル畜産環

。 、境整備事業についてでございます この事業は

家畜排せつ物を適切に処理するための施設整備

を支援するもので、29年度は主に小林市野尻有

機肥料センターの改修を予定しているものでご

ざいます。

それでは、別冊の常任委員会資料をごらんく

ださい。35ページでございます。

35ページの宮崎方式スマート畜産モデル実証

事業でございます。この事業は、畜産の産地生

産力を高めるために、ＩＣＴ等を活用して、収

益性の高い畜産経営に取り組めるよう機器の整

備を行うものでございまして、右のページをご

らんいただきたいと思います。

中ほどにありますように、現在、①の発情発

、 、 、見装置 それから その右の③の分娩予測装置

これらがそれぞれの農場で発情を見逃さないこ

とや分娩事故を減少させることで活用されてい

ますが、装置単体での活用では、経営全体に対

する効果が限定的であり、発情が来るような牛

舎環境、それから、産まれた子牛が元気に育つ

ような畜舎の環境を整えることで、さらに効果

が上がるものと考えられます。

このため、上段にありますとおり、本県の畜

産試験場で開発されました「ＴＨＩ」という牛

の不快指数をもとに、自動で換気扇や細霧装置

や保温ヒーターなどを作動させ、暑熱対策や寒

冷対策を行う環境制御装置を発情発見装置や分

娩予測装置と一体的に導入することで、発情か

ら受胎、分娩、子牛の発育など、牛の能力を最

大限に引き出すベストパフォーマンス牛舎をモ

デル的に実証することといたしております。

左のページに戻っていただきまして、予算額

が1,260万円、事業期間は29年度を予定いたして

おります。

次に、37ページをごらんください。

県産食肉ＥＵ等輸出拠点整備事業でございま

す。この事業は、本県の畜産物の輸出を強化す

るために、衛生水準の高いＥＵ輸出基準に対応

した最新鋭の食肉処理施設として整備しますミ

ヤチク都農工場に対して支援するものでござい

ます。

右のぺージをごらんください。

上段にありますように、新工場は、平成28年

度から30年度にかけて、総事業費78億2,000万円

余をかけて整備する計画でございます。中ほど

にありますように、場所は、現在の工場の敷地

内に建設をし、現工場を稼働させながら建設す
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ることになります。新工場はＥＵ対応になりま

すけれども、施設の内容としましては、概要の

①、②にありますように、牛と豚の食肉処理を

完全に分けること、冷却機能を強化すること、

動物福祉への取り組み、それから、従業員が業

務が終了するまで外へ出ないように食肉処理ラ

インと従業員の食堂等を一体的に整備すること

といたしております。

左のページに戻っていただきまして、予算額

が17億円、事業期間は平成29年度を予定いたし

ております。

次に、39ページをお開きください。

全共３連覇を目指す「チーム宮崎」日本一達

成対策事業でございます。

右のページをごらんください。

いよいよ本年９月、第11回全国和牛能力共進

会が宮城県で開催されます。これまで最高の出

品牛をそろえるべく、種牛の部は、地域での掘

り起こし、選抜、それから、肉牛の部では、肥

育農家において丹精込めた飼育が行われており

ます。

今回の全共は、中ほどにありますように、東

北開催ということで、最大の課題が1,500キロを

超える距離であり、宮城までの輸送ストレスに

より体重減少も考えられますので、いかにスト

レスを減らすかが重要と考えております。

本事業では、今後５月に地域代表牛を決定、

７月に県代表を決定いたしますけれども、この

代表牛決定までの巡回指導や決定検査にかかる

費用、そして、この代表牛を最高の状態で本番

に臨めるよう、輸送対策を含めた出品対策を行

うこととしております。そして、必ずしや３連

覇というふうに考えております。

左のページに戻っていただきまして、予算額

が3,762万円、事業期間は29年度を予定いたして

おります。

最後に、債務負担行為について御説明いたし

ます。常任委員会資料４ページをごらんくださ

い。

一番下の畜産振興課の欄でございます。１つ

目が、平成29年度に宮崎県農業振興公社に金融

機関が事業資金を融資したことによって損害を

。 、受けた場合の損失補償でございます それから

２つ目が、平成29年度における畜産特別資金融

通助成事業の利子補給につきまして、期間とそ

の限度額を設定するものでございます。

畜産振興課は以上でございます。

家畜防疫対策課で○久保田家畜防疫対策課長

ございます。お手元の歳出予算説明資料の343ペ

ージをお開きください。

当課の平成29年度当初予算は、一般会計で４

億6,667万3,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。１枚めくっていただきまして、345ページを

お開きください。

上から５行目でありますが （事項）家畜防疫、

対策費の下の説明の欄の３、家畜防疫体制整備

事業についてでありますが、家畜伝染病が発生

した際に迅速な防疫措置を実施するため、発生

農場での防疫措置や消毒ポイントの設置・運営

等に必要な経費をあらかじめ措置するものでご

ざいます。

次に、６の強い防疫づくり総合対策事業及び

７の全国のモデルとなる防疫体制構築事業につ

きましては、後ほど委員会資料で御説明させて

いただきます。

一番下の（事項）家畜衛生技術指導事業費の

説明の欄の４の獣医師確保対策強化事業につい

てでありますが、県職員獣医師の安定的な確保

を目的に、引き続き獣医系大学での就職説明会
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への参加やインターンシップの受け入れ、さら

には、修学資金の貸与等を実施するものでござ

います。

それでは、常任委員会資料で御説明いたしま

す。委員会資料の41ページをお開きください。

強い防疫づくり総合対策事業についてであり

ます。家畜防疫は、水際、地域、農場の３つの

防疫の強化と万一の発生に備えた迅速な防疫措

置の４つの柱として取り組んでおりますが、本

事業はこの４つの柱のうち、農場防疫と迅速な

防疫措置に対する事業でございます。

１の事業の目的・背景にありますとおり、民

間獣医師の活用や市町村自衛防疫組織が担う家

畜防疫に関する取り組みの充実に加え、農場バ

イオセキュリティーの向上に資する機材等の整

備により、農場防疫を強化するとともに、定期

的な防疫演習等を実施することにより、迅速な

防疫措置を実施する体制を整備するものでござ

います。

右側、42ページをごらんください。

まず、上段、左側に課題①としておりますけ

れど、農場防疫につきましては、家畜保健衛生

所の家畜防疫員だけでは、頻繁に巡回すること

が困難であり、多くの目でチェックする必要が

あります。また、農場防疫にまだばらつきがあ

ることから、地域の実情に応じた支援が必要で

あります。このため、下段の農場防疫充実事業

にありますように、民間獣医師の活用に加え、

自営防疫組織が行う農場防疫に関する情報の発

信や収集及び啓発指導等の取り組み、また、農

場防疫の強化に資する機材等の整備への支援等

を行うものでございます。

また、上段右ですけれど、課題②にあります

とおり、口蹄疫発生から７年が経過しようとし

ており、防疫活動の未経験者が増加しているこ

とから、継続的に人材を養成するとともに、鳥

インフルエンザなどの発生しやすい冬季におい

ても、防疫従事者の安定的な確保を図る必要が

ございます。

このため、下段の迅速な防疫実施体制構築事

業にありますように、防疫演習等の定期的な開

催により、万一の発生に備えた体制を構築し続

けるとともに、発生時に防疫に従事する動員予

定者に季節性インフルエンザの予防接種を行う

ものでございます。

左のページにお戻りいただきまして、２の事

業の概要でありますが （１）予算額は、5,481、

万円、事業期間は29年度までの３カ年でござい

ます。

次に、１枚めくっていただきまして、43ペー

ジをごらんください。

全国のモデルとなる防疫体制構築事業につい

てであります。

１の事業の目的・背景にありますとおり、家

畜伝染病の水際での侵入防止や地域における防

疫強化に向けた取り組みを支援し、全国のモデ

。ルとなる防疫体制を構築するものでございます

右の44ページをごらんください。

まず、左側の水際防疫の強化についてであり

ますが、本県では、口蹄疫発生以降、空港や港

湾、ホテル、ゴルフ場等の御協力をいただきな

がら、靴底消毒等を実施しております。しかし

ながら、近隣諸国での家畜伝染病の発生や外国

人旅行者が増加する中で、水際防疫の果たす役

割は今後一層重要となりますので、各施設での

持続的な消毒体制の構築に向け、消毒マットの

設置等を支援するものでございます。

、 、また 右側の地域防疫の強化につきましては

市町村自衛防疫推進協議会が地域で実施いたし

ます防疫研修会や防疫資材の備蓄等を支援する



- 115 -

平成29年３月14日(火)

ものでございます。

左のページにお戻りいただきまして、２の事

業の概要でありますが、予算額は2,603万円であ

り、事業期間は平成30年度であります。

本事業は、防疫の４つの柱のうち、水際防疫

と地域防疫に対する事業で、さきに説明いたし

ました事業とあわせて、家畜防疫の強化にしっ

かり取り組んでいきたいと考えております。

家畜防疫対策課は以上でございます。

議案に関する説明が終了いたし○右松委員長

。 。ました 委員の皆様からの質疑をお願いします

まず、宮崎方式スマート畜産モデ○山下委員

ル実証事業なんですが、この事業内容で、青年

農業者タイプと一般農業者タイプというのが、

２分の１と３分の１の範囲が違うようなんです

が、この青年農業者タイプというのは、どうい

う区分けの仕方になっているの、年齢的な区分

けですか。

この青年農業者タイプ○坊薗畜産振興課長

は、45歳未満の方を対象に、少し重点的に、２

分の１の支援していこうというふうに考えてま

す。一般農業者タイプについては、年齢制限は

ないので、それ以上の方を対象というふうに考

えています。

この分けた理由は何ですか。○山下委員

やはり、若手の方に新し○坊薗畜産振興課長

い技術を取り入れて生産性を上げた経営をして

いただければということで考えております。

１件当たりの、右側の絵に書いて○山下委員

あるような、現状導入した場合に、どれぐらい

の事業費になりますか。

青年農業者タイプが、予○坊薗畜産振興課長

算上ですけれど、４戸、それから、一般農業者

タイプも４戸を予定しておりますけれども、１

件当たり300万円の事業費の２分の１の支援とい

。 、うことで考えております 中身につきましては

自動暑熱対策の制御装置、それから、発情発見

装置、分娩予測装置、この３つをセットで入れ

た場合に、そういう事業費で考えております。

昨年つくった畜産新生プラン、そ○山下委員

れに基づく事業の一環でこういう取り組みをさ

れるんだろうと思うんですが、この中ほどの絵

に書いてありますが、今日の分娩間隔408日とい

うのがここに出てますけれども、こういう一体

化の事業を進めることによって、どれぐらいの

分娩間隔が短縮できるのか、どれぐらいを想定

しているのかちょっと教えて。

、○坊薗畜産振興課長 この制御装置というのは

鹿児島のほうに入っているんですけれども やっ、

ぱり環境がよくなることで、発情、それから、

。受胎率もよくなるというふうに聞いております

一応目標としますのは、380日が今プランの目標

、 、ですので そこに向けていきたいと思いますが

発情発見装置を導入されている農家では、もう

１年１産を実際にされている農家もいらっしゃ

いますので、そういう農家さんを目指していけ

ればというふうに考えています。

酪農でも、もう今１頭当たりの日○山下委員

乳量は、農場によっては１万キロを超えて、１

万1,000キロ、2,000キロぐらい絞る農家がふえ

てきているという実情で、僕はやっぱり飼養管

理が伴わないと、もちろん環境も大事なことな

んですけれども 餌管理がしっかりとこれに伴っ、

ていかないと、僕は、分娩間隔が短縮はできな

いと思うんです。だから、その一体性をしっか

りとポイントをつかみながらやらないといけな

いと思うんですが、そこ辺の整合性をちょっと

教えて。

酪農のほうで少し試験を○坊薗畜産振興課長

、 、やった事例がありまして 乳量だけいいますと
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１日当たりの乳量が35.2キロだったのが38キ

ロ、2.8キロふえてきております。これは、やっ

ぱり畜舎環境も改善されたこととあわせて、委

員おっしゃったように、飼養管理もしっかりさ

れたという、実証するような農家なんで、多分

そこがしっかりできていた結果だろうと思いま

すので、そういう飼養管理の面もしっかりと、

こういう実証農家に対しては支援をしていけれ

ばと思います。

ぜひその目的に沿って頑張ってく○山下委員

ださい。

それと、ＥＵ対策なんですけれども、アニマ

、ルウェルフェアで給餌施設を整備をいうことで

ここに一つの項目が書いてあるんですが、これ

をクリアしたら、アニマルウェルフェアの条件

というのは、搬入したときの餌、給餌をやるた

めのそれだけでクリアですか。

、○坊薗畜産振興課長 アニマルウェルフェアは

幅広くありまして、施設的にいうと、給餌施設

を、12時間以上、繋養する場合は、給餌をする

場所を設けなさいという設備的にはそういうの

がありますけれども、ソフト的には、びかんを

してはいけないとか、牛を追うときに、電気の

やつで追ったらいけないとか、いろいろ非常に

事細かに定められていますので、このハード側

だけの設備整備だけでなくって、農場側のとこ

ろから、そういうのに対応できるようにしてい

く必要があるだろうと思っております。

例えば、肥育牛だったら、５メー○山下委員

ター、５メーターの中に２頭とか３頭とか、押

し詰め状況が今あると思うんですが、農場に対

しては、そこ辺の規制もやっぱり出てくるのか

な。

１頭当たりが何平米とい○坊薗畜産振興課長

うところまではたしかなかったと思いますが、

自由に行動ができるようにとか、寝起きができ

るようにというふうには書いてありますので、

そこができればいいんではないかと思います。

わかりました。それから、全共で○山下委員

す。万全の体制で臨んでいただいていると思う

んですが、私も一般質問でも上げさせていただ

きましたけれども、1,500キロを超える遠隔地に

あるということで、移動手段、どれだけストレ

スをかけないか、そのことが一番大きな課題だ

ろうと思うんです。ここはもう常任委員会です

から余り口外されないと思うんで、どうしても

、 、 、やっぱり考えるのが 開催日に向けて 例えば

昼ごろ搬入しなさいよとか、そういう多分スケ

ジュールだと思うんです。それに合わせていく

んではなくて、１週間か10日前でも早目に移動

させて、向こうの気候と水になれさせる手段と

か、一番大事かなと思うんです。我々も県外に

牛を持っていくときに、一番心配するのが水な

んです。やっぱり水をずっと絶えず搬入できる

のか、それとも、早く持っていって、そこの水

になれさせるのか、もうそこが一番デリケート

な部分だろうと思うんで、そこ辺の知恵出しを

ぜひやっていただくとありがたいと思うんです

が。

いろいろお知恵をありが○坊薗畜産振興課長

とうございます。ストレスをかけずに運ぶかと

いうことと、会場にいかに早くなれさせるかと

いうことが重要だと思いますので、そこをしっ

かり考えてやりたいと思います。

水につきましては、宮崎から持っていける分

はしっかり持っていこうと思っております。そ

れと、仙台のほうの水につきまして、一応調査

はいたしまして、そう大きな問題のある水では

ないということでしたので、なれていくであろ

うとは思っております。



- 117 -

平成29年３月14日(火)

ぜひあの仙台の水を早期に持って○山下委員

きて、こっちで試飲をさせて。

いろいろ考えながらやら○坊薗畜産振興課長

せてもらいます。

よろしくお願いします。○山下委員

、 、○外山委員 逆に あんまり早く連れていって

長い期間置いてかえってなれなかったりして、

ストレスたまったりして。だから、そのままの

環境で、直近で行って、そのままどんと出した

ほうがいいかもしれないこともあるかもしれな

いよね。どっちなんだろうね。かえって長く置

いたりして、かえってなれなかったりして、ス

トレスたまったりして。

一長一短あると思います○坊薗畜産振興課長

ので、いずれにしても、７日から開会です。８

、 、 、日 ９日 10日と日にちがずっとたちますので

あそこの会場で長くおることに対するストレス

もやっぱりあると思いますから、そこに早くな

れさせて、ベストな状態で７日を迎えられるよ

うに、しっかり対策をとっていきたいと思いま

す。

新規事業ではなく説明をしてほし○図師委員

い内容なんですが、337ページ、一番下の畜産経

営環境保全事業で、攻めの畜産バイオマス有効

活用促進事業とあるんですが、事業内容を説明

いただければと思います。

この事業は、説明欄にあ○坊薗畜産振興課長

りますけれども、家畜排せつ物の管理の適正化

と利用の促進を図るために要する経費というこ

とで、家畜排せつ物は、家畜排せつ物法という

法律で適正に管理をする必要があります 平成16。

年から完全施行されておるんですけれども、野

積みをしたりとか素掘りをしてはいけないとい

うふうに決まっておりますので、まずは、その

素掘り、野積みをしないように農家さんを指導

するための経費が一つです。

それと、本県は畜産県なので、排せつ物、ふ

ん尿がかなり出ます。大方は堆肥にされて利用

されておりますけれども、一部やっぱり余剰が

ございますので、その余剰となった堆肥を、県

内ではない県外に流通させたりとか、農業以外

に利用したりとかいうところをすべきだろうと

いうことで、そういう農業以外での流通という

ところをやっている事業でございます。

了解しました。特に、バイオマス○図師委員

の発電所がありますけれども、そちらへの搬送

のための補助とか、そういうものも含まれてい

る内容でしょうか。

これは、あくまでも、家○坊薗畜産振興課長

畜排せつ物の部分でありまして、木材のバイオ

マスのほうとはリンクはいたしておりません。

、鶏ふん発電所が県内２カ所ございますけれども

そちらへの促進費というか、流通費、そういう

ものはこの事業の中では見てございません。

説明はなかったと思うんですが、○図師委員

新規事業で340ページで、東京オリンピック・パ

ラリンピックに向けた宮崎牛のＰＲ事業なんで

すが、これの事業内容を教えてください。

説明がなくて申しわけご○坊薗畜産振興課長

ざいませんでした。新規事業で、今年度一応立

ち上げた事業でありまして、2020年東京オリン

ピック・パラリンピックが開催されますけれど

も、宮崎牛をそこに向けて、県内、それから、

県外、そして、国外でＰＲをしていってオリン

ピックを迎えようということで、主な内容とし

ては、県外での大きなイベント等に宮崎牛を出

して知ってもらおうということを考えておりま

す。今年度は、大阪食博が５月の連休中にござ

いますので、そこへの出展等を支援して、宮崎

牛を食べて 実際食してもらって みんなに知っ、 、
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ていただこうというふうに考えております。

大阪のほうの出展ということは、○図師委員

直接まだこのオリンピックにつながるようなＰ

、 、Ｒではないけれども 国際的な規模の大会とか

催し物に対しては、こういう事業で乗り込んで

いくということだと思うんですが、今後も、宮

、崎ではいろんなラグビーのワールドカップとか

ほかさまざまな国際競技のキャンプも行われる

ようですから、そういうものにもこういう事業

、がうまく使われていけばいいなと思うんですが

そういうような対応もあるということでしょう

か。

あらゆる機会を捉えて、○坊薗畜産振興課長

、宮崎牛のＰＲしていただきたいと思いますので

こういう事業を活用しながらやりたいと思いま

す。

１つだけ。強い防疫づくり総合対○井上委員

策事業のところの農場防疫充実事業なんですけ

れど、その中に、先ほど宮崎型次世代低コスト

ハウス創造事業みたいなのがあったけれど、説

明していただいたんですけれど、それと同じよ

うに鶏舎。何回も言って恐縮ですけれど、鶏舎

をそういう形で何か事業化するのか何かは別と

しても、そういうことを低コストで本当やって

いただけるように、そういうのを研究していく

という事業を中に入れていただくといいなと。

やっぱりちょっと鶏舎は気になるので。

鳥インフルエンザ○久保田家畜防疫対策課長

対策ということで、やはり大きなお金をかけた

対策というのはかなり時間がかかるし、農家さ

んがついてこれない部分があるでしょうから、

この一番下の資材等につきましては、金網であ

りますとか、防鳥ネット等は２分の１の助成対

象になってます。

ただ、お金がかからずにこんなことするとリ

、スクが下がるというような何か設計図みたいな

到達点みたいなのの、いろんな専門家から知恵

をかりまして、そんなことをちょっと来年度と

いいますか、年明け早々でもやっていきたいな

。というふうに今考えているところでございます

ぜひそれをお願いします。本当、○井上委員

みんなが安心できると思うんです。ちょっとの

違う安心ができると思うので、よろしくお願い

します。

ほかにございますでしょうか。○右松委員長

よろしいでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で畜産振興課、○右松委員長

家畜防疫対策課の審査を終了いたします。

引き続き総括質疑に入りたいと思います。農

政水産部全般について質疑はございますでしょ

うか。

きのうある人と労働災害に関して○黒木委員

ちょっと話をしていたんですけれども、最近、

林業関係の死亡事故が多いということで、これ

は大変なことだという話をいろいろしたところ

であったんですけれども。農業における労働災

害事故、聞くところによりますと、年間300人台

で、毎日１人の方が死亡しているというような

状況をお聞きしますけれど、宮崎県においては

どのような状況になっておるんでしょうか。

農業機械における○大久津農業経営支援課長

作業事故等につきましては、高齢者等のトラク

ターとかああいったことでの不注意の中でのと

か、路肩、特に山間部での転倒とか、こういっ

た事故が多くなっております。毎年10名前後の

尊い命を失っておりますが、県としましては、

農作業安全と機械の運転についても注意喚起を

するということで、農業関係団体、県警とも一

緒になった協議会を発足しておりまして、その
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中で年間を通して農作業安全の運動月間とか、

あとは農大校とか、地域におきまして、機械の

作業運転の講習会とか、そういったものをいろ

いろ啓発しながら軽減に努めているところでご

ざいます。

きのうＪＡの人と話をしておりま○黒木委員

、 、したら ハインリッヒの法則というのがあって

労働災害は １つの重大事故に その背景には29、 、

の軽微な事故、それから、300以上というか、ひ

やりはっとするようなことがあるんだと。その

段階でしっかり対策をとっていけば、その重大

事故が防げるという、そういう法則があるよと

いう話を聞いたんですけれども。年間10人とい

うと５年間では50人ということで、今、担い手

対策をどうするかということで大変な課題です

けれども、もうそれだけの人が亡くなってしま

うということは、これもやっぱり大きなことだ

なというような気がいたします。

知事は、農業にもっと力を入れたいと、フー

ドビジネスを含めた宮崎県の農業をもっと推進

していくと、そのための新たな人事案件も提案

されておりますけれども、宮崎県が全国をリー

ドしていくと、農業県になるためには、やっぱ

りそういう安全対策、宮崎県ではもうそういう

対策やってますよというふうなことを、今後、

私は林業下に住んでおりますから、林業のこと

が非常に気になっておるもんですから、農業に

おいても、そういう対策をしっかりとっていた

だきたいということを、これはお願いをしてお

きたいと思います。

先ほど、日ごろの○大久津農業経営支援課長

活動については申し上げましたけれども、来年

度、７月に農業機械士というのが各県に、農業

の従事者の方々たちが指導したりとかいろいろ

な人たちがおられます。それの全国大会を宮崎

で開催して、全国からおいでになる大会を企画

しております。そういったところで、宮崎の農

作業とか農業機械化に向けての安全講習とか、

こういったことをやっているとか、特にほかに

、 、出てきてない 新しい取り組みといたしまして

来年は農大校で、今チャレンジファーム10ヘク

タールで大規模の機械化作業体系をつくってお

りますが、そういった大規模化、事故は高齢者

が多いんですけれども、やはり大規模化の機械

、というのもいろんな形で出てきておりますので

そういった作業体系の中で機械メーカーさんと

か農業者にも応援いただいて、実際そこの実演

現場とかも視察いただいて、宮崎のそういった

対策の強化をやっているということを強くアピ

ールしてまいりたいと思っております。

常任委員会資料の14ページです。○山下委員

この右側の図の中でオール九州農産物輸出競争

力強化事業というのがあるんですが、今回、私

も九州・沖縄未来創造会議の質問の中にも入れ

たんですが、オール九州農産物のこの強化事業

は、今回から初めてスタートするの。

この事業につきまし○山本農業連携推進課長

ては、海外に輸出する農産物の輸出前検査、残

留農薬の検査をやる事業として取り組んでおり

ます。今年度から取り組んでおりまして、来年

度もやるということになっております。

例えば、質問の中にも入れました○山下委員

けれども、前の経済連の会長の羽田さんが、福

岡でのほうで九州の農産物を海外へ送るという

拠点を設けてやっておられるんですが、そこと

の連携というのはとれているんですか。

御指摘のとおり、本○山本農業連携推進課長

県のＪＡ経済連が出資しております農産物直販

と申しますか、そこと、食の安全分析センター

が連携して、香港、台湾を中心に、輸出前検査
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をやる体制づくりをつくっているということで

す。

ということは、この一般社団法人○山下委員

の食の安全分析センター、これは、宮崎県の試

験センターのことでよろしいんですか。という

、 、ことは 宮崎県しかない分析センターですので

大きな役割をやっぱり宮崎県が担うということ

の位置づけでいいんですか。

残留農薬の分析をす○山本農業連携推進課長

るだけでありましたら、全国にたくさん民間の

企業もございますけれども、こういう輸出先国

の基準を前もって調べるという取り組みは、う

ちのこの安全分析センターが初めだと思ってい

ますので、先駆けた取り組みだと思います。

、○山下委員 72時間というここに時間設定まで

ここに項目が書いてありますので、宮崎県の分

析センターの責任というのが、一番ＰＲもでき

るでしょうし、宮崎県の役割というのは大きく

出てくると思うんで頑張ってください。

それから、ちょっと確認したいんですが、16

ページのこの東九州道を中心とした新ルート構

築で、たしか宮崎港からもＲＯＲＯ船が出てた

と思うんですが、私の認識の違いですか。

ＲＯＲＯ船につ○原ブランド・流通対策室長

きましては、県内では、油津、細島、東京とい

う川崎近海汽船が出しております南王丸という

のが一つと。そして、細島－大阪間で出ており

ます八興運輸のはっこう21、県内につきまして

は、この２つでございます。

宮崎港から出てませんけ、京浜向○山下委員

けかどっか。

ちょっと確認し○原ブランド・流通対策室長

ますけれど、なかったと思っておりますが、

ちょっとお待ちください （ 私はあると思うん。「

ですけれど」と呼ぶ者あり） 済みません。─

八興運輸が、宮崎、細島、大阪に行っておりま

すので、宮崎港も寄るようになっております。

間違いないですよね。やっぱり油○山下委員

津からも出てるんだったら、明快にやっぱりそ

ういう説明をしておかないと、私も絵を見たと

きに、東九州道を中心として、それぞれすみ分

けをやっていこうということなんでしょうけれ

ども、今、大分港から静岡向けに行くんですよ

ね。本県の物流、やっぱりＲＯＲＯ船で大分港

から行く物流というのもかなりあるんですか。

まず、なぜ県内○原ブランド・流通対策室長

のが使えないかと申しますと、工業製品で、例

えば、日南のほうでいきますと、王子製紙の製

品でほぼもう埋まってしまって、農産物が載れ

る余裕がございません。それと、八興運輸さん

のほうの日向、細島のほうからのものにつきま

しても、ほぼ旭化成さんとかいうもので埋まっ

。 、 、てしまうと それと もう一つございますのが

コンセントが少ないと、４つなり７つなりとか

いうふうな話でございまして、冷蔵の車両が乗

、 、れないという部分がございまして 今のところ

農産物が載せられない状況にあるということで

ございます。

それに比較しまして、大分、昨年の10月にで

きておりますけれども、これにつきましては、

コンセント数も十分ございますのと、あとメー

ンとなる荷主が今のところいない状況というこ

とでございまして、乗船の可能台数がかなり余

裕があるということで、利用が可能だというこ

とで、一部県内の運送業者も使っている状況が

出始めているということでは伺っているところ

でございます。

高速料も無料ですよね。延岡から○山下委員

大分までだったかな。そこの利用のし勝手もい

いのかな、そこ辺は認識されてますか。
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県北から大分の○原ブランド・流通対策室長

蒲江までしたか、一部無料化がございますもん

で（ 佐伯」と呼ぶ者あり 、佐伯までが無料区「 ）

間なので、十分有効に活用ができる、そういう

ふうに考えておりまして、今回東九州軸を使っ

たという形で、高速道も利用しながらのルート

というのを考えていきたいというふうに考えて

いるところでございます。

大分港を中心として、積み切らな○山下委員

い物流は運ぶということですね、宮崎県として

は、その理解でいいですね。今、農産物は、油

津とか宮崎から出るＲＯＲＯ船というのは期待

ができないと、だから、宮崎県は、大分港に今

からはやっぱりシフトしていきますよという理

解でいいんですね。

まずメーンとな○原ブランド・流通対策室長

りますのは、宮崎港から神戸に出ておりますカ

ーフェリー、これがどちらにしてもメーンにな

ると思っております。それで、実際ピーク時に

乗船できないものが３割程度現在もあるという

ふうに伺ってまして、その分をぜひ活用を、モ

ーダルシフトを図るためには、ＲＯＲＯ船の活

用が一つ大きな武器になるんじゃないかという

ことで、志布志あるいは大分のものを利用でき

ないかということで実証試験をやっていきたい

というふうに考えているところでございます。

宮崎カーフェリー、もうこれが老○山下委員

朽化もしているし、積み切らないと、そのこと

も大型船にしないといけないという課題があり

ます。それはもう十分進めていかないといけな

いんですが、大分、志布志を中心に使うという

考え方はわかりました。

それと、ここにＪＲ貨物というのが書いてあ

りますが、この具体的な取り組みというのはど

のように考えていますか。

ＪＲ貨物につき○原ブランド・流通対策室長

ましては、昨年に冷蔵コンテナが廃止になって

おりまして、常温タイプのものしか今コンテナ

がない状況になっております。それを活用して

いくためには、十分な予冷施設、県内で予冷し

、 、た上で いわば今ＪＲ貨物で使われているのが

動力のない魔法瓶タイプと思っていただければ

いいと思うんですけれども、そういうふうな形

になりますと、鮮度を保持していくためには、

十分予冷をしていく必要があるということで、

それを活用するために、県内の予冷施設の共同

利用なり、そういうふうなものを関係機関等と

十分協議をやりながら、ＪＲ貨物の利用方法が

うまく使っていけないかとかいうふうな協議等

、 、もやりながら ＪＲ貨物のほうにつきましても

利用促進を図っていきたいというふうに考えて

いるところでございます。

延岡、これは、今集配のスタート○山下委員

が、今、何ぼか農産物やらずっとＪＲで運んで

いるものがあるの。

、 、○原ブランド・流通対策室長 現在も 例えば

超早場米のお米だとか、そういうふうなのを実

際に運んでいる状況もございます。ただ、品目

的には限られているということで考えておりま

して、例えば、青果物の野菜類とかになります

と、鮮度を保持するためのものが必要だという

ことで、例えば、根菜類であったらいけるのか

とか、いろいろそういうふうな面で、品目、時

期別、そこら辺も考えながら実証していきたい

というふうに考えております。

わかりました。いいです。○山下委員

公共三部のうちの１つなので、三○井上委員

部とのバランスもあるでしょうけれども、農政

水産部でできるだけ早く発注できるものについ

ては、バランスよく発注をお願いをしたいなと
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いうふうに思います。公共三部の問題について

は、今回いろんなことを議論しましたので、そ

のことも踏まえて、できるだけ建設業協会を含

めてですけれども、業界がきちんと維持できる

ように、ぜひ御配慮をいただきたいというふう

に思っております。そのことだけお願いしてお

きます。

委員がおっしゃいますよ○竹下農村計画課長

うに、バランスがとれた発注のあり方というこ

とで、各地域で建設業協会と話し合う場面がご

ざいますし、土木事務所と振興局がそれぞれ話

し合って協議して、発注するタイミング、そう

いったものを打ち合わせする機会も設けており

ますので、そういう形で平準化、そういったも

のに取り組んでまいりたいというふうに考えて

ございます。

ありがとうございます。○井上委員

ほかにありますでしょうか。○右松委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

その他、何かありますでしょう○右松委員長

か。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって農政水○右松委員長

産部を終了いたしますが、一言お礼を申し上げ

させていただきたいと思います。今年度、ＴＰ

Ｐ対策関連補正予算の極めて大型の獲得からト

ランプ米大統領の交渉権撤退など、本当に激動

の１年の中で、本県農業、そして、水産業競争

力強化のために、郡司部長を初め、職員の皆さ

んの本当に大きな御尽力に心から敬意を表する

次第であります。また、来年度もこれは期待を

いたしておりますので、しっかり応援してまい

りますので頑張っていただければと思います。

ことし１年間本当に大変お世話になりました。

ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午後３時51分休憩

午後３時53分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

まず、採決についてでありますが、委員会日

程の最終日に行うこととなっておりますので、

あさって16日に採決を行うこととし、再開時刻

を15時としたいと思いますが、よろしいでしょ

うか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○右松委員長

します。

次に、早いんですが、委員長報告の骨子案に

ついてでありますけれども、皆様から、これは

入れてもらいたいというのがあれば、御要望を

聞きたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後３時54分休憩

午後３時56分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、委員長報告につきましては、ただ

いまの御意見等を参考にしながら、正副委員長

に御一任いただくことで御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

ありがとうございます。それで○右松委員長

は、そのようにいたします。

その他、ほかに何かありますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

以上をもちまして、本日の委員○右松委員長

会を終了いたします。

午後３時56分散会
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午後２時57分再開

出席委員（８人）

委 員 長 右 松 隆 央

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 外 山 衛

委 員 山 下 博 三

委 員 黒 木 正 一

委 員 河 野 哲 也

委 員 図 師 博 規

委 員 井 上 紀代子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

委員会を再開いたします。○右松委員長

、 、 、まず 議案の採決を行いますが 採決の前に

各議案につきまして、賛否も含め御意見をお願

いしたいと思います。

暫時休憩いたします。

午後２時57分休憩

午後２時58分再開

委員会を再開いたします。○右松委員長

それでは、議案の採決を行います。

議案につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

それでは、一括して採決いたし○右松委員長

ます。

議案第１号 第５号から第７号 第11号 第22、 、 、

号、第26号、第41号及び第42号について、原案

。のとおり可決することに御異議ございませんか

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

ありがとうございます。御異議○右松委員長

なしと認めます。よって、議案第１号ほか８件

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。

環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査につきましては、継続調査といたしたいと思

いますが、御異議ありませんでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

ありがとうございます。御異議○右松委員長

ありませんので、この旨、議長に申し出ること

といたします。

その他、何かありますでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

。○右松委員長 以上で委員会を終了いたします

午後２時59分閉会

平成29年３月16日(木)


